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２０２０年１月実施 

 

特 許 庁 

                                               



                                 本仕様書の適用範囲 

 

 本仕様書は、２０２０年１月からインターネットを利用し発行する公開公報、登録実用新案公報、

公表公報、再公表、特許公報及び公告公報（訂正）の仕様、及びインターネットを利用し発行した

後にＤＶＤ－ＲＯＭに収録し発行する公開公報情報、登録実用新案公報情報、公表公報情報、再公

表情報、特許公報情報及び公告公報（訂正）情報の仕様について規定したものである。 

 なお、本仕様書は、公報そのものの仕様を定めるものであって、公報を利用するためのハードウ 

ェアやソフトウェア等の仕様を規定するものではない。 

 

１．適用範囲 

(1) 物理フォーマット 

(2) 論理フォーマット 

(3) ディレクトリ／ファイルの構成 

(4) ファイル形式 

(5) 文字コード 

(6) 公報データ及び公報情報データの記録形式 

(7) 公報及び公報情報を管理するためのデータ、又は利用する際に必要なデータの記録方式 

 

２．適用時期 

 本仕様書は、２０２０年１月以降に発行する公開公報、登録実用新案公報、公表公報、再公表、

特許公報、公告公報（訂正）に適用する。                                          

 

３．引用規格 

 本仕様で引用した規格は、以下の通りである。 

・JIS X 0201-1976 ７ビット及び８ビットの情報交換用符号化文字集合 

・JIS X 0208-1997 ７ビット及び８ビットの２バイト情報交換用符号化漢字集合 

・JIS X 0606-1998 情報交換用ＣＤ－ＲＯＭのボリューム及びファイル構造 

・JIS X 0609-1998 情報交換用非逐次記録高密度光ディスクのボリューム構造及びファイル構造 

・JIS X 6241-1997  120mmＤＶＤ－再生専用ディスク(ISO/IEC 16448) 

・TR  X 0006-1998  ＤＶＤ－再生専用ディスクのボリューム構造及びファイル構造 

・TR  X 0008-1999  ＸＭＬ１．０ 

 

４．表記について 

(1) １６進表記 

 １６進表記法による数は、１６進数字を（ ）１６で囲って表す。 

(2) 用語について 

   本仕様書で使用する用語を以下に示す。 

・「公報」…インターネットを利用し発行する公報 

・「公報情報」…インターネットを利用し発行した後にＤＶＤ－ＲＯＭに収録し発行する公報情報 

 

 



仕様変更の概要 

 

 

公報仕様 特許、実用新案 第４．６版からの仕様変更の概要は、以下のとおり。 

 

① 特実審査業務システム刷新に伴うＦＩのセクション範囲の変更 

 

② 新元号対応に伴う表示例等の変更 

 

その他、用語の見直し等、所要の変更を行った。 

 



公報仕様 特許、実用新案 第４．６版からの変更点一覧 
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公

報
仕

様
第

４
．

６
版

該
当

ペ
ー

ジ
公

報
仕

様
第

４
．

７
版

該
当

ペ
ー

ジ
変

更
点

変
更

理
由

等
1

第
一

分
冊

P1
1

第
一
分
冊

P1
1

２
．

１
公

報
情

報
の

(注
1)

ボ
リ

ュ
ー

ム
識

別
子

西
暦

年
を

"2
01

9"
へ

変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更
2

第
一

分
冊

P1
2,
P1
3

第
一
分
冊

P1
2,

P1
3

２
．

２
公

報
の

(3
)、

例
１

、
例

２
ア

ー
カ

イ
ブ

フ
ァ

イ
ル

名
の

西
暦

年
を

”
2
0
1
9
”
へ

変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更
3

第
一

分
冊

P3
3

第
一
分
冊

P3
3

表
1－

1
著

作
権

フ
ァ

イ
ル

の
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
発

行
年

を
”2

01
9”

へ
変

更
新

元
号

対
応

に
伴

う
表

示
例

等
の

変
更

4
第

一
分

冊
P3
4

第
一
分
冊

P3
4

２
．

抄
録

フ
ァ

イ
ル

(a
)第

１
レ

コ
ー

ド
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
の

N
o
.3

 発
行

日
内

容
例

を
”令

01
(2

01
9)

”へ
変

更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更

5
第

一
分

冊
P

34
第

一
分

冊
P

34
(ａ

)第
１

レ
コ

ー
ド

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

Ｎ
ｏ
．

１
公

報
仕

様
バ

ー
ジ

ョ
ン

公
報

仕
様

の
バ

ー
ジ

ョ
ン

番
号

を
“
４

７
”
へ

変
更

公
報

仕
様

の
バ

ー
ジ

ョ
ン

変
更

に
対

応

6
第

一
分

冊
P

35
第

一
分

冊
P

35
表

2－
1

抄
録

フ
ァ

イ
ル

・第
１

レ
コ

ー
ド

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

  
  
公

報
仕

様
の

バ
ー

ジ
ョ

ン
番

号
を

”4
7”

へ
変

更
公

報
仕

様
の

バ
ー

ジ
ョ

ン
変

更
に

対
応

7
第

一
分

冊
P3
5

第
一
分
冊

P3
5

２
．

抄
録

フ
ァ

イ
ル

(a
)第

１
レ

コ
ー

ド
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
の

N
o
.4

  
公

報
ボ

リ
ュ

ー
ム

番
号

内
容

例
を
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01

(2
01

9)
”へ

変
更

表
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1
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フ
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ル
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コ
ー

ド
フ

ォ
ー
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ッ

ト
の

発
行

日
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容
例
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9)

”へ
変

更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更

8
第

一
分

冊
P3
6

第
一
分
冊

P3
6

２
．

抄
録

フ
ァ

イ
ル

表
2－

1
抄

録
フ

ァ
イ

ル
・第

１
レ
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ー

ド
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ォ
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マ
ッ

ト
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公
報

ボ
リ

ュ
ー

ム
番

号
内

容
例

を
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01
(2

01
9)

”へ
変

更

(b
)第

２
レ

コ
ー

ド
以

降
の

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

《
公

開
公

報
・
公

表
公

報
・
再

公
表

の
場

合
》

の
N

o
.3

文
献

番
号

の
範

囲
内

容
例

の
文

献
番

号
の

西
暦

年
を

”
2
0
1
9
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変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更

9
第

一
分

冊
P3
7

第
一
分
冊

P3
7

２
．

抄
録

フ
ァ

イ
ル
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2－

2
抄

録
フ

ァ
イ

ル
・第

２
レ

コ
ー

ド
以

降
の

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

 (
公

開
公

報
・
公

表
公

報
・再

公
表

の
場

合
)の

文
献

番
号

内
容

例
の

西
暦

年
を

”2
01

9”
へ

変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更

10
第

一
分

冊
P4
5

第
一
分
冊

P4
5

表
 4
.1
－

2 
検

索
キ

ー
の

フ
ォ

ー
マ
ッ
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5
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Ｆ
Ｉ

の
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シ

ョ
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範
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を
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A
”
～
”
Z
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テ
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新

に
伴

う
Ｆ
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ョ
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範
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の
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更
11

第
一

分
冊
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9

第
一
分
冊

P5
9

５
．

目
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フ
ァ

イ
ル
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フ
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ト
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冊
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2
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５
．

目
次

フ
ァ
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ル

表
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1
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の
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2
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献
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分
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ー
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献
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西
暦

年
を

”
2
0
1
9
”
へ

変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更

14
第

一
分

冊
P9
1

第
一
分
冊

P9
1

公
開

特
許

(実
用

新
案

)公
報

の
タ

グ
一
覧
（
注
6
）

Ｆ
Ｉ

の
セ

ク
シ

ョ
ン

範
囲

を
”
0
”
、
”
A
”
～
”
Z
”
へ
変
更

特
実

審
査

業
務

シ
ス

テ
ム

刷
新

に
伴

う
Ｆ

Ｉの
セ

ク
シ

ョ
ン

範
囲

の
変

更
15

第
一

分
冊

P1
15

第
一
分
冊

P1
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公
開

特
許

(実
用

新
案

)公
報

の
タ

グ
一
覧
（
注
1
3
）

Ｆ
Ｉ

の
セ

ク
シ

ョ
ン

範
囲

を
”
0
”
、
”
A
”
～
”
Z
”
へ
変
更

特
実

審
査

業
務

シ
ス

テ
ム

刷
新

に
伴

う
Ｆ

Ｉの
セ

ク
シ

ョ
ン

範
囲

の
変

更
16

第
一

分
冊

P4
16

第
一
分
冊

P4
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７
.
イ

メ
ー

ジ
フ

ァ
イ

ル
N

o
.1

07
 《

公
開

公
報

・公
表

公
報

・公
告

（
訂

正
公

報
）
の

場
合

》
《
再

公
表

の
場

合
》《

登
録

実
用

公
報

・特
許

公
報

の
場

合
》

内
容

例
の

文
献

番
号

の
西

暦
年

を
”
2
0
1
9
”
へ

変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更

17
第

一
分

冊
P

45
0

第
一

分
冊

P
45

0
(6

)公
開

特
許

公
報

（g
at

-a
.d

td
）

D
T
D

 V
er

si
o
nを

”V
4.

7-
01

-0
1,

D
A

T
E
 2

0
2
0
.0

1
.0

1
”
へ
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公
報
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の
バ

ー
ジ

ョ
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変
更

に
対

応
18

第
一

分
冊

P
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1
第

一
分

冊
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1

(6
)公

開
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許
公

報
共

通
（
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t-
a-
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m
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）
D

T
D
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er

si
o
nを

”V
4.

7-
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-0
1,

D
A

T
E
 2

0
2
0
.0

1
.0

1
”
へ

変
更

公
報

仕
様

の
バ

ー
ジ

ョ
ン

変
更

に
対

応
19

第
一

分
冊

P4
96

第
一
分
冊

P4
96

長
大

デ
ー

タ
仕

様
の

(注
1)

ボ
リ

ュ
ー

ム
識

別
子

内
容

例
の

西
暦

年
を

”2
01

9”
へ

変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更
20

第
一

分
冊

P4
97
,P
49
8

第
一
分
冊

P4
97

,P
49
8

長
大

デ
ー

タ
仕

様
の

(3
)ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
可

能
な

公
報

の
フ

ァ
イ

ル
名

内
容

例
の

西
暦

年
を

”2
01

9”
へ

変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更
21

第
一

分
冊

P5
10

第
一
分
冊

P5
10

長
大

デ
ー

タ
仕

様
の

表
1－

1
著

作
権

フ
ァ

イ
ル

の
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
内

容
例

の
西

暦
年

を
”2

01
9”

へ
変

更
新

元
号

対
応

に
伴

う
表

示
例

等
の

変
更

22
第

一
分

冊
P5
11

第
一
分
冊

P5
11

長
大

デ
ー

タ
仕

様
の

２
. 
文

献
情

報
フ

ァ
イ

ル
(2

)
フ

ァ
イ

ル
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
の

第
１

レ
コ

ー
ド
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体
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報
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公

報
ボ

リ
ュ
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号

内
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示

例
等

の
変

更

23
第

一
分

冊
P5
12

第
一
分
冊

P5
12

長
大

デ
ー

タ
仕

様
の

２
. 
文

献
情

報
フ

ァ
イ

ル
(2

)
フ

ァ
イ

ル
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
の

第
２

レ
コ

ー
ド

長
大

デ
ー

タ
の

公
報

ボ
リ

ュ
ー

ム
番

号
第

３
レ

コ
ー

ド
関

連
す

る
長

大
デ

ー
タ

の
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報
ボ

リ
ュ

ー
ム
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号
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容

例
を

“令
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(2
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9)
”へ

変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
変

更

24
第

一
分

冊
P5
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第
一
分
冊
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大

デ
ー

タ
仕

様
の

２
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献
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報
フ
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フ
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４
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ド
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報
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日
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容
例

を
“令
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日
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9
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７
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点

変
更
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等
25

第
一

分
冊

P5
14
,5
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第
一
分
冊

P5
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,5
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長
大

デ
ー

タ
仕

様
の

２
. 
文

献
情

報
フ

ァ
イ

ル
(2

)
フ

ァ
イ

ル
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
の

第
５

レ
コ

ー
ド

文
献

番
号

内
容

例
の

西
暦

年
を

”2
01

9”
へ

変
更

新
元

号
対

応
に

伴
う

表
示

例
等

の
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26
第

一
分

冊
P5
16

第
一
分
冊

P5
16

長
大

デ
ー

タ
仕

様
の

２
. 
文

献
情

報
フ

ァ
イ

ル
(2

)
フ

ァ
イ

ル
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
の

第
６

レ
コ

ー
ド

出
願

番
号

内
容

例
の

西
暦

年
を

”2
01

9”
へ

変
更

表
2－

1
文

献
情

報
フ

ァ
イ

ル
の

例
（
公

開
特

許
公

報
）

以
下

の
と

お
り

変
更

”未
令

01
(2

01
9)

-9
99

”
”G

S
令

01
(2

01
9)

-0
02

”
”令

和
01

年
05

月
12

日
(2

01
9.

0
5
.1

2
)”

”特
開

20
19

-1
23

45
6(

P
20

19
-1

2
3
4
5
6
A

)”
”特

願
20

19
-1

23
45

6(
P

20
19

-1
2
3
4
5
6
)”

表
2－

2
文

献
情

報
フ

ァ
イ

ル
の

例
（
公

開
特

許
公

報
）

以
下

の
と

お
り

変
更

”未
令

01
(2

01
9)

-9
99

”
”G

S
令

01
(2

01
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  (注1) ボリューム識別子は次のフォーマットで記録する。 

項目番号 ① ② ③ ④ 

長 さ         ２ ２ ４ ３ 

内 容 例         ＪＰ Ｈ＿ ２０１９ ９９９ 

① 特許庁の識別：“ＪＰ”を記録する。

② 公報・公報情報種別の識別：

《公開公報・公表公報・再公表の場合》 “Ｇ＿”を記録する。 

《特許公報の場合》  “Ｈ＿”を記録する。 

《登録実用新案公報の場合》 “Ｕ＿”を記録する。 

“＿”は(５Ｆ)１６。 

③ 西暦年： 西暦年を４桁で記録する。 

④ 年間の一連番号：  発行する媒体ごとに年間の一連番号を００１から始まる３桁で

記録する。（公報情報（公開公報、登録実用新案公報、公表公報、再公表、特許公報）は、

インターネットを利用し発行する公開公報、登録実用新案公報、公表公報、再公表、特許

公報の値を記録する。）
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２．２ 公報 
(1) インターネットからダウンロード可能な公報のファイルは２種類存在する。

(2) ２種類のファイルは、Ｚｉｐ形式(注1)及びＴａｒ形式(注2)でアーカイブする（２種類のファイル

はアーカイブ形式が異なるのみで内容については同一）。

(3) ファイル名は、次のフォーマットで記録する。

項目番号 ① ② ③ ④ 

長さ ２ ２ ４ ３ 

内容例 ＪＰ Ｕ＿ ２０１９ ９９９ 

項目番号 ⑤ ⑥ 

長さ １ ３ 

内容例 ． ＺＩＰ 

① 特許庁の識別：“ＪＰ”を記録する。

② 公報種別の識別：

≪公開公報・公表公報・再公表の場合≫  “Ｇ＿”を記録する。 

≪特許公報の場合≫  “Ｈ＿”を記録する。 

≪登録実用新案公報の場合≫ “Ｕ＿”を記録する。 

③ 西暦年：西暦年を４桁で記録する。

④ 年間の一連番号：年間の一連番号を００１から始まる３桁で記録する。

⑤ ピリオド“．”を記録する。

⑥ 拡張子：

≪アーカイブ形式がＺｉｐの場合≫ “ＺＩＰ”

≪アーカイブ形式がＴａｒの場合≫ “ＴＡＲ” 

(4) アーカイブされたファイルには、公報を構成するファイル及びディレクトリの情報が含まれている。

(5) アーカイブされたファイルを展開すると『３．ファイル構成』で説明している構成になる。

(6) アーカイブされたファイルに含まれるファイルのファイル名、ディレクトリ名は、「公報情報」の

ファイル名、ディレクトリ名の基準に準ずる。
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(注1)  Ｚｉｐ形式は、パーソナルコンピュータを含むコンピュータで広く普及しているアーカイブ形

式の一つ。 

(注2)  Ｔａｒ形式（Tape Archival and Retrieval format）は、ＵＮＩＸ系ＯＳで広く普及している

アーカイブ形式の一つ。

例１  公報種別の識別が登録実用新案公報の場合のファイル名 

≪アーカイブ形式がＺｉｐの場合≫  JPU_2019999.ZIP 

≪アーカイブ形式がＴａｒの場合≫ JPU_2019999.TAR 

例２  公報種別の識別が特許公報の場合のファイル名 

≪アーカイブ形式がＺｉｐの場合≫  JPH_2019999.ZIP 

≪アーカイブ形式がＴａｒの場合≫ JPH_2019999.TAR 
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１. 著作権ファイル 

 (1) 内容 

   著作権を記録する。 

 

 (2) ファイルフォーマット 

   テキストファイル形式とする。フォーマットを表1－1に、各項目の説明を以下に示す。 

  文字コードは１バイトコードを使用する。 

  No.1 著作権 

    文字列“Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ△（Ｃ）△ＪＰＯ△”を記録する。 
 

    （注）“△”はスペースを示す。 

  No.2 発行年 

    公報の発行年を４桁の西暦で記録する。 

 

             表1－1 著作権ファイルのフォーマット 

No 意       味 
長さ 

(ﾊﾞｲﾄ) 

ﾃﾞｰﾀ 

ﾀｲﾌﾟ 
内  容  例 

 

 １  著作権 18 文字  Copyright (C) JPO 

 ２  発行年 ４ 文字  2019  
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２. 抄録ファイル 

 (1) 内容 

   抄録ファイルには以下の項目を記録する。 

  ① 公報仕様のバージョン 

  ② 発行日 

  ③ 公報ボリューム番号 

  ④ 公報発行当初からの一連番号 

  ⑤ 公報に格納されている公報の種別 

  ⑥ 文献番号の範囲(⑤の公報毎) 

  ⑦ 収録対象外文献番号 

  ⑧ 範囲外から収録した文献番号 

  ⑨ 公報の件数(⑤の公報毎) 

 

 (2) ファイルフォーマット 

 制御文字ＣＲ・ＬＦをレコードデリミタとするテキストファイル(ＣＳＶ)形式とする。 

 第１レコードは固定長で、公報仕様のバージョン、発行日、公報ボリューム番号及び公報発

行からの一連番号等を記録する。第２レコード以降は、公開公報・公表公報・再公表、登録実

用新案公報の場合、固定長で、特許公報の場合、可変長となる。公報に記録する公報種別分存

在し、各レコードには公報種別、文献番号の範囲、収録対象外文献番号、範囲外から収録した

文献番号、公報の件数等を記録する。（収録対象外文献番号、範囲外から収録した文献番号は

特許公報の場合のみ記録する。） 

 すなわち、公開特許公報、公開実用新案公報を記録してある公報の場合、抄録ファイルには

３レコード存在する。 

 

 (a) 第１レコードフォーマット 

   第１レコードのフォーマットを表2－1に、各項目の説明を以下に示す。特に明示していない 

  限り、文字コードは１バイトコードを使用する。 

  No.1 公報仕様バージョン 

    公報仕様のバージョン番号を２桁で“４７”と記録する。 

  No.2 区切り文字（カンマ） 

    項目を区切る“,”を記録する。 

  No.3 発行日 

        公報の発行日を次のフォーマットで記録する。 

 項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ④ ⑥  

 
 長 さ           ２   ２     ６  １   ２  １   ２ 

 内 容 例          令  ０１  （２０１９）  ．  ０５ 

 

 ．  ０１ 

    ① 元号：   元号の先頭１文字を記録する。 

    ② 和暦年：  和暦年を２桁で記録する。 

    ③ 西暦年：  西暦年を４桁で、括弧で括って記録する。 

    ④ デリミタ： ピリオド“．”を記録する。 

    ⑤ 月：    月を２桁で記録する。 
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    ⑥ 日：    日を２桁で記録する。 

① は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 

 

  No.4 公報ボリューム番号 

    公報を一意に識別するボリューム番号を次のフォーマットで記録する。 

 項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥  

 
 長 さ           ２   ２   ２     ６  １   ３ 

 内 容 例          登  令  ０１  （２０１９）  －  ９９９ 

    ① 公報・公報情報種別： 

《公開公報・公表公報・再公表の場合》   “未”を記録する。 

     《特許公報の場合》            “登”を記録する。 

《登録実用新案公報の場合》        “実”を記録する。 

    ② 元号：       元号の先頭１文字を記録する。 

    ③ 和暦年：      和暦年を２桁で記録する。 

    ④ 西暦年：      西暦年を４桁で、括弧で括って記録する。 

⑤ デリミタ：     ハイフン“－”を記録する。 

⑥ 年間の一連番号：  発行する媒体ごとに年間の一連番号を００１から始まる３桁で

記録する。（公報情報（公開公報、登録実用新案公報、公表公

報、再公表、特許公報）は、インターネットを利用し発行する

公開公報、登録実用新案公報、公表公報、再公表、特許公報の

値を記録する。） 

   ①、②は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 

  No.5 公報発行からの一連番号 

        《公開公報・公表公報・再公表の場合》 

      インターネットを利用し発行する公開公報は、ＤＶＤ－ＲＯＭ公開公報に続く一連番号を 

５桁で記録する。 

    《特許公報の場合》 

      インターネットを利用し発行する特許公報は、ＤＶＤ－ＲＯＭ特許・実用新案公報に続く

一連番号を５桁で記録する。 

        《登録実用新案の場合》 

      インターネットを利用し発行する登録実用新案公報は、一連番号を００００１から始まる

５桁で記録する。 

   No.6 レコード・デリミタ 

    制御文字ＣＲ・ＬＦを用いる。 

 

          表2－1 抄録ファイル・第１レコードフォーマット 

No 意       味 
長さ 

(ﾊﾞｲﾄ) 

ﾃﾞｰﾀ 

ﾀｲﾌﾟ 
内  容  例  

 １  公報仕様バージョン   ２  文字   47  

 ２  区切り文字（カンマ）   １  文字   “,”  

 ３  発行日   16  文字   令01(2019).05.01  

-35-



 ２  区切り文字（カンマ）   １  文字   “,”  

 ４  公報ボリューム番号   16  文字   登令01(2019)-999  

 ２  区切り文字（カンマ）   １  文字   “,”  

 ５  公報発行からの一連番号    ５  文字   00001  

 ６  レコード・デリミタ   ２  文字   CR LF 

 

 (b) 第２レコード以降のフォーマット 

 第２レコード以降のフォーマットを表2－2及び表2－3に、各項目の説明を以下に示す。特に

明示していない限り、文字コードは１バイトコードを使用する。 

  No.1 公報種別 

    公報種別の名称と、公報種別に対応するディレクトリ名を記録する。ディレクトリ名は公 

   報種別名の後に、１バイトコードで、同じく１バイトコードの括弧で括って記録する。 

   ディレクトリ名が１文字の場合は、ディレクトリ名の後に１バイトコードのスペースを１文 

   字分付けて記録する。 

    ４０バイト固定であり、４０バイトに満たない場合は後ろに１バイトコードのスペースを 

埋める。 

    公報種別の名称とディレクトリ名との対応は、『第Ⅰ編 表4－2 公報種別とディレクトリ 

   名との対応』を参照。 

  No.2 区切り文字（カンマ） 

    項目を区切る“,”を記録する。 

  No.3 文献番号の範囲 

    公報(公報種別(No.1)に対応するもの)の文献番号の範囲を次のフォーマットで記録する。 

      《公開公報・公表公報・再公表の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ② ⑥ 

長 さ         ４ １ ６ ２ ４ １ ６ 

内 容 例         ２０１９ － ０１０００１ ～ ２０１９ － ０１３５００ 

    ① 西暦年：          開始西暦年を４桁で記録する。 

    ② デリミタ：     ハイフン“－”を記録する。 

    ③ 文献番号の下６桁： 格納する公報の内、最小の文献番号の下６桁を記録する。 

    ④ デリミタ：     範囲を示すデリミタ。２バイトコードの“～”を記録する。 

    ⑤ 西暦年：          最終西暦年を４桁で記録する。 

    ⑥ 文献番号の下６桁： 格納する公報の内、最大の文献番号の下６桁を記録する。 

    ④は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 

      《登録実用新案公報・特許公報の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④  

 
長 さ         １０ ２ １０ ２ 

内 容 例         ０００２５００００１ ～ ０００２５０３０００ △△ 

                 (注)“△”はスペースを示す。 

    ① 文献識別番号：   格納する公報の内、最小の文献識別番号を記録する。 

    ② デリミタ：     範囲を示すデリミタ。２バイトコードの“～”を記録する。 

    ③ 文献識別番号：   格納する公報の内、最大の文献識別番号を記録する。 
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    ④ デリミタ：     スペース２個を記録する。 

   ②は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 

  No.4 収録対象外文献番号 

    公報（公報種別(No.1)に対応するもの）の収録対象外文献番号を次のフォーマットで記録する。 

項目番号 ① ② ③ 

長 さ         １０ １ １０ 

内 容 例         ０００２５００５０１ ； ０００２５００６０１ 

    ① 文献識別番号：   収録対象外とした文献識別番号を記録する。 

                                収録対象外とした文献識別番号が存在しない場合は、 

１バイトコードのスペース１０文字を記録する。 

    文献番号が複数個ある場合は、以下の②と③を繰り返しで記録する。 

    ② デリミタ：     文献番号が複数個ある場合はセミコロン(;)で区切る。 

    ③ 文献識別番号：   収録対象外とした文献識別番号を記録する。 

 

  No.5 範囲外から収録した文献番号 

    公報（公報種別(No.1)に対応するもの）の範囲外から収録した文献番号を次のフォーマットで

記録する。 

項目番号 ① ② ③ 

長 さ         １０ １ １０ 

内 容 例         ０００２４９０００１ ； ０００２４９０３０１ 

① 文献識別番号：   範囲外から収録した文献識別番号を記録する。 

                               範囲外から収録した文献識別番号が存在しない場合は、 

１バイトコードのスペース１０文字を記録する。 

    文献番号が複数個ある場合は、以下の②と③を繰り返しで記録する。 

    ② デリミタ：     文献番号が複数個ある場合はセミコロン(;)で区切る。 

②  文献識別番号：   収録対象外とした文献識別番号を記録する。 

    

No.6 公報の件数 

    公報（公報種別(No.1)に対応するもの）の件数を５桁の数字で記録する。 

  No.7 レコード・デリミタ 

    制御文字ＣＲ・ＬＦを用いる。 
 
            表2－2 抄録ファイル・第２レコード以降のフォーマット 

                (公開公報・公表公報・再公表の場合) 

No 意       味 
長さ 

(ﾊﾞｲﾄ) 

ﾃﾞｰﾀ 

ﾀｲﾌﾟ 
内  容  例  

１  公報種別（ディレクトリ） 40 文字 公表特許公報(T )  

２  区切り文字（カンマ） １ 文字 “,”  

３  文献番号の範囲 24 文字 2019-500001～2019-500240  

２  区切り文字（カンマ） １ 文字 “,”  

６  公報の件数 ５ 文字 00240  

７  レコード・デリミタ ２ 文字 CR LF 
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                表4.1－2 検索キーのフォーマット（4/5） 

No 
検索キー項目

の名称 

長さ 

(ﾊﾞｲﾄ) 

ﾃﾞｰﾀ 

ﾀｲﾌﾟ 

公報

件数 

フォーマット 

（上段：項目名 下段：長さ） 
 

24  ＦＩ １９ 文字 Ｎ  

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧  

 

 

 

１ ２ １ ４ １ ６ ３ １ 

①セクション  （０、Ａ～Ｚ） 

①  

 

 

 
   ②クラス    （△△、００～９９） 

   ③サブクラス  （△、０、Ａ～Ｚ） 

   ④メイングループ（△△△△、△△△０ 

～９９９９） 

   ⑤セパレータ  （△、：、／） 

   ⑥サブグループ （△△△△△△、 

            ００△△△△～９９９９９９） 

   ⑦展開記号   （△△△、０００～９９９） 

   ⑧分冊識別記号 （△、Ａ～Ｚ） 

 

25 ファセット ４ 文字 Ｎ  

 

 

 

 

 
① ②  

 
３ １ 

   ①ファセット分類記号（ＡＡＡ～ＺＺＺ） 

 

 
 
    ②情報区分記号     （Ｆ、Ｕ、Ｓ） 

    ※②の情報区分記号は以下の基準で付与する。 

 

 

 

 
 

 
 主分類  Ｆ  

 
 主分類以外の発明情報  Ｕ 

 付加情報  Ｓ 
 

 

 

  26 発明者又は 

考案者 
Ｖ 文字 Ｎ  

 

 

 

 

 

 

①  

 Ｖ 
   ①氏名（２バイトコード） 

 

 
 

  27 出願人 Ｖ 文字 Ｎ  
 
 
 
 

①氏名または名称（２バイトコード） 

① 

Ｖ 

 
 

28 出願人の識別

番号 

９ 文字 Ｎ   

 ①  

     ９  

       ①識別番号（000000000 ～ 999999999）  
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  No.4 文献番号 
   《公開特許(実用新案)公報・公表特許公報の場合》 

     公開番号、公表番号共に次のフォーマットで記録する。 

項目番号 ① ② ③ ④ 

長 さ         ４ １ ６ ２ 

内 容 例         ２０１９ － ０９０００１ △△ 

① 西暦年：  西暦年を４桁で記録する。 

     ② デリミタ： ハイフン“－”を記録する。 

     ③ 公開(公表)番号の下６桁：公開(公表)番号の下６桁を記録する。 

④ デリミタ： スペースを記録する。 

    ①～④とも１バイトコードとする。“△”はスペースを示す。 

   《登録実用新案公報・特許(実用新案登録)公報の場合》 

     実用新案登録番号または特許番号を次のフォーマットで記録する。 

項目番号 ① ② ③ ④ 

長 さ         ２ １ ８ ２ 

内 容 例         特 － ０３００４００１ △△ 

① 番号種別： 実用新案登録番号の場合“登”を、特許番号の場合“特”を記録する。 

     ② デリミタ： ハイフン“－”を記録する。 

     ③ 登録番号： 登録番号を記録する。 

④ デリミタ： スペースを記録する。 

    ①は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。“△”はスペースを示す。 

   《再公表特許の場合》 

     国際公開番号を次のフォーマットで記録する。 

項目番号 ① ② ③ ④ 

長 さ         ２ ４ １ ６ 

内 容 例         ＷＯ ２０１９ ／ ０１６５１３ 

     ① 国際公開： “ＷＯ”を記録する。 

     ② 西暦年：  西暦年を４桁で記録する。 

     ③ デリミタ： “／”を記録する。 

     ④ 国際公開番号： 国際公開番号の下６桁を記録する。 

    ①～④とも１バイトコードとする。 

  No.5 出願番号 

    出願番号を次のフォーマットで記録する。 

   《1999年以前の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④ 

長 さ         ２ ２ １ ６ 

内 容 例         平 １０ － ０１２３４５ 

① 元号：   元号の先頭１文字を記録する。 

② 和暦年：  和暦年を２桁で記録する。 

     ③ デリミタ： ハイフン“－”を記録する。 

     ④ 出願番号の下６桁： 出願番号の下６桁を記録する。 

    ①は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 
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   公報が欠号の場合のフォーマットを表5－2に示す。公報が欠号の場合、審査請求の有無等 

  (No.7)の欄に文字“欠”を記録する。文献番号(No.4)のフォーマットは表5－1と同様であり、 

  その他の項目の内容は表5－2のとおり固定値とする。 

 

         表5－1 通常の公報の目次レコードフォーマット(1/2) 

No 意        味 
長さ 

(ﾊﾞｲﾄ) 

ﾃﾞｰﾀ 

ﾀｲﾌﾟ 
内  容  例 

１ レコード長 ５ 文字   00132 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

３ 部門・区分 ５ 文字   3(02) 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

４ 文献番号 13 文字 
  2019-090001△△ (公開番号)、 

特-03004001△△ (特許番号) 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

５ 出願番号 11 文字   2019-012345 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

６ 審査請求の有無等の数 ２ 文字   01 

２ 繰
り

返
し 

区切り文字（カンマ） １ 文字   “,”  

７ 審査請求の有無等 ２ 文字   評 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

８ ＩＰＣ数 ２ 文字   01 

２ 繰
り

返
し 

区切り文字（カンマ） １ 文字   “,”  

９ ＩＰＣ 27 文字   //A01H1234/456789(20050115)  

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

10 発明(考案)の名称の長さ ３ 文字   020 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

11 発明(考案)の名称 Ｖ 文字   ファクシミリ走査装置 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

12 
出願人数または特許(実用新案登録)権

者数 
２ 文字   01 

２ 
繰 

 

り 

 

返 

 

し 

区切り文字（カンマ） １ 文字 “,” 

13 都道府県国籍等の長さ ２ 文字   04 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

14 都道府県国籍等 Ｖ 文字   東京 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

15 
 出願人または特許(実用新案登録)

権者の識別番号 
11 文字   (090000423) 
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(3)ファイルフォーマット(固定項目数タイプ)  

  固定項目数タイプの場合のフォーマットを表5－3に示す。 

公報が欠号の場合のフォーマットを表5－4に示す。公報が欠号の場合、審査請求の有無等 

 (No.7)の先頭の欄に文字“欠”を記録する。その他の項目の内容は表5－4のとおり固定値と 

する。 

 

表5－3 固定項目数の目次レコードフォーマット 

No 意        味 
長さ 

(ﾊﾞｲﾄ) 

ﾃﾞｰﾀ 

ﾀｲﾌﾟ 
内  容  例 

１ レコード長 ５ 文字   00132 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

３ 部門・区分 ５ 文字   3(02) 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

４ 文献番号 13 文字 
  2019-090001△△ (公開番号)、 

特-03004001△△ (特許番号) 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

５ 出願番号 11 文字   2019-012345 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

６ 審査請求の有無等の数 ２ 文字   01 

２ 繰
り

返
し 

(

注)
 

区切り文字（カンマ） １ 文字   “,”  

７ 審査請求の有無等 ２ 文字   評 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

９ ＩＰＣ 27 文字   //A01H1234/456789(20050115)  

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

11 発明(考案)の名称 Ｖ 文字   ファクシミリ走査装置 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

14 都道府県国籍等 Ｖ 文字   東京 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

15 
出願人または特許(実用新案登録)権者

の識別番号 
11 文字   (090000423) 

２ 区切り文字（カンマ） １ 文字   “,” 

17 
出願人氏名(名称)または権者氏名 

(名称) 
Ｖ 文字   特許発明株式会社 

18  レコード・デリミタ ２ 文字   CR LF 

(注)NO2、7を７回繰返す。 
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(
注

6
)
Ｆ

Ｉ
の

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

は
次

の
と

お
り

で
あ

る
。

な
お

、
値

の
長

さ
は

可
変

長
で

あ
る

。

①
③

⑤
⑦

⑨

１
１

１
１

１

A
H

/
△

A

(
注

)
長

さ
は

最
長

の
場

合
。

”
△

”
は

ス
ペ

ー
ス

を
示

す
。

①
セ

ク
シ

ョ
ン

：
”

0
”

、
”

A
”

～
”

Z
”

を
記

録
す

る
。

ま
た

は
、

空
デ

ー
タ

で
あ

る
。

②
ク

ラ
ス

：
”

0
0
”

～
”

9
9
”

を
記

録
す

る
。

ま
た

は
、

空
デ

ー
タ

で
あ

る
。

③
サ

ブ
ク

ラ
ス

：
”

0
”

、
”

A
”

～
”

Z
”

を
記

録
す

る
。

ま
た

は
、

空
デ

ー
タ

で
あ

る
。

④
メ

イ
ン

グ
ル

ー
プ

：
”

0
”

～
”

9
9
9
9
”

を
記

録
す

る
。

ま
た

は
、

空
デ

ー
タ

で
あ

る
。

⑤
セ

パ
レ

ー
タ

：
”

/
”

、
”

:
”

を
記

録
す

る
。

ま
た

は
、

空
デ

ー
タ

で
あ

る
。

⑥
サ

ブ
グ

ル
ー

プ
：

”
0
0
”

～
”

9
9
9
9
9
9
”

を
記

録
す

る
。

ま
た

は
、

空
デ

ー
タ

で
あ

る
。

⑦
デ

リ
ミ

タ
：

ス
ペ

ー
ス

を
記

録
す

る
。

ま
た

は
、

空
デ

ー
タ

で
あ

る
。

⑧
識

別
記

号
：

”
0
0
0
”

～
”

9
9
9
”

を
記

録
す

る
。

”
A
A
A
”

～
”

Z
Z
Z
”

で
は

属
性

値
を

記
録

す
る

。
ま

た
は

、
空

デ
ー

タ
で

あ
る

。

⑨
分

冊
識

別
記

号
：

”
A
”

～
”

Z
”

を
記

録
す

る
。

ま
た

は
、

空
デ

ー
タ

で
あ

る
。

(
注

7
)
【

発
明

の
数

】
は

、
昭

和
6
2
年

1
2
月

3
1
日

以
前

の
特

許
法

の
適

用
を

受
け

る
出

願
の

場
合

に
用

い
る

。

昭
和

6
2
年

1
2
月

3
1
日

以
前

の
実

用
新

案
法

の
適

用
を

受
け

る
出

願
に

お
い

て
は

、
こ

の
項

目
は

現
れ

な
い

。

(
注

8
)
配

列
表

等
を

添
付

し
て

い
る

長
大

デ
ー

タ
の

有
無

を
示

す
。

(
注

9
)
属

性
i
d
は

、
マ

ル
チ

T
I
F
F
フ

ァ
イ

ル
の

イ
メ

ー
ジ

識
別

に
用

い
る

。

(
注

1
0
)
要

約
書

の
職

権
訂

正
が

あ
っ

た
場

合
に

記
述

す
る

。

(
注

1
1
)
<
d
e
s
c
r
i
p
t
i
o
n
>
の

下
位

の
タ

グ
と

し
て

、
<
p
>
（

項
番

1
6
0
）

ま
た

は
<
t
e
c
h
n
i
c
a
l
-
f
i
e
l
d
>
（

項
番

1
1
1
）

～
<
h
e
a
d
i
n
g
>
（

項
番

1
5
9
）

の
う

ち
、

該
当

す
る

タ
グ

を
記

述
す

る
。

(
注

1
2
)
公

開
実

用
新

案
公

報
で

は
必

須
項

目
で

あ
る

。

(
注

1
3
)
<
d
i
s
c
l
o
s
u
r
e
>
の

下
位

の
タ

グ
と

し
て

、
<
p
>
（

項
番

1
3
4
）

ま
た

は
<
t
e
c
h
-
p
r
o
b
l
e
m
>
（

項
番

1
2
7
）

～
<
h
e
a
d
i
n
g
>
（

項
番

1
3
3
）

の
う

ち
、

該
当

す
る

タ
グ

を
記

述
す

る
。

(
注

1
4
)
【

実
施

例
】

の
よ

う
に

、
項

番
が

振
ら

れ
て

い
な

い
場

合
は

設
定

し
な

い
。

(
注

1
5
)
<
h
e
a
d
i
n
g
>
は

出
願

人
が

独
自

に
項

目
を

追
加

す
る

場
合

に
使

用
す

る
。

(
注

1
6
)
<
h
e
a
d
i
n
g
>
と

<
p
>
は

１
セ

ッ
ト

で
記

述
す

る
。

(
注

1
7
)
<
j
p
-
o
f
f
i
c
i
a
l
-
g
a
z
e
t
t
e
>
の

属
性

値
が

公
開

特
許

公
報

の
場

合
は

【
特

許
～

】
､
公

開
実

用
新

案
登

録
公

報
の

場
合

は
【

実
用

新
案

～
】

と
な

る
。

(
注

1
8
)
<
h
e
a
d
i
n
g
>
と

<
j
p
:
r
e
f
e
r
e
n
c
e
-
f
i
l
e
>
は

１
セ

ッ
ト

で
記

述
す

る
。

⑧ ３ 1
0
1

④ ４

1
2
3
4

⑥ ６

5
6
7
8
9
0

長
さ

(
ﾊ
ﾞ
ｲ
ﾄ
)

内
容

例

② ２ 0
1

項
目

番
号
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(
注

1
3
)
Ｆ

Ｉ
の

表
示

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

は
次

の
と

お
り

で
あ

る
。

な
お

、
値

の
長

さ
は

可
変

長
で

あ
る

。

⑤
⑦

⑨
⑪

１
１

１
２

△
/

△
Ａ

(
注

)
”

△
”

は
半

角
ス

ペ
ー

ス
を

示
す

①
デ

リ
ミ

タ
：

ス
ペ

ー
ス

を
記

述
す

る
。

②
セ

ク
シ

ョ
ン

：
”

０
”

、
”

Ａ
”

～
”

Ｚ
”

、
ま

た
は

ス
ペ

ー
ス

を
全

角
で

記
述

す
る

。

③
ク

ラ
ス

：
”

０
０

”
～

”
９

９
”

、
ま

た
は

ス
ペ

ー
ス

を
全

角
で

記
述

す
る

。

④
サ

ブ
ク

ラ
ス

：
”

０
”

、
”

Ａ
”

～
”

Ｚ
”

、
ま

た
は

ス
ペ

ー
ス

を
全

角
で

記
述

す
る

。

⑤
デ

リ
ミ

タ
：

ス
ペ

ー
ス

を
記

述
す

る
。

⑥
メ

イ
ン

グ
ル

ー
プ

：
”

0
”

～
”

9
9
9
9
”

、
ま

た
は

ス
ペ

ー
ス

を
記

述
す

る
。

⑦
セ

パ
レ

ー
タ

：
”

/
”

、
”

:
”

、
ま

た
は

ス
ペ

ー
ス

を
記

述
す

る
。

⑧
サ

ブ
グ

ル
ー

プ
：

”
0
0
”

～
”

9
9
9
9
9
9
”

、
ま

た
は

ス
ペ

ー
ス

を
記

述
す

る
。

⑨
デ

リ
ミ

タ
：

ス
ペ

ー
ス

を
記

述
す

る
。

⑩
識

別
記

号
：

”
０

０
０

”
～

”
９

９
９

”
、

”
Ａ

Ａ
Ａ

”
～

”
Ｚ

Ｚ
Ｚ

”
、

ま
た

は
ス

ペ
ー

ス
を

全
角

で
記

述
す

る
。

⑪
分

冊
識

別
記

号
：

”
Ａ

”
～

”
Ｚ

”
、

ま
た

は
ス

ペ
ー

ス
を

全
角

で
記

述
す

る
。

Ｆ
Ｉ

の
編

集
例

を
次

に
示

す
。

N
o 1
 
G
0
1
B
1
2
3
/
4
5
6
7
8

 
－

 
 
 
Ｇ

０
１

Ｂ
 
 
1
2
3
/
4
5
6
7
8

2
 
G
0
1
B
2
3
/
4
5
6
 
A

 
－

 
 
 
Ｇ

０
１

Ｂ
 
 
1
2
3
/
4
5
6
7
8
 
 

Ａ

3
 
G
0
1
B
2
3
/
0
0
 
1
0
1
A

 
－

 
 
 
Ｇ

０
１

Ｂ
 
 
 
2
3
/
0
0
 
 
 
 
 
１

０
１

Ａ

4
 
G
0
1
B
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  No.107  文献を特定するための番号を次のフォーマットで記録する。 

      《公開公報・公表公報・公告（訂正公報）の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤  

 

  (注)“△”はスペースを示す。 

 

 

長 さ         ２ ２ ４ ６ ５ 

内 容 例         ＪＰ Ａ△ ２０１９ ０００００１  

  ① 発行国： “ＪＰ”を記録する。 

② 公報種別： 公報種別を示すディレクトリ名を左詰めで記録する。空き領域には 

                スペースを記録する。 

             『第Ⅰ編 表4－2 公報種別とディレクトリ名との対応』を参照。 

③  西暦年：  西暦年を４桁で記録する。（文献番号の上４桁に基づく） 

④      ④ ６桁の番号：文献番号の下６桁を記録する。 

     ⑤ デリミタ： (００)１６を５つ分記録する。 

    ①～⑤とも１バイトコードとする。 

      《再公表の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥  

 

  (注)“△”はスペースを示す。 

 

 

長 さ         ２ ２ ２ ４ ６ ３ 

内 容 例         ＪＰ Ｓ△ ＷＯ ２０１９ ０００００１  

  ① 発行国： “ＪＰ”を記録する。 

② 公報種別： 公報種別を示すディレクトリ名を左詰めで記録する。空き領域には 

スペースを記録する。 

             『第Ⅰ編 表4－2 公報種別とディレクトリ名との対応』を参照。 

     ③ 再公表： “ＷＯ”を記録する。 

     ④ 西暦年：  西暦年を４桁で記録する。（国際公開番号の上４桁に基づく） 

     ⑤ ６桁の番号：国際公開番号の下６桁を記録する。 

     ⑥ デリミタ： (００)１６を３つ分記録する。 

    ①～⑥とも１バイトコードとする。 

      《登録実用公報・特許公報の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ 

長 さ         ２ ２ ８ ４ ３ 

内 容 例         ＪＰ Ｂ９ ０２５００００１ ２０１９  

     ① 発行国： “ＪＰ”を記録する。 

② 公報種別： 公報種別を示すディレクトリ名を左詰めで記録する。 

             『第Ⅰ編 表4－2 公報種別とディレクトリ名との対応』を参照。 

     ③ 特許(実用新案登録)番号： 特許番号または実用新案登録番号を記録する。 

     ④ 西暦年：  西暦年４桁を記録する。（文献の発行年に基づく） 

     ⑤ デリミタ： (００)１６を記録する。 

    ①～⑤とも１バイトコードとする。 

  No.108  ＸＭＬファイル中のタグ <img id=”999999” …>のＩＤの値“999999”(9は数値)を 

左詰めで記録する。ＩＤの値の最後に(００)１６を付加する。 

  No.109  Ｘ方向の解像度を記録する。例）２００ｄｐｉの場合は２００を、４００ｄｐｉの場合は 

    ４００を記録する。 

  No.111  Ｙ方向の解像度を記録する。No.109と同じ値を記録する。 
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(5) 公開特許公報(gat-a.dtd) 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<!--****************************************--> 

<!--DTD Version:V4.7-01-01,DATE 2020.01.01  --> 

<!--****************************************--> 

<!ENTITY % gat-a-com SYSTEM "gat-a-com.dtd"> 

%gat-a-com; 

 

<!ELEMENT jp-official-gazette ( 

  bibliographic-data, 

  jp:image-of-bibliographic-data, 

  jp:image-of-chosen-drawing?, 

  jp:abstract-correction?, 

  description, 

  claims, 

  abstract?, 

  drawings?, 

  jp:reference-file-article?, 

  jp:written-amendment-group?, 

  jp:overflow?, 

  jp:foreign-language-body?) > 

<!ATTLIST jp-official-gazette kind-of-jp   (A | U) #REQUIRED 

                              kind-of-st16 (A | U) #REQUIRED 

                              lang         CDATA   #REQUIRED 

                              dtd-version  CDATA   #IMPLIED 

                              file         CDATA   #IMPLIED 

                              status       CDATA   #IMPLIED 

                              id           ID      #IMPLIED 

                              country      CDATA   #REQUIRED 

                              xmlns:jp     CDATA   #FIXED    "http://www.jpo.go.jp" >
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(6) 公開特許公報共通（gat-a-com.dtd） 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<!--****************************************--> 

<!--DTD Version:V4.7-01-01,DATE 2020.01.01  --> 

<!--****************************************--> 

<!ENTITY % in-application-body "(description | claims | abstract | drawings | p | claim | fi

gure | jp:reference-file-article | invention-title)" > 

 

<!ENTITY % in-bibliog "jp:amendment-group" > 

 

<!ELEMENT bibliographic-data ( 

  publication-reference, 

  application-reference, 

  invention-title, 

  parties, 

  priority-claims?, 

  dates-of-public-availability?, 

  classification-ipc, 

  classification-national?, 

  number-of-claims?, 

  figure-to-publish?, 

  related-documents?, 

  jp:request-for-examination, 

  jp:filing-form?, 

  jp:application-in-foreign-language?, 

  jp:request-open-application?, 

  jp:total-pages, 

  jp:article-of-lack-of-novelty?, 

  jp:filing-by-reference?, 

  jp:article-of-public-order-and-morality?, 

  jp:article-of-industrial-revitalizing-law?, 

  jp:external-file-info?, 

  jp:theme-code-info?, 

  jp:f-term-info?) > 

<!ATTLIST bibliographic-data id      CDATA #IMPLIED 

                             lang    CDATA #IMPLIED 

                             status  CDATA #IMPLIED 

                             country CDATA #IMPLIED > 

 

<!ELEMENT publication-reference (document-id) > 

 

<!ELEMENT application-reference (document-id) > 

 

<!ELEMENT parties (jp:applicants-agents-article,inventors) > 

 

<!ELEMENT jp:applicants-agents-article (jp:applicants-agents+) > 

 

<!ELEMENT jp:applicants-agents (applicant+,agent*) > 

<!ATTLIST jp:applicants-agents sequence CDATA #REQUIRED > 
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                                 本仕様書の適用範囲 

 

 本仕様書は、２０２０年１月からインターネットを利用し発行する公開公報、登録実用新案公報、

公表公報、再公表、特許公報の仕様、及びインターネットを利用し発行した後にＤＶＤ－ＲＯＭに

収録し発行する公開公報情報、登録実用新案公報情報、公表公報情報、再公表情報、特許公報情報

に係る長大データ（注１）の仕様について規定したものである。 

 なお、本仕様書は、長大データそのものの仕様を定めるものであって、長大データを利用するた

めのハードウェアやソフトウェア等の仕様を規定するものではない。 

 

（注１）長大データとは、１件の公報において遺伝子関連出願の配列表等のデータが長大なものに 

ついて、当該部分のデータを別に収録したものである。 

 

１．適用範囲 

(1) 物理フォーマット 

(2) 論理フォーマット 

(3) ディレクトリ／ファイルの構成 

(4) ファイル形式 

(5) 文字コード 

(6) 長大データの記録形式 

(7) 長大データを管理するためのデータ、又は利用する際に必要なデータの記録方式 

 

２．適用時期 

 本仕様書は、２０２０年１月以降に発行する公開公報、登録実用新案公報、公表公報、再公表、

特許公報に係る長大データに適用される。 

 

３．引用規格 

 本仕様で引用した規格は、以下の通りである。 

・JIS X 0201-1976 ７ビット及び８ビットの情報交換用符号化文字集合 

・JIS X 0208-1997 ７ビット及び８ビットの２バイト情報交換用符号化漢字集合 

・JIS X 0606-1998 情報交換用ＣＤ－ＲＯＭのボリューム及びファイル構造 

・JIS X 0609-1998 情報交換用非逐次記録高密度光ディスクのボリューム構造及びファイル構造 

・JIS X 6241-1997  120mmＤＶＤ－再生専用ディスク(ISO/IEC 16448) 

・TR  X 0006-1998  ＤＶＤ－再生専用ディスクのボリューム構造及びファイル構造 

・TR  X 0008-1999  ＸＭＬ１．０ 

 

４．表記について 

(1) １６進表記 

 １６進表記法による数は、１６進数字を（ ）１６で囲って表す。 

(2) 用語について 

   本仕様書で使用する用語を以下に示す。 

・「公報」…インターネットを利用し発行する公報 
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  (注1) ボリューム識別子は次のフォーマットで記録する。 

項目番号 ① ② ③ ④ 
 

 長 さ         ２ ２ ４ ３ 

内 容 例         ＪＰ ＧＳ ２０１９ ９９９ 

    ① 特許庁の識別：“ＪＰ”を記録する。 

    ② 公報・公報情報種別の識別： 

《公開公報・公表公報・再公表の場合》      “ＧＳ”を記録する。 

《特許公報の場合》                 “ＨＳ”を記録する。 

        《登録実用新案公報の場合》           “ＵＳ”を記録する。 

 

    ③ 西暦年：     西暦年を４桁で記録する。 

④ 年間の一連番号： 発行する媒体ごとに年間の一連番号を００１から始まる３桁で

記録する。（公報情報（公開公報、登録実用新案公報、公表公

報、再公表、特許公報）は、インターネットを利用し発行する

公開公報、登録実用新案公報、公表公報、再公表、特許公報の

値を記録する。） 
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２．２ 公報                             
(1) インターネットからダウンロード可能な公報のファイルは２種類存在する。 

(2) ２種類のファイルは、Ｚｉｐ形式(注1)及びＴａｒ形式(注2)でアーカイブする（２種類のファイル

はアーカイブ形式が異なるのみで内容については同一）。 

(3) ファイル名は、次のフォーマットで記録する。 

 

項目番号 ① ② ③ ④ 

長さ ２ ２ ４ ３ 

内容例 ＪＰ ＵＳ ２０１９ ９９９ 

 

項目番号 ⑤ ⑥ 

長さ １ ３ 

内容例 ． ＺＩＰ 

 

① 特許庁の識別：“ＪＰ”を記録する。 

② 公報種別の識別： 

≪公開公報・公表公報・再公表の場合≫  “ＧＳ”を記録する。 

≪特許公報の場合≫           “ＨＳ”を記録する。 

≪登録実用新案公報の場合≫       “ＵＳ”を記録する。 

 

③ 西暦年：西暦年を４桁で記録する。 

④ 年間の一連番号：年間の一連番号を００１から始まる３桁で記録する。 

⑤ ピリオド“．”を記録する。 

⑥ 拡張子： 

≪アーカイブ形式がＺｉｐの場合≫ “ＺＩＰ” 

≪アーカイブ形式がＴａｒの場合≫ “ＴＡＲ” 

 

(4) アーカイブされたファイルには、公報を構成するファイル及びディレクトリの情報が含まれている。 

(5) アーカイブされたファイルを展開すると『３．ファイル構成』で説明している構成になる。 

(6) アーカイブされたファイルに含まれるファイルのファイル名、ディレクトリ名は、「公報情報」の

ファイル名、ディレクトリ名の基準に準ずる。 
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(注1)  Ｚｉｐ形式は、パーソナルコンピュータを含むコンピュータで広く普及しているアーカイブ形

式の一つ。 

(注2)  Ｔａｒ形式（Tape Archival and Retrieval format）は、ＵＮＩＸ系ＯＳで広く普及している

アーカイブ形式の一つ。 

 

例１  公報種別の識別が登録実用新案公報の場合のファイル名 

≪アーカイブ形式がＺｉｐの場合≫  JPUS2019999.ZIP 

≪アーカイブ形式がＴａｒの場合≫ JPUS2019999.TAR 

 

例２  公報種別の識別が特許公報の場合のファイル名 

≪アーカイブ形式がＺｉｐの場合≫  JPHS2019999.ZIP 

≪アーカイブ形式がＴａｒの場合≫ JPHS2019999.TAR 
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１. 著作権ファイル 

 (1) 内容 

   著作権を記録する。 

 

 (2) ファイルフォーマット 

   テキストファイル形式とする。フォーマットを表1－1に、各項目の説明を以下に示す。 

  文字コードは１バイトコードを使用する。 

  No.1 著作権 

    文字列“Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ△（Ｃ）△ＪＰＯ△”を記録する。 
 

    （注）“△”はスペースを示す。 
 

  No.2 発行年 

    公報の発行年を４桁の西暦で記録する。 

 

表1－1 著作権ファイルのフォーマット 

No 意       味 
長さ 

(ﾊﾞｲﾄ) 

ﾃﾞｰﾀ 

ﾀｲﾌﾟ 
内  容  例 

１  著作権 18 文字  Copyright (C) JPO 

２  発行年 ４ 文字  2019 
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２. 文献情報ファイル 

 (1) 内容 

   文献情報ファイルには以下の項目を記録する。 

  ①本体公報の公報ボリューム番号 

  ②長大データの公報ボリューム番号 

  ③関連する長大データの公報ボリューム番号 

  ④公報発行日 

  ⑤文献番号 

  ⑥出願番号 

 

 (2) ファイルフォーマット 

    制御文字ＣＲ・ＬＦをレコードデリミタとするテキストファイル形式とする。第１レコード 

   には本体公報の公報ボリューム番号、第２レコードには長大データの公報ボリューム番号、第 

３レコードには関連する長大データの公報ボリューム番号、第４レコードには公報発行日、第 

５レコードには文献番号、第６レコードには出願番号を記録する。 

レコード情報がない場合、レコードデリミタ（ＣＲ・ＬＦ）を記録する。 

 

  第１レコード 本体公報の公報ボリューム番号 

公報を一意に識別するボリューム番号を次のフォーマットで記録する。 

 

項目番号 ① ② ③ ④ 

 

 

⑤ ⑥ 
 

 長 さ         2 2 2 6 

 

 

1 3 

内 容 例         登 令 01 (2019) 

 

 

－ 999 

① 公報・公報情報種別： 

《公開公報・公表公報・再公表の場合》           “未”を記録する。 

 《特許公報の場合》                 “登”を記録する。 

  《登録実用新案公報の場合》               “実”を記録する。 

 

②元号：       元号の先頭１文字を記録する。 

③和暦年：      和暦年を２桁で記録する。 

④西暦年：      西暦年を４桁で、括弧で括って記録する。 

⑤デリミタ：     ハイフン“－”を記録する。 

⑥年間の一連番号：  発行する媒体ごとに年間の一連番号を００１から始まる３桁で記録する。 

（公報情報（公開公報、登録実用新案公報、公表公報、再公表、特許公

報）は、インターネットを利用し発行する公開公報、登録実用新案公報、

公表公報、再公表、特許公報の値を記録する。） 

① 、②は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 
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  第２レコード 長大データの公報ボリューム番号 

公報を一意で識別するボリューム番号を次のフォーマットで記録する。 

項目番号 ① ② ③ ④ 

 

 

⑤ ⑥ 
 

 長 さ         2 2 2 6 

 

 

1 3 

内 容 例         GS 令 01 (2019) 

 

 

－ 002 

① 公報・公報情報種別： 

《公開公報・公表公報・再公表の場合》           “GS”を記録する。 

 《特許公報の場合》                 “HS”を記録する。 

  《登録実用新案公報の場合》                “US”を記録する。 

②元号：       元号の先頭１文字を記録する。 

③和暦年：      和暦年を２桁で記録する。 

④西暦年：      西暦年を４桁で、括弧で括って記録する。 

⑤デリミタ：     ハイフン“－”を記録する。 

⑥年間の一連番号：  発行する媒体ごとに年間の一連番号を００１から始まる３桁で記録する。 

（公報情報（公開公報、登録実用新案公報、公表公報、再公表、特許公

報）は、インターネットを利用し発行する公開公報、登録実用新案公報、

公表公報、再公表、特許公報の値を記録する。） 

②は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 

 

  第３レコード 関連する長大データの公報ボリューム番号 

 公報１件分の長大データが複数枚の公報に分かれる場合、第２レコード以外の 

長大データの公報ボリューム番号を記録する。 

 公報ボリューム番号を次のフォーマットで記録する。なお、複数の別盤が存在 

する場合、カンマ“，”の後に続けて①～⑥を繰返し記録する。 

 

項目番号 ① ② ③ ④ 

 

 

⑤ ⑥ 

長 さ         2 2 2 6 

 

 

1 3 

内 容 例         GS 令 01 (2019) 

 

 

－ 003 

① 公報・公報情報種別： 

《公開公報・公表公報・再公表の場合》      “GS”を記録する。 

 《特許公報の場合》                “HS”を記録する。 

 《登録実用新案公報の場合》            “US”を記録する。 

②元号：       元号の先頭１文字を記録する。 

③和暦年：      和暦年を２桁で記録する。 

④西暦年：      西暦年を４桁で、括弧で括って記録する。 

⑤デリミタ：     ハイフン“－”を記録する。 

⑥年間の一連番号：  発行する媒体ごとに年間の一連番号を００１から始まる３桁で記録する。 

（公報情報（公開公報、登録実用新案公報、公表公報、再公表、特許公

報）は、インターネットを利用し発行する公開公報、登録実用新案公報、

公表公報、再公表、特許公報の値を記録する。） 

②は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 
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  第４レコード 公報発行日 

公報発行日を次のフォーマットで記録する。 

 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩  ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ 
 

 長 さ         4 2 2 2 2 2 2 1 4 1  2 1 2 1 

内 容 例         令和 01 年 05 月 12 日 ( 2019 .  05 . 12 ) 

①元号：      元号を記録する。 

②和暦年：     和暦年を２桁で記録する。 

③、⑤、⑦年月日： それぞれ年、月、日を記録する。 

④、⑪月：     月を記録する。 

⑥、⑬日：     日を記録する。 

⑧、⑭カッコ：   それぞれ“（” 、“ ）”を記録する。 

⑨西暦年：     西暦年を４桁で記録する。 

⑩、⑫ピリオド：  “．”を記録する。 

① 、③、⑤、⑦は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。
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②   第５レコード 文献番号 

    文献番号を次のフォーマットで記録する。 

 

  《公開特許公報の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨  ⑩ ⑪ 
 

 長 さ         4 4 1 6 1 1 4 1 6  1 1 

内 容 例         特開 2019 － 123456 ( P 2019 － 123456  A ) 

①公報種別：   “特開”を記録する。 

②、⑦西暦年：  西暦年を４桁で記録する。 

③、⑧デリミタ： ハイフン“－”を記録する。 

④、⑨一連番号： 年間の一連番号を記録する。 

⑤、⑪カッコ：  それぞれ“（” 、“）”を記録する。 

⑥四法種別記号： “Ｐ”を記録する。 

⑩文献種別記号： “Ａ”を記録する。 

①は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 

 

  《登録実用新案公報の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 
 

 長 さ         12 2 7 2 1 1 7 1 

内 容 例         実用新案登録 第 9999999 号 ( U 9999999 ) 

①公報種別：   “実用新案登録”を記録する。 

②第：      “第”を記録する。 

③、⑦登録番号： 登録番号を記録する。 

④号：      “号”を記録する。 

⑤、⑧カッコ：  それぞれ“（” 、“）”を記録する。 

⑥四法種別記号： “Ｕ”を記録する。 

①、②、④は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 

 

  《公表特許公報の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 
 

 長 さ         4 4 1 6 1 1 4 1 6 1 1 

内 容 例         特表 2019 － 523456 ( P 2019 － 523456 A ) 

①公報種別：   “特表”を記録する。 

②、⑦西暦年：  西暦年を４桁で記録する。 

③、⑧デリミタ： ハイフン“－”を記録する。 

④、⑨一連番号： 年間の一連番号を記録する。 

⑤、⑪カッコ：  それぞれ“（” 、“）”を記録する。 

⑥四法種別記号： “Ｐ”を記録する。 

⑩文献種別記号： “Ａ”を記録する。 

①は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 
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  《再公表特許の場合》 

項目番号 ① ②   ④ 
 

 長 さ         4 4 1 6 

内 容 例         ＷＯ 2019 ／ 052345 

① 公報種別： “ＷＯ”を記録する。 

② ②西暦年：  西暦年を４桁で記録する。 

③デリミタ： “／”を記録する。 

④一連番号： 年間の一連番号を記録する。 

①は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 

 

  《特許公報の場合》 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 
 

 長 さ         4 2 7 2 1 1 7 1 

内 容 例         特許 第 9999999 号 ( P 9999999 ) 

①公報種別：   “特許”を記録する。 

②第：      “第”を記録する。 

③、⑦登録番号： 登録番号を記録する。 

④号：      “号”を記録する。 

⑤、⑧カッコ：  それぞれ“（” 、“）”を記録する。 

⑥四法種別記号： “Ｐ”を記録する。 

① 、②、④は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 
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  第６レコード 出願番号 

    公報の出願番号を次のフォーマットで記録する。 

項目番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 
 

 長 さ         4 4 1 6 1 1 4 1 6 1 

内 容 例         特願 2019 － 123456 ( P 2019 － 123456 ) 

①公報種別：  “特願”（“実願”）を記録する。 

②、⑦西暦年：  西暦年を４桁で記録する。 

③、⑧デリミタ： ハイフン“－”を記録する。 

④、⑨一連番号： 年間の一連番号を記録する。 

⑤、⑩カッコ：  それぞれ“（” 、“）”を記録する。 

⑥四法種別記号： “Ｐ”または“Ｕ”を記録する。 

 ①は２バイトコード、その他は１バイトコードとする。 

 

 

表2－1 文献情報ファイルの例（公開特許公報） 

（公報１件分の長大データが１枚の公報に収録される場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2－2 文献情報ファイルの例（公開特許公報） 

（公報１件分の長大データが３枚の公報に収録される場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 未令01(2019)-999 CRLF 

 GS令01(2019)-002 CRLF 

 CRLF 

 令和01年05月12日(2019.05.12) CRLF 

 特開2019-123456(P2019-123456A) CRLF 

 特願2019-123456(P2019-123456) CRLF 

 

 未令01(2019)-999 CRLF 

 GS令01(2019)-002 CRLF 

 GS令01(2019)-001,GS令01(2019)-003 CRLF 

 令和01年05月12日(2019.05.12) CRLF 

 特開2019-123456(P2019-123456A) CRLF 

 特願2019-123456(P2019-123456) CRLF 
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例４－１ 公開特許公報【標準レイアウト】 

 

JP  2019-123456  A  2019.5.19 

 

(19)日本国特許庁(JP)     (12)公 開 特 許 公 報(A)              (11)特許出願公開番号 

                                               特開2019-123456 
(P2019-123456A) 

(43)公開日 令和1年5月19日(2019.5.19) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）    

   Ｇ０１Ｂ   3/00      (2005.01)          Ｇ０１Ｂ    3/00                 ２Ｅ１１０ 

   Ｇ０２Ｃ  26/00      (2005.01)         Ｇ０２Ｃ   26/00                     ３Ｂ００５ 

   Ｇ０２Ｃ  23/02      (2006.03)              

                                            

                                         

                     審査請求 未請求  請求項の数 2  ＯＬ  公開請求  （全 3 頁）  

(21)出願番号  特願2017-123456(P2017-123456) 

(22)出願日   平成29年11月12日(2017.11.12) 

 

公開公報長大データ 

０１（２０１９）－００１（００００１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(71)出願人  090000423 

            日本特許発明株式会社 

            東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(74)代理人  123456789 

弁理士 代理 太郎 

(72)発明者 発明 太郎 

             神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

                    

Ｆターム（参考） 2E110 AA26  AA57  AB04  AB22  AB23 

                         BA03  BA12  BB03  BB22  EA09 

                         GA03W GA32W GA33X GB42W GB54W 

3B005 EA06  EB01  EB05  EB09  FA03 

                         FB23  FC09X FC09Z GA02  GA04 

(54)【発明の名称】アミノ酸トランスポータ  

 

(57)【要約】    （修正有） 

【課題】プロスタグランジン輸送活性を有する、ヒト由来の新規蛋白質を提供する。  

【解決手段】ヒト脳由来のｃＤＮＡライブラリーからのクローニングによって得られる新  

規蛋白質ＰＧＴＨとそれをコードする遺伝子ｐｇｔｈを得る。遺伝子ｐｇｔｈならびに新  

規蛋白質ＰＧＴＨは、医薬又は医薬の開発に用いることができる。   
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(2)            JP  2019-123456  A  2019.5.19 

 

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

以 下 の （ ａ ） ま た は （ ｂ ） の 蛋 白 質 ； （ ａ ） 配 列 番 号 ： １ に 記 載 の ア ミ ノ 酸 配 列 か ら な る

蛋 白 質 ； （ ｂ ） 配 列 番 号 ： １ の ア ミ ノ 酸 配 列 に お い て １ も し く は 数 個 の ア ミ ノ 酸 が 欠 失 、

置 換 も し く は 付 加 さ れ た ア ミ ノ 酸 配 列 か ら な り 、 か つ プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン 輸 送 活 性 を 有 す

る 蛋白質 。  

【 請求項 ２】  

以 下 の （ ａ ） ま た は （ ｂ ） の Ｄ Ｎ Ａ （ ａ ） 配 列 番 号 ： ２ に 記 載 の 塩 基 配 列 か ら な る Ｄ Ｎ Ａ

（ ｂ ） 配 列 番 号 ： ２ の Ｄ Ｎ Ａ と ス ト リ ン ジ ェ ン ト な 条 件 で ハ イ ブ リ ダ イ ズ し 、 か つ プ ロ ス

タ グラン ジン輸 送活性を 有する 蛋白質 をコード するＤ ＮＡ。  

【 発明の 詳細な 説明】  

【 技術分 野】  

【 ０００ １】  

本 発 明 は 、 プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン 輸 送 活 性 を 有 す る 、 ヒ ト 脳 由 来 の 新 規 蛋 白 質 Ｐ Ｇ Ｔ Ｈ と 、

該 蛋白質 をコー ドする遺 伝子ｐ ｇｔｈ に関する もので ある。  

【 背景技 術】  

【 ０００ ２】  

プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン と は 、 プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン Ｅ 、 プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン Ｄ 、 プ ロ ス タ グ ラ

ン ジ ン Ｆ 、 プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン Ｉ 、 プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン Ｊ 等 の 一 連 の 生 理 活 性 脂 質 の 総 称

で あ る 。 プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン は 、 特 異 的 細 胞 膜 受 容 体 、 或 い は 核 内 受 容 体 を 介 し て 、 血 流

量 調 節 、 睡 眠 、 胃 粘 膜 保 護 作 用 、 血 栓 形 成 、 妊 娠 と い っ た 生 理 的 機 能 の 調 節 や 炎 症 、 動 脈

硬 化、糖 尿病の 病態亢進 に深く 関連す る、生体 内の生 理活性 物質であ る。  

【 ０００ ３】  

プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン は 、 様 々 な 生 理 的 刺 激 に 応 答 し て 、 細 胞 膜 か ら ホ ス ホ リ パ ー ゼ Ａ ２ に

よ り 切 り 出 さ れ た ア ラ キ ド ン 酸 等 の エ イ コ サ ポ リ エ ン 酸 が 、 シ ク ロ オ キ シ ゲ ナ ー ゼ な ら び

に 各 種 の プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン 合 成 酵 素 に よ り 変 換 さ れ る こ と で 細 胞 内 で 産 生 さ れ 、 細 胞 外

に 遊 離 し た 後 に 、 オ ー ト ク リ ン や パ ラ ク リ ン に 作 用 す る 。 一 方 、 遊 離 し た プ ロ ス タ グ ラ ン

ジ ンは、 血流を 循環後、 特定の 細胞に 取り込ま れ、代 謝分解 を受けて 消失す る。  

【 ０００ ４】  

プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン は 微 量 で 強 い 生 理 活 性 を 示 す こ と か ら 、 こ れ ら の 産 生 は 、 生 産 系 酵 素

な らびに 代謝系 酵素の活 性制御 により 厳密に制 御され ている 。  

【 発明の 開示】  

【 発明が 解決し ようとす る課題 】  

【 ０００ ５】   

し か し な が ら 、 プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン は 単 独 で 細 胞 膜 の 脂 質 ２ 重 層 を 通 過 す る こ と が 出 来 な

い こ と が 報 告 さ れ て い る 。 そ の た め 、 プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン 輸 送 機 構 と し て 、 細 胞 内 で 産 生

さ れ た プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン が 細 胞 外 に 遊 離 す る 過 程 、 血 流 を 循 環 し た 後 に 特 定 の 細 胞 に 取

り 込まれ る過程 に、特別 な蛋白 質の介 在が想定 されて いる。   

【 ０００ ６】  

こ の 輸 送 機 構 を 担 う 蛋 白 質 と し て プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン ト ラ ン ス ポ ー タ ー （ 以 下 ｈ Ｐ Ｇ Ｔ と

す る ： human Prostaglandin Transporter ） が 報 告 さ れ て い る も の の 、 全 て の プ ロ ス タ グ

ラ ン ジ ン 輸 送 を 、 担 う 蛋 白 質 で は な く 、 不 明 な 点 が 多 い 。 そ の た め 、 こ の 輸 送 機 構 に 関 わ

る ｈ Ｐ Ｇ Ｔ 以 外 の 生 体 分 子 を 、 明 ら か に す る こ と に よ り 、 か か る 生 体 分 子 を 直 接 的 に 医 薬

と し て 使 用 し 、 又 は 間 接 的 に 医 薬 化 合 物 の 探 索 に 供 す る こ と が 可 能 と な る と 推 察 さ れ る 。

本 発 明 の 目 的 は 、 こ の 様 な 分 子 を 同 定 し 、 医 薬 等 ま た は 医 薬 等 の 開 発 に 利 用 す る こ と に あ

る 。   

【 課題を 解決す るための 手段】  

【 ０００ ７】  
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(3)            JP  2019-123456  A  2019.5.19 

 

本 発 明 者 ら は 、 ヒ ト 脳 で 発 現 し て い る 遺 伝 子 の 中 か ら 、 所 望 の 蛋 白 質 を 把 握 す る べ く 鋭 意

研 究 の 結 果 、 新 規 蛋 白 質 Ｐ Ｇ Ｔ Ｈ （ Prostaglandin Transporter Homolog)の 存 在 と そ れ を

コ ードす る遺伝 子ｐｇｔ ｈの単 離に成 功し、本 発明を 完成し た。   

【 ０００ ８】  

即 ち 、 本 発 明 は 、 （ ａ ） 配 列 番 号 ： １ に 記 載 の ア ミ ノ 酸 配 列 か ら な る 蛋 白 質 、 ま た は

（ ｂ ） 配 列 番 号 ： １ の ア ミ ノ 酸 配 列 に お い て １ も し く は 数 個 の ア ミ ノ 酸 が 欠 失 、 置 換 も し

く は 付 加 さ れ た ア ミ ノ 酸 配 列 か ら な り 、 か つ プ ロ ス タ グ ラ ン ジ ン 輸 送 活 性 を 有 す る 蛋 白 質

に 関する もので ある。   

【 ０００ ９】  

さ ら に 本 発 明 は 、 （ ｃ ） 配 列 番 号 ： ２ に 記 載 の Ｄ Ｎ Ａ か ら な る 遺 伝 子 、 ま た は 、 （ ｄ ） 配

列 番 号 ： ２ の Ｄ Ｎ Ａ と ス ト リ ン ジ ェ ン ト な 条 件 で ハ イ ブ リ ダ イ ズ し 、 か つ プ ロ ス タ グ ラ ン

ジ ン輸送 活性を 有する蛋 白質を コード するＤＮ Ａに関 するも のである 。   

【 配列表 】   

配 列表は 公開公 報長大デ ータ「 ０１（ ２０１９ ）－０ ０１（ ００００ １）」 を参照   
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４．２【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

本体公報のＸＳＬファイルを用いた表示例を次に示す。 
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例４－２ 公開特許公報【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】公開特許公報(A) 

(11)【公開番号】特開2019-123456(P2019-123456A) 

(43)【公開日】令和1年5月19日(2019.5.19) 

(54)【発明の名称】アミノ酸トランスポータ  

(51) 【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ   3/00      (2005.01) 
   Ｇ０２Ｃ  26/00      (2005.01) 
   Ｇ０２Ｃ  23/00      (2006.03) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   3/00 

   Ｇ０２Ｃ  26/00 

【審査請求】未請求  

【請求項の数】2 

【出願形態】ＯＬ  

【公開請求】 

【全頁数】3 

(21)【出願番号】特願2017-123456(P2017-123456) 

(22)【出願日】平成29年11月12日(2017.11.12) 

【公開公報長大データ】  

０１（２０１９）－００１（００００１） 

(71)【出願人】 

【識別番号】090000423 

【氏名又は名称】日本特許発明株式会社  

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町４丁目５番６号  

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎  

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎  

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地  

【テーマコード（参考）】 

２Ｅ１１０  

３Ｂ００５ 

【Ｆターム（参考）】 

2E110AA26 

2E110AA57 

2E110AB04 

2E110AB22 

2E110AB23 

2E110BA03 

2E110BA12 

2E110BB03 

2E110BB22 

2E110EA09 

2E110GA03W 

2E110GA32W 

2E110GA33X 

2E110GB42W 

2E110GB54W 

3B005EA06 

3B005EB01 

3B005EB05 

3B005EB09 

3B005FA03 

3B005FB23 

3B005FC09X 

3B005FC09Z 

3B005GA02 
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3B005GA04  

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】プロスタグランジン輸送活性を有する、ヒト由来の新規蛋白質を提供する。 

【解決手段】ヒト脳由来のｃＤＮＡライブラリーからのクローニングによって得られる新規蛋白質ＰＧＴＨとそれをコード

する遺伝子ｐｇｔｈを得る。遺伝子ｐｇｔｈならびに新規蛋白質ＰＧＴＨは、医薬又は医薬の開発に用いることができる。

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

以下の（ａ）または（ｂ）の蛋白質；（ａ）配列番号：１に記載のアミノ酸配列からなる蛋白質；（ｂ）配列番号：１のア

ミノ酸配列において１もしくは数個のアミノ酸が欠失、置換もしくは付加されたアミノ酸配列からなり、かつプロスタグラ

ンジン輸送活性を有する蛋白質。 

【請求項２】 

以下の（ａ）または（ｂ）のＤＮＡ（ａ）配列番号：２に記載の塩基配列からなるＤＮＡ（ｂ）配列番号：２のＤＮＡとス

トリンジェントな条件でハイブリダイズし、かつプロスタグランジン輸送活性を有する蛋白質をコードするＤＮＡ。  

【発明の詳細な説明】  

【技術分野】 

【０００１】  

本発明は、プロスタグランジン輸送活性を有する、ヒト脳由来の新規蛋白質ＰＧＴＨと、該蛋白質をコードする遺伝子ｐｇ

ｔｈに関するものである。  

【背景技術】 

【０００２】  

プロスタグランジンとは、プロスタグランジンＥ、プロスタグランジンＤ、プロスタグランジンＦ、プロスタグランジンＩ

、プロスタグランジンＪ等の一連の生理活性脂質の総称である。プロスタグランジンは、特異的細胞膜受容体、或いは核内

受容体を介して、血流量調節、睡眠、胃粘膜保護作用、血栓形成、妊娠といった生理的機能の調節や炎症、動脈硬化、糖尿

病の病態亢進に深く関連する、生体内の生理活性物質である。  

【０００３】 

プロスタグランジンは、様々な生理的刺激に応答して、細胞膜からホスホリパーゼＡ２により切り出されたアラキドン酸等

のエイコサポリエン酸が、シクロオキシゲナーゼならびに各種のプロスタグランジン合成酵素により変換されることで細胞

内で産生され、細胞外に遊離した後に、オートクリンやパラクリンに作用する。一方、遊離したプロスタグランジンは、血

流を循環後、特定の細胞に取り込まれ、代謝分解を受けて消失する。  

【０００４】 

プロスタグランジンは微量で強い生理活性を示すことから、これらの産生は、生産系酵素ならびに代謝系酵素の活性制御に

より厳密に制御されている。  

【発明の開示】 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００５】  

しかしながら、プロスタグランジンは単独で細胞膜の脂質２重層を通過することが出来ないことが報告されている。そのた

め、プロスタグランジン輸送機構として、細胞内で産生されたプロスタグランジンが細胞外に遊離する過程、血流を循環し

た後に特定の細胞に取り込まれる過程に、特別な蛋白質の介在が想定されている。  

【０００６】 

この輸送機構を担う蛋白質としてプロスタグランジントランスポーター（以下ｈＰＧＴとする：human Prostaglandin 

Transporter ）が報告されているものの、全てのプロスタグランジン輸送を、担う蛋白質ではなく、不明な点が多い。その

ため、この輸送機構に関わるｈＰＧＴ以外の生体分子を、明らかにすることにより、かかる生体分子を直接的に医薬として

使用し、又は間接的に医薬化合物の探索に供することが可能となると推察される。本発明の目的は、この様な分子を同定し

、医薬等または医薬等の開発に利用することにある。  

【課題を解決するための手段】 

【０００７】  

本発明者らは、ヒト脳で発現している遺伝子の中から、所望の蛋白質を把握するべく鋭意研究の結果、新規蛋白質ＰＧＴＨ

（Prostaglandin Transporter Homolog)の存在とそれをコードする遺伝子ｐｇｔｈの単離に成功し、本発明を完成した。  

【０００８】 

即ち、本発明は、（ａ）配列番号：１に記載のアミノ酸配列からなる蛋白質、または（ｂ）配列番号：１のアミノ酸配列に

おいて１もしくは数個のアミノ酸が欠失、置換もしくは付加されたアミノ酸配列からなり、かつプロスタグランジン輸送活

性を有する蛋白質に関するものである。  

【０００９】 

さらに本発明は、（ｃ）配列番号：２に記載のＤＮＡからなる遺伝子、または、（ｄ）配列番号：２のＤＮＡとストリンジ

ェントな条件でハイブリダイズし、かつプロスタグランジン輸送活性を有する蛋白質をコードするＤＮＡに関するものであ

る。  

【配列表】  

配列表は公開公報長大データ「０１（２０１９）－００１（００００１）」を参照  
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４．３【ＸＭＬファイル】 

本体公報のＸＭＬファイル例を次に示す。 
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例４－３ 公開特許公報【ＸＭＬファイル】 

 
<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-a.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PUBLISHED PATENT/UTILITY MODEL APPLICATION 1.0//EN" "..

/../../../../DTD/gat-a.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="A" kind-of-st16="A" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="http:

//www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2019123456</doc-number> 

        <kind>公開特許公報(A)</kind> 

        <date>20190519</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2017123456</doc-number> 

        <date>20171112</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>アミノ酸トランスポータ</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>日本特許発明株式会社</name> 

              <registered-number>090000423</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸４丁目５番６号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant>  

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <classification-ipc>                                                                

      <edition/>                                                                        

      <main-clsf>G01B   3/00        20050105AFI20050105BHJP        </main-clsf>         

      <further-clsf>G02C  26/00        20050105ALI20050105BHJP        </further-clsf>   

      <further-clsf>G02C  23/02        20060313ALI20060313BHJP        </further-clsf>   

    </classification-ipc>                                                               
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    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B3/00</main-clsf> 

      <further-clsf>G02C26/00</further-clsf> 

    </classification-national> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <figure-to-publish> 

      <fig-number>1</fig-number> 

    </figure-to-publish> 

    <jp:request-for-examination true-or-false="false"/> 

    <jp:filing-form>ＯＬ</jp:filing-form> 

    <jp:request-open-application/> 

    <jp:total-pages>3</jp:total-pages> 

    <jp:external-file-info> 

       <jp:external-file>０１（２０１９）－００１（００００１）</jp:external-file> 

    </jp:external-file-info> 

    <jp:theme-code-info> 

      <jp:theme-code>2E110</jp:theme-code> 

      <jp:theme-code>3B005</jp:theme-code> 

    </jp:theme-code-info> 

    <jp:f-term-info> 

      <jp:f-term>2E110AA26</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AA57</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB04</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA12</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110EA09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA03W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA32W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA33X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB42W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB54W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EA06</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB01</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB05</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09Z</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA02</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA04</jp:f-term> 

    </jp:f-term-info> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="150" wi="150" file="2001123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <jp:abstract-correction/> 

  <description> 

    <technical-field> 

      <p num="0001">本発明は、プロスタグランジン輸送活性を有する、ヒト脳由来の新規蛋白質ＰＧＴＨと、該蛋白質

をコードする遺伝子ｐｇｔｈに関するものである。</p> 

    </technical-field> 

    <background-art> 

      <p num="0002">プロスタグランジンとは、プロスタグランジンＥ、プロスタグランジンＤ、プロスタグランジンＦ

、プロスタグランジンＩ、プロスタグランジンＪ等の一連の生理活性脂質の総称である。プロスタグランジンは、特異的

細胞膜受容体、或いは核内受容体を介して、血流量調節、睡眠、胃粘膜保護作用、血栓形成、妊娠といった生理的機能の

調節や炎症、動脈硬化、糖尿病の病態亢進に深く関連する、生体内の生理活性物質である。</p> 
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      <p num="0003">プロスタグランジンは、様々な生理的刺激に応答して、細胞膜からホスホリパーゼＡ２により切り

出されたアラキドン酸等のエイコサポリエン酸が、シクロオキシゲナーゼならびに各種のプロスタグランジン合成酵素に

より変換されることで細胞内で産生され、細胞外に遊離した後に、オートクリンやパラクリンに作用する。一方、遊離し

たプロスタグランジンは、血流を循環後、特定の細胞に取り込まれ、代謝分解を受けて消失する。</p> 

    </background-art> 

      <p num="0004">プロスタグランジンは微量で強い生理活性を示すことから、これらの産生は、生産系酵素ならびに

代謝系酵素の活性制御により厳密に制御されている。</p> 

    <disclosure> 

      <tech-problem> 

        <p num="0005">しかしながら、プロスタグランジンは単独で細胞膜の脂質２重層を通過することが出来ないこと

が報告されている。そのため、プロスタグランジン輸送機構として、細胞内で産生されたプロスタグランジンが細胞外に

遊離する過程、血流を循環した後に特定の細胞に取り込まれる過程に、特別な蛋白質の介在が想定されている。</p> 

        <p num="0006">この輸送機構を担う蛋白質としてプロスタグランジントランスポーター（以下ｈＰＧＴとする：h

uman Prostaglandin Transporter ）が報告されているものの、全てのプロスタグランジン輸送を、担う蛋白質ではなく、

不明な点が多い。そのため、この輸送機構に関わるｈＰＧＴ以外の生体分子を、明らかにすることにより、かかる生体分

子を直接的に医薬として使用し、又は間接的に医薬化合物の探索に供することが可能となると推察される。本発明の目的

は、この様な分子を同定し、医薬等または医薬等の開発に利用することにある。</p> 

      </tech-problem> 

      <tech-solution> 

        <p num="0007">本発明者らは、ヒト脳で発現している遺伝子の中から、所望の蛋白質を把握するべく鋭意研究の

結果、新規蛋白質ＰＧＴＨ（Prostaglandin Transporter Homolog)の存在とそれをコードする遺伝子ｐｇｔｈの単離に成

功し、本発明を完成した。</p> 

        <p num="0008">即ち、本発明は、（ａ）配列番号：１に記載のアミノ酸配列からなる蛋白質、または（ｂ）配列

番号：１のアミノ酸配列において１もしくは数個のアミノ酸が欠失、置換もしくは付加されたアミノ酸配列からなり、か

つプロスタグランジン輸送活性を有する蛋白質に関するものである。</p> 

        <p num="0009">さらに本発明は、（ｃ）配列番号：２に記載のＤＮＡからなる遺伝子、または、（ｄ）配列番号

：２のＤＮＡとストリンジェントな条件でハイブリダイズし、かつプロスタグランジン輸送活性を有する蛋白質をコード

するＤＮＡに関するものである。</p> 

      </tech-solution> 

    </disclosure> 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>以下の（ａ）または（ｂ）の蛋白質；（ａ）配列番号：１に記載のアミノ酸配列からなる蛋白質；（

ｂ）配列番号：１のアミノ酸配列において１もしくは数個のアミノ酸が欠失、置換もしくは付加されたアミノ酸配列から

なり、かつプロスタグランジン輸送活性を有する蛋白質。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>以下の（ａ）または（ｂ）のＤＮＡ（ａ）配列番号：２に記載の塩基配列からなるＤＮＡ（ｂ）配列

番号：２のＤＮＡとストリンジェントな条件でハイブリダイズし、かつプロスタグランジン輸送活性を有する蛋白質をコ

ードするＤＮＡ。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <abstract> 

    <p num="">【課題】プロスタグランジン輸送活性を有する、ヒト由来の新規蛋白質を提供する。<br/> 

【解決手段】ヒト脳由来のｃＤＮＡライブラリーからのクローニングによって得られる新規蛋白質ＰＧＴＨとそれをコー

ドする遺伝子ｐｇｔｈを得る。遺伝子ｐｇｔｈならびに新規蛋白質ＰＧＴＨは、医薬又は医薬の開発に用いることができ

る。</p> 

    </abstract> 

  <jp:reference-file-article> 

    <jp:reference-file-group> 

      <heading>配列表</heading> 

      <jp:reference-file kind="sequence-listing">配列表は公開公報長大データ「０１（２０１９）－００１（０００

０１）」を参照</jp:reference-file> 

    </jp:reference-file-group> 

  </jp:reference-file-article> 

</jp-official-gazette> 
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２ ０ １ ９ 年 ７ 月 発 行                        

日 本 国 特 許 庁                   

〒100-8915 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関                

       三 丁 目 ４ 番 ３ 号               

   電話 （03）3581-1101（代） 

（問い合わせ先  総 務 部 普 及 支 援 課            ） 



 

 

 

 

 

 

 

 公報仕様 

特許、実用新案 

第４．７版 

（第２分冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２０年１月実施 
 

特 許 庁 
 



 

公開特許公報フロントページ・レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）公開特許公報では、①の部分をイメージデータとテキストデータの 2通りの形式で持つ。 

②の部分は未公開(公表)特許公報の後に発行される場合にのみ掲載する。 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 

(19)日本国特許庁(JP)        (12)公 開 特 許 公 報(A)          (11)特許出願公開番号 

特開○○○○-○○○○○○ 
（Ｐ○○○○-○○○○○○Ａ） 

(43)公開日 令和○年○月○日(○.○.○) 

 

(51)Int.Cl.               ＦＩ                                      テーマコード（参考） 

審査請求 未請求 請求項の数 ○○ ＯＬ 外国語出願 公開請求 （全 ○ 頁）最終頁に続く 

(21)出願番号      特願○○･･･ (P○○･･･) 

(22)出願日        令和○年○月○日(○.○.○) 

分割･変更の表示  （原出願番号） 

    原出願日      令和○年○月○日(○.○.○) 

(11)特許番号   特許第○○○○○○○号 

(45)特許公報発行日令和○年○月○日(○.○.○) 

(31)優先権主張番号 

(32)優先日        令和○年○月○日(○.○.○) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

         ○○(XX) 

 

新規性喪失の例外記事 

公序良俗により不掲載とする旨の記事 

国等の委託研究の成果に係る記載事項の記事 

長大データ記事        （25 字×16 行） 

(71)出願人 識別番号 

           氏名（名称） 

           住所（居所） 

(74)代理人 識別番号 

      弁護士 氏名（名称） 

(72)発明者 氏名 

           住所（居所） 

 

Ｆターム（参考） 

 

 

 

 

（25 字×16 行） 

 

 

(54)【発明の名称】                        （52 字×2行） 

(57)【要約】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（25 字×20 行） 

選択図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30mm 

5 行 

① 

20mm 

25mm 

JP ○○○○-○○○○○○ A ○.○.○ 

② 

-11-



 

公開特許公報  本文レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）  JP ○○○○-○○○○○○ A ○.○.○ 

スペース 

  

（40 字×50 行） 
 

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
40 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
50 

-12-



 

公開特許公報  あふれページレイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）  JP ○○○○-○○○○○○ A ○.○.○ 

スペース 

 フロントページの続き               （52 字×50 行） 

 （空行） 
 あふれ部の開始・・・（フロントページからのあふれがある場合） 

 

                                  

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.3mm 

-13-



 

公開実用新案公報フロントページ・レイアウト（ブロック図） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）公開実用新案公報では、①の部分をイメージデータとテキストデータの 2 通りの形式で持つ。 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 25mm 

(19)日本国特許庁(JP)           (12)公開実用新案公報(U)      (11)実用新案出願公開番号 

実開○○○○-○○○○○○ 
（Ｕ○○○○-○○○○○○Ａ） 

(43)公開日 平成○年○月○日(○.○.○) 

 

(51)Int.Cl.               ＦＩ                                      テーマコード（参考） 

審査請求 未請求 請求項の数 ○○ ＯＬ 外国語出願 （全 ○ 頁）最終頁に続く 

(21)出願番号      実願○○･･･ (U○○･･･) 

(22)出願日        平成○年○月○日(○.○.○)  

分割･変更の表示  （原出願番号） 

    原出願日      平成○年○月○日(○.○.○) 

(31)優先権主張番号 

(32)優先日        平成○年○月○日(○.○.○) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

         ○○(XX) 

 

新規性喪失の例外記事 

 

 

 

 

 

 

 

 

(71)出願人 識別番号 

           氏名（名称） 

           住所（居所） 

(74)代理人 識別番号 

           弁理士 氏名（名称） 

(72)考案者 氏名 

           住所（居所） 

 

            

Ｆターム（参考） 

 

 

 

（25 字×16 行） 

 

 

(54)【考案の名称】                        （52 字×2行） 

(57)【要約】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

（25 字×20 行） 

選択図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30mm 

5 行 

① 

20mm 

JP ○○○○-○○○○○○ U ○.○.○ 

-14-



 

公開実用新案公報  本文レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）   JP ○○○○-○○○○○○ U ○.○.○ 

スペース 

  

（40 字×50 行） 
 

 

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
40 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
50 

-15-



 

公開実用新案公報  あふれページレイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）  JP ○○○○-○○○○○○ U ○.○.○ 

スペース 

 フロントページの続き               （52 字×50 行） 

 （空行） 
 あふれ部の開始・・・（フロントページからのあふれがある場合） 

 

                                  

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.3mm 

-16-



 

登録実用新案公報フロントページ・レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）登録実用新案公報では、①の部分をイメージデータとテキストデータの 2 通りの形式で持つ。 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 25mm 

(19)日本国特許庁(JP)             (12)登録実用新案公報(U)         (11)実用新案登録番号 

実用新案登録第○○○○○○○号 
（Ｕ○○○○○○○） 

(45)発行日 令和○年○月○日(○.○.○)                    (24)登録日 令和○年○月○日(○.○.○) 

 

(51)Int.Cl.               ＦＩ  

評価書の請求 未請求 請求項の数 ○○ ＯＬ 外国語出願 （全 ○ 頁）最終頁に続く 

(21)出願番号      実願○○･･･ (U○○･･･) 

(22)出願日        令和○年○月○日(○.○.○) 

分割･変更の表示  （原出願番号） 

    原出願日      令和○年○月○日(○.○.○) 

(31)優先権主張番号 

(32)優先日        令和○年○月○日(○.○.○) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

         ○○(XX) 

 

権利譲渡･実施許諾の記事等 

 

公序良俗により不掲載とする旨の記事 

 

国等の委託研究の成果に係る記載事項の記事    

（25 字×16 行） 

(73)実用新案権者 識別番号 

            氏名（名称） 

            住所（居所） 

(74)代理人  識別番号 

            弁護士 氏名（名称） 

(72)考案者  氏名 

            住所（居所） 

 

 

 

 

 

 

（25 字×16 行） 

 

 

(54)【考案の名称】                        （52 字×2行） 

(57)【要約】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（25 字×20 行） 

選択図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30mm 

5 行 

① 

20mm 

JP ○○○○○○○ U ○.○.○ 

-17-



 

登録実用新案公報  本文レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）          JP ○○○○○○○ U ○.○.○ 

スペース 

  

（40 字×50 行） 

 

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
40 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
50 

-18-



 

登録実用新案公報  あふれページレイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）          JP ○○○○○○○ U ○.○.○ 

スペース 

 フロントページの続き               （52 字×50 行） 

 （空行） 
 あふれ部の開始・・・（フロントページからのあふれがある場合） 

 

                                  

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.3mm 

-19-



 

公表特許公報フロントページ・レイアウト（ブロック図） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）公表特許公報では、①の部分をイメージデータとテキストデータの 2 通りの形式で持つ。 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 25mm 

(19)日本国特許庁(JP)           (12)公 表 特 許 公 報(A)         (11)特許出願公表番号 

特表○○○○-○○○○○○ 
（Ｐ○○○○-○○○○○○Ａ） 

(43)公表日 令和○年○月○日(○.○.○) 

 

(51)Int.Cl.               ＦＩ                                      テーマコード（参考） 

審査請求 未請求 予備審査請求 有 （全 ○ 頁）最終頁に続く 

(21)出願番号        特願○○･･･ (P○○･･･) 

(86)(22)出願日      令和○年○月○日(○.○.○) 

(85)翻訳文提出日    令和○年○月○日(○.○.○) 

(86)国際出願番号 

(87)国際公開番号 

(87)国際公開日      令和○年○月○日(○.○.○) 

(31)優先権主張番号 

(32)優先日          令和○年○月○日(○.○.○) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

         ○○(XX) 

(81)指定国・地域 

 

新規性喪失の例外記事 

公序良俗により不掲載とする旨の記事 （25字×16行） 

 

(71)出願人  識別番号 

            氏名（名称） 

            住所（居所） 

(74)代理人  識別番号 

            弁理士 氏名（名称） 

(72)発明者  氏名 

            住所（居所） 

 

Ｆターム（参考） 

 

 

 

 

 

                               （25 字×16 行） 

 

 

(54)【発明の名称】                        （52 字×2行） 

(57)【要約】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（25 字×20 行） 

選択図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30mm 

5 行 

① 

20mm 

JP ○○○○-○○○○○○ A ○.○.○ 

-20-



 

公表特許公報  本文レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）    JP ○○○○-○○○○○○ A ○.○.○ 

スペース 

  

（40 字×50 行） 

 

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
40 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
50 

-21-



 

公表特許公報  あふれページレイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）  JP ○○○○-○○○○○○ A ○.○.○ 

スペース 

 フロントページの続き               （52 字×50 行） 

 （空行） 
 あふれ部の開始・・・（フロントページからのあふれがある場合） 

 

                                  

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.3mm 

-22-



 

再公表特許フロントページ・レイアウト（ブロック図） 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）再公表特許では、①の部分をイメージデータとテキストデータの 2 通りの形式で持つ。 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 25mm 

(19)日本国特許庁(JP)                  再 公 表 特 許(A1)            (11)国際公開番号 

WO○○○○/○○○○○○ 

発行日 令和○年○月○日(○.○.○)                 (43)国際公開日 令和○年○月○日(○.○.○) 

 

(51)Int.Cl.               ＦＩ                                      テーマコード（参考） 

審査請求 未請求 予備審査請求 有 （全 ○ 頁）最終頁に続く 

出願番号        特願○○･･･ (P○○･･･) 
(21)国際出願番号 
(22)国際出願日      令和○年○月○日(○.○.○) 

(31)優先権主張番号 
(32)優先日          令和○年○月○日(○.○.○) 
(33)優先権主張国・地域又は機関 

         ○○(XX) 

 

(81)指定国・地域 
 
新規性喪失の例外記事 

 
公序良俗により不掲載とする旨の記事 
 

国等の委託研究の成果に係る記載事項の記事 
（25字×16行） 

(71)出願人  氏名（名称） 
            住所（居所） 
(74)代理人  氏名（名称） 

(72)発明者  氏名 
            住所（居所） 
 

Ｆターム（参考） 
 
 

 
 
 

 
 
 

（25 字×16 行） 
 

 

(54)【発明の名称】                        （52 字×2行） 

(57)【要約】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（25 字×20 行） 

選択図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30mm 

5 行 

① 

20mm 

JP WO○○○○/○○○○○○ A1 ○.○.○ 

-23-



 

再公表特許  本文レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

                     （ページ）  JP WO○○○○/○○○○○○ A1 ○.○.○ 

スペース 

  

（40 字×50 行） 

 

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
40 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
50 

-24-



 

再公表特許  あふれページレイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）  JP WO○○○○/○○○○○○ A1 ○.○.○ 

スペース 

 フロントページの続き               （52 字×50 行） 

 （空行） 
 あふれ部の開始・・・（フロントページからのあふれがある場合） 

 

                                  

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.3mm 

-25-



 

再公表特許  あふれページレイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

20mm 20mm 

（ページ）  JP WO○○○○/○○○○○○ A1 ○.○.○ 

スペース 

 （空行）                           （52 字×50 行） 

 あふれ部の開始・・・（フロントページからのあふれがない場合。再公表の定型文） 

 

                                  

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

25.2mm 

-26-



 

特許公報フロントページ・レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）特許公報では、①の部分をイメージデータとテキストデータの 2 通りの形式で持つ。 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 

(19)日本国特許庁(JP)          (12)特  許  公  報(B2)             (11)特許番号 

特許第○○○○○○○号 
（Ｐ○○○○○○○） 

(45)発行日 令和○年○月○日(○.○.○)                   (24)登録日 令和○年○月○日(○.○.○) 

 

(51)Int.Cl.               ＦＩ 

請求項の数 ○○ 外国語出願 （全 ○ 頁）最終頁に続く 

(21)出願番号      特願○○･･･ (P○○･･･) 
(22)出願日        令和○年○月○日(○.○.○) 

分割･変更の表示  （原出願番号） 

    原出願日      令和○年○月○日(○.○.○) 

(65)公開番号       特開○○･･･ (P○○･･･A) 
(43)公開日         令和○年○月○日(○.○.○) 
    審査請求日     令和○年○月○日(○.○.○) 
    審判番号       不服○○･･･（P○○･･･/○） 
    審判請求日     令和○年○月○日(○.○.○) 
(31)優先権主張番号 
(32)優先日         令和○年○月○日(○.○.○) 
(33)優先権主張国・地域又は機関 

         ○○(XX) 
 
権利譲渡･実施許諾の記事等  

（25字×16行） 

(73)特許権者  識別番号 
            氏名（名称） 

            住所（居所） 
(74)代理人  識別番号 
            弁護士 氏名（名称） 

(72)発明者  氏名 
            住所（居所） 
 

    審査官  ○○ ○○ 
 

(56)参考文献 

 
(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名) 
 

（25 字×16 行） 

 

(54)【発明の名称】                        （52 字×2行） 

(57)【特許請求の範囲】 
（40字×20行） 

 
                                                                   

30mm 

5 行 

① 

20mm 

JP ○○○○○○○ B2 ○.○.○ 

25mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 

-27-



 

特許公報  本文レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 25mm 

（ページ）        JP ○○○○○○○ B2 ○.○.○ 

スペース 

  

（40 字×50 行） 

 

 

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
40 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
50 

-28-



 

特許公報  あふれページレイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 25mm 

（ページ）        JP ○○○○○○○ B2 ○.○.○ 

スペース 

 フロントページの続き               （52 字×50 行） 

 （空行） 
 あふれ部の開始・・・（フロントページからのあふれがある場合） 

 

                                  

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.3mm 

-29-



 

実用新案登録公報フロントページ・レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）実用新案登録公報では、①の部分をイメージデータとテキストデータの 2 通りの形式で持つ。 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 

(19)日本国特許庁(JP)          (12)実用新案登録公報(Y2)      (11)実用新案登録番号 

実用新案登録第○○○○○○○号 
（U○○○○○○○） 

(45)発行日 平成○年○月○日(○.○.○)                    (24)登録日 平成○年○月○日(○.○.○) 

 

(51)Int.Cl.               ＦＩ 

請求項の数 ○○ 外国語出願 （全 ○ 頁）最終頁に続く 

(21)出願番号      実願○○･･･ (U○○･･･) 
(22)出願日        平成○年○月○日(○.○.○) 

分割･変更の表示  （原出願番号） 

    原出願日      平成○年○月○日(○.○.○) 

(65)公開番号       実開○○･･･ (U○○･･･A) 
(43)公開日         平成○年○月○日(○.○.○) 
    審査請求日     平成○年○月○日(○.○.○) 
    審判番号       不服○○･･･（U○○･･･/○） 
    審判請求日     平成○年○月○日(○.○.○) 
(31)優先権主張番号 
(32)優先日         平成○年○月○日(○.○.○) 
(33)優先権主張国・地域又は機関 

         ○○(XX) 
 
権利譲渡･実施許諾の記事等 

（25字×16行） 

(73)実用新案権者  識別番号 
氏名（名称） 

            住所（居所） 
(74)代理人  識別番号 
            弁理士 氏名（名称） 

(72)考案者  氏名 
            住所（居所） 
 

    審査官  ○○ ○○ 
 

(56)参考文献 

 
(58) 調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名) 
 

（25 字×16 行） 
 

(54)【考案の名称】                        （52 字×2行） 

(57)【実用新案登録請求の範囲】 
（40字×20行） 

 

30mm 

5 行 

① 

20mm 

JP ○○○○○○○ Y2 ○.○.○ 

25mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
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実用新案登録公報  本文レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 25mm 

（ページ）        JP ○○○○○○○ Y2 ○.○.○ 

 スペース 

  

（40 字×50 行） 
 

 

 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
40 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
50 

20mm 
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実用新案登録公報  あふれページレイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 25mm 

（ページ）        JP ○○○○○○○ Y2 ○.○.○ 

スペース 

 フロントページの続き               （52 字×50 行） 

 （空行） 
 あふれ部の開始・・・（フロントページからのあふれがある場合） 

 

                                  

20mm 

20mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30.3mm 
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（未公開特許の場合）フロントページ・レイアウト（ブロック図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）特許公報では、①の部分をイメージデータとテキストデータの 2 通りの形式で持つ。 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 

(19)日本国特許庁(JP)          (12)特  許  公  報(B1)             (11)特許番号 

特許第○○○○○○○号 
（Ｐ○○○○○○○） 

(45)発行日 令和○年○月○日(○.○.○)                   (24)登録日 令和○年○月○日(○.○.○) 

 

(51)Int.Cl.               ＦＩ 

請求項の数 ○○ 外国語出願 （全 ○ 頁）最終頁に続く 

(21)出願番号      特願○○･･･ (P○○･･･) 
(22)出願日        令和○年○月○日(○.○.○) 

分割･変更の表示  （原出願番号） 

    原出願日      令和○年○月○日(○.○.○) 

    審査請求日     令和○年○月○日(○.○.○) 
    審判番号       不服○○･･･（P○○･･･/○） 
    審判請求日     令和○年○月○日(○.○.○) 
(31)優先権主張番号 
(32)優先日         令和○年○月○日(○.○.○) 
(33)優先権主張国・地域又は機関 

         ○○(XX) 
 
新規性喪失の例外記事 
 
権利譲渡･実施許諾の記事等           

（25字×16行） 

(73)特許権者   識別番号 
            氏名（名称） 

            住所（居所） 
(74)代理人  識別番号 
            弁護士 氏名（名称） 

(72)発明者  氏名 
            住所（居所） 
 

    審査官  ○○ ○○ 
 

(56)参考文献 

 
(58) 調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名) 
 

（25 字×16 行） 

 

(54)【発明の名称】                        （52 字×2行） 

30mm 

5 行 

① 

20mm 

(57)【特許請求の範囲】 
（40字×20行） 

 
 

JP ○○○○○○○ B1 ○.○.○ 

25mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
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（要約の選択図がない場合）フロントページ・レイアウト（ブロック図） 

《全公報要約部分共通》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）公開公報では、①の部分をイメージデータとテキストデータの 2 通りの形式で持つ。 

 

Ａ
４
サ
イ
ズ 

25mm 

(19)日本国特許庁(JP)         (12)公 開 特 許 公 報(A)        (11)特許出願公開番号 

特開○○○○-○○○○○○ 
（Ｐ○○○○-○○○○○○Ａ） 

(43)公開日 令和○年○月○日(○.○.○) 

 

(51)Int.Cl.               ＦＩ                                      テーマコード（参考） 

審査請求 未請求 請求項の数 ○○ ＯＬ 外国語出願 公開請求 （全 ○ 頁）最終頁に続く 

(21)出願番号       特願○○･･･ (P○○･･･) 

(22)出願日         令和○年○月○日(○.○.○) 

分割･変更の表示   （原出願番号） 

    原出願日       令和○年○月○日(○.○.○) 

(31)優先権主張番号 

(32)優先日         令和○年○月○日(○.○.○) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

         ○○(XX) 

 

新規性喪失の例外記事 

 

公序良俗により不掲載とする旨の記事 

 

国等の委託研究の成果に係る記載事項の記事 

（25 字×16 行） 

(71)出願人 識別番号 

           氏名（名称） 

           住所（居所） 

(74)代理人 識別番号 

           弁理士 氏名（名称） 

(72)発明者 氏名 

           住所（居所） 

 

Ｆターム（参考） 

 

 

 

 

（25 字×16 行） 

 

(54)【発明の名称】                        （52 字×2行） 

(57)【要約】  
（40字×20行） 

 
 

30mm 

5 行 

① 

20mm 

JP ○○○○-○○○○○○ A ○.○.○ 

25mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
20 
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ページ右上に掲載されるページ識別記号 
 

ページの右上には公報を識別する為のページ識別記号を次のフォーマットで掲載する。 

 

 

 

 

 

     ① 発行国  ： “ＪＰ”を記録する。 

     ② デリミタ ： スペースを記録する。 

     ③ 文献番号 ： 公報を識別するための文献番号を記録する。 

     ④ 公報種別 ： 公報の種別を記録する。 

     ⑤ 発行日  ： 公報の発行日を記録する。 

 

表 1－1 ページ識別番号の記録内容 

項 

番 公報種別（日本語名称） 文献番号 

公報 

種別 発行日 

1 公開特許公報 公開番号 A 公開日 

2 公開実用新案公報 公開番号 U 公開日 

3 公表特許公報 公表番号 A 公表日 

4 再公表特許 国際公開番号 A1 国際公開日 

5 登録実用新案公報 実用新案登録番号 U 発行日 

6 
登録実用新案公報（訂正明細書等の

掲載） 
実用新案登録番号 U7 発行日 

7 特許公報 特許番号 B2 発行日 

8 特許公報（未公開・未公表） 特許番号 B1 発行日 

9 実用新案登録公報 実用新案登録番号 Y2 発行日 

10 実用新案登録公報（未公開・未公表） 実用新案登録番号 Y1 発行日 

11 公開特許の補正公報 公開番号 A5 発行日 

12 公開実用新案の補正公報 公開番号 U5 発行日 

13 公表特許公報の補正公報 公表番号 A5 発行日 

14 公表実用新案の補正公報 公表番号 U5 発行日 

15 再公表特許の補正 国際公開番号 A5 発行日 

16 公開特許の訂正公報 公開番号 A6 発行日 

17 公開実用新案の訂正公報 公開番号 U6 発行日 

18 公表特許の訂正公報 公表番号 A6 発行日 

19 公表実用新案の訂正公報 公表番号 U6 発行日 

20 再公表特許の訂正 国際公開番号 A6 発行日 

21 登録実用新案の訂正公報 実用新案登録番号 U6 発行日 

22 
登録実用新案公報（訂正明細書等の

掲載）の訂正公報 
実用新案登録番号 U6 発行日 

23 公告特許公報の訂正公報 公告番号 B6 発行日 

24 公告実用新案公報の訂正公報 公告番号 Y6 発行日 

項目番号 ① ② ③ ② ④ ② ⑤ 

長 さ ２ ２ 最大１３ ２ １又は２ ２ １０ 

内容例 JP △△ 2019-123456 △△ Ａ △△ 2019.10.10 
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例１－１ 公開特許公報【標準レイアウト】 

 

JP  2019-123456  A  2019.5.19 

 

(19)日本国特許庁(JP)     (12)公 開 特 許 公 報(A)              (11)特許出願公開番号 

                                               特開2019-123456 
(P2019-123456A) 

 (43)公開日 令和1年5月19日(2019.5.19) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）    

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ        ２Ｅ１１０ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)           Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ         ３Ｂ００５ 

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ      

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ   

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)           Ｇ０１Ｂ   34:56  

                     審査請求 有  請求項の数 2  ＯＬ  外国語出願  公開請求  （全 9 頁）  最終頁に続く 

(21)出願番号    特願2016-123456(P2016-123456) 

(22)出願日     平成28年9月10日(2016.9.10) 

(31)優先権主張番号  83304359.9 

(32)優先日      平成27年11月15日(2015.11.15) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  フランス(FR) 

特許法第３０条第１項適用申請有り 平成２７年１０月

２５日付画像工学会研究専門委員会主催の２０１５年度

画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ０５）において文書

をもって発表 

 

特許法第３８条の３第１項の規定による参照出願 

 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部

または全部を不掲載とする。 

(71)出願人  290001111 

パテント コーポレーション 

アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセン 

ターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ 

ビー・ボックス  クロウフォードエリア 

 コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイ 

ビルガレリアブラウンタワー１５００（無 

番地） 

日本における営業所 

東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(71)出願人  390000011 

            出願 太郎 

            東京都千代田区内幸町２４丁目２５番６号 

(74) 上記１名の代理人 123456789 

            弁理士 代理 太郎 

                   最終頁に続く 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、 

ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法に

おいて、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ

、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複

数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報

フィールドを作成する。制御信号の受信端末７はファク

シミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出

し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサブフィール

ドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し

相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入し

て可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニー

クコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の

制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメ

ントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。 

【選択図】図１ 
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(2)           JP  2019-123456  A  2019.5.19 

 

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離 す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ

ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド 内 の 上 記 特

定 の 識 別 コ ー ド を 検 出 し 、 該 フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の 情 報 の 内 容 を 解 析 し 相 手 端 末

の 端 末 パ ラ メ ー タ の 内 容 を 検 出 す る こ と を 特 徴 と す る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 識 別 方

式 。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法。  

【 発明の 詳細な 説明】  

【 技術分 野】  

【 ０００ １】  

本 発 明 は 簡 単 に し て 、 装 置 機 能 の パ ラ メ ー タ の 拡 張 が 容 易 な フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ

識 別方式 に関す るもの で ある。  

【 化１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 背景技 術】  

【 ０００ ２】  

従 来 、 電 話 網 を 介 し て 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に お い て は 、 相 互 通 信 を 可 能 と す る た

め 、 国 際 電 信 電 話 諮 問 委 員 会 （ 以 後 Ｃ Ｃ Ｉ Ｔ Ｔ と 記 述 す る ） に お い て 、 電 信 制 御 手 順 の 標

準 化 が 行 わ れ 、 一 般 電 話 交 換 網 に お け る 文 書 伝 送 用 フ ァ ク シ ミ リ 伝 送 手 順 と し て 勧 告 化 （

以 後 勧 告 Ｔ ． ３ ０ と 記 述 す る ） さ れ て い る 。 こ の 勧 告 Ｔ ． ３ ０ の 中 で 、 テ フ ロ ン の デ ー タ

モ デ ム を 用 い 、 制 御 信 号 の 送 受 信 を 行 う バ イ ナ リ ー 手 順 は 冗 長 度 抑 圧 号 化 処 理 を 行 う グ ル

ー プ３フ ァクシ ミリ装置 に広く 適用さ れている 。  

【 特許文 献１】 特開２０ １３－ １２３ ４５６（ Ｐ２０ １３－ １２３４ ５６Ａ ）  

【 非特許 文献１ 】発明情 報誌（ ＩＳＢ Ｎ４－１ ２３４ －００ ０３）  

【 ０００ ３】  

こ の バ イ ナ リ ー 手 順 を 用 い る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 、 デ イ ジ タ ル 識 別 信 号 （ Ｄ Ｉ Ｓ 信 号 と

称 さ れ て い る ） を 用 い て 、 国 際 的 な 標 準 化 さ れ て い る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 、 例 え

ば 通 信 速 度 、 解 像 度 、 符 号 化 方 式 、 原 稿 サ イ ズ 等 を 相 手 端 末 に 通 知 す る 方 法 が 規 定 さ れ て

い る 。 さ ら に 、 Ｔ ． ３ ０ に は 標 準 的 な 端 末 パ ラ メ ー タ の 他 に 、 非 標 準 の 端 末 パ ラ メ ー タ に

つ い て も 非 標 準 フ ァ シ リ テ ィ 制 御 信 号 （ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 と 呼 ぶ ） を 用 い て 通 知 す る こ と も 規 定

さ れてい る。  

【 発明の 概要】  

【 発明が 解決し ようとす る課題 】  

【 ０００ ４】  

一 方、端 末技術 の向上に より、 ファク シミリの 高機能 化、多 機能化が 行われ 新しく 開発さ  

れ る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 新 し い 端 末 パ ラ メ ー タ を 付 加 す る こ と が 要 求 さ れ る 。 さ ら に 新

規 開発の 装置と 既存の装 置との 相互通 信も要求 される 。  
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【 課題を 解決す るための 手段】  

【 ０００ ５】  

そ の 装 置 と し て は 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 連 続 さ せ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 グ ル ー プ を 作 成 し 、 か つ 個 々

の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 開 発 さ れ た 個 々 の 端 末 モ デ ル を 表 す よ う に す る こ と が 、 最 も 簡 単 で あ る

が 、 国 際 標 準 で は 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 単 一 フ レ ー ム で 構 成 さ れ か つ 連 続 し て 伝 送 さ れ な い こ と

と さ れ て お り 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 使 用 す る こ と は で き な い 。 第 ２ 図 に 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号

を 利用す る場合 の例を示 す。Ｎ ＳＦ信 号のＦＩ Ｆを拡 張させ ることが 考えら れる。  

【 ０００ ６】  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以 下 の方法 がある。  

【 ０００ ７】  

方 法 １ ： 第 １ 図 １ ａ に 示 す 如 く Ｆ Ｉ Ｆ を 固 定 長 で 分 割 し 、 最 後 の ビ ッ ト を 拡 張 ビ ッ ト に 割

り 当てて そのビ ットの「 １」か 「０」 で拡張す るか否 かを判 断させる 。  

【 ０００ ８】  

方 法 ２ ： 第 １ 図 １ ｂ に 示 す 如 く 各 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 モ デ ル に 対 応 す る 端 末 パ ラ メ ー タ の ビ

ッ ト長を あらか じめ表示 する。 図中３ はレング スイン ディケ ーターで ある。  

【 ０００ ９】  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ 2 

Ｈ 2Ｏ  

【 発明の 効果】  

【 ００１ ０】  

以 上 説 明 し た よ う に 本 発 明 に よ れ ば 、 電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末

等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別

す る 装 置 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を 含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ

ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離

す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ

ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を Ｅ Ｘ Ｃ Ｅ Ｌ で 作 成 し 、 上 記 制 御 信 号 の 受 信 側 端 末 は フ ァ ク シ

ミ リ情報 である 。  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 ００１ １】  

【 図１】  本発 明の一実 施例の 方式説 明図であ る。   

【 図２】  従来 のＮＳＦ 拡張方 法の一 例を示す 説明図 である 。  

【 図３】  勧告 Ｔ３．０ に準拠 した説 明図であ る。  

【 図４】  ＣＣ ＩＴＴに おける 標準的 な説明図 である 。  

【 発明の 開示】  

【 発明が 解決し ようとす る課題 】  

【 ００１ ２】  

一 方、端 末技術 の向上に より、 ファク シミリの 高機能 化、多 機能化が 行われ 新しく 開発さ  

れ る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 新 し い 端 末 パ ラ メ ー タ を 付 加 す る こ と が 要 求 さ れ る 。 さ ら に 新

規 開発の 装置と 既存の装 置との 相互通 信も要求 される 。  

【 課題を 解決す るための 手段】  

【 ００１ ３】  

そ の 装 置 と し て は 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 連 続 さ せ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 グ ル ー プ を 作 成 し 、 か つ 個 々

の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 開 発 さ れ た 個 々 の 端 末 モ デ ル を 表 す よ う に す る こ と が 、 最 も 簡 単 で あ る

が 、 国 際 標 準 で は 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 単 一 フ レ ー ム で 構 成 さ れ か つ 連 続 し て 伝 送 さ れ な い こ と

と さ れ て お り 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 使 用 す る こ と は で き な い 。 第 ２ 図 に 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号

を 利用す る場合 の例を示 す。Ｎ ＳＦ信 号のＦＩ Ｆを拡 張させ ることが 考えら れる。  

【 ００１ ４】  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以下 の方法 がある。  

【 ００１ ５】  
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方 法 １ ： 第 １ 図 １ ａ に 示 す 如 く Ｆ Ｉ Ｆ を 固 定 長 で 分 割 し 、 最 後 の ビ ッ ト を 拡 張 ビ ッ ト に 割

り 当てて そのビ ットの「 １」か 「０」 で拡張す るか否 かを判 断させる 。  

【 ００１ ６】  

方 法 ２ ： 第 １ 図 １ ｂ に 示 す 如 く 各 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 モ デ ル に 対 応 す る 端 末 パ ラ メ ー タ の ビ

ッ ト長を あらか じめ表示 する。 図中３ はレング スイン ディケ ーターで ある。  

【 ００１ ７】  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ 2 

Ｈ 2Ｏ  

【 発明の 効果】  

【 ００１ ８】  

以 上 説 明 し た よ う に 本 発 明 に よ れ ば 、 電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末

等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別

す る 装 置 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を 含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ

ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離

す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ

ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を Ｅ Ｘ Ｃ Ｅ Ｌ で 作 成 し 、 上 記 制 御 信 号 の 受 信 側 端 末 は フ ァ ク シ

ミ リ情報 である 。  

【 発明を 実施す るための 形態】  

【 ００１ ９】  

本 発明に より・ ・・・・ である 。  

【 実施例 １】  

【 ００２ ０】  

出 発 材 料 を 次 の 通 り に 調 製 す る ： ヘ キ サ ン （ ６ ５ ０ ml） 中 、 ４ － ビ フ ェ ニ ル メ タ ノ ー ル

（ ６ ２ ． ９ ｇ 、 ３ ４ ０ ｍ モ ル ） の 懸 濁 液 を 、 三 臭 化 リ ン （ １ ６ ml、 １ ７ １ ｍ モ ル ） に よ り

１ ０ 分 間 に わ た っ て 適 下 処 理 す る 。 次 に そ の 溶 液 を １ ． ５ 時 間 撹 拌 す る 。 有 機 相 を 、 水 、

飽 和 さ れ て 冷 炭 酸 水 素 ナ ト リ ウ ム 及 び 水 に よ り 洗 浄 し 、 硫 酸 ナ ト リ ウ ム 上 で 乾 燥 せ し め 、

そ して乾 燥蒸発 し、４－ ビフェ ニルメ チルブロ ミド、 ｍ．ｐ ．７ ９～ ８０度 を得る 。  

【 化２】  

 

【 発明を 実施す るための 最良の 形態】  

【 ００２ １】  

本 発明に より・ ・・・・ である 。  

【 実施例 】  

【 ００２ ２】  

出 発 材 料 を 次 の 通 り に 調 製 す る ： ヘ キ サ ン （ ６ ５ ０ ml） 中 、 ４ － ビ フ ェ ニ ル メ タ ノ ー ル

（ ６ ２ ． ９ ｇ 、 ３ ４ ０ ｍ モ ル ） の 懸 濁 液 を 、 三 臭 化 リ ン （ １ ６ ml、 １ ７ １ ｍ モ ル ） に よ り

１ ０ 分 間 に わ た っ て 適 下 処 理 す る 。 次 に そ の 溶 液 を １ ． ５ 時 間 撹 拌 す る 。 有 機 相 を 、 水 、

飽 和 さ れ て 冷 炭 酸 水 素 ナ ト リ ウ ム 及 び 水 に よ り 洗 浄 し 、 硫 酸 ナ ト リ ウ ム 上 で 乾 燥 せ し め 、

そ して乾 燥蒸発 し、４－ ビフェ ニルメ チルブロ ミド、 ｍ．ｐ ．７９～ ８０度 を得る 。  

【 化３】  

 

【 産業上 の利用 可能性】  

【 ００２ ３】  
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産 業上の 利用可 能性は・ ・・・ ・・・ ・である 。  

【 符号の 説明】  

【 ００２ ４】  

1a  フ ラグ  

1b  ア ドレス フィール ド  

5   制御フ ィール ド  

7   信号エ リア  

【 受託番 号】  

【 ００２ ５】  

Ｆ ＥＲＭ  Ｐ－ １８・・ ・  

【 先行技 術文献 】  

【 特許文 献】  

【 ００２ ６】  

特 開２０ １３－ １２３４ ５６（ Ｐ ２０ １３－１ ２３４ ５６Ａ ）  

【 非特許 文献】  

【 ００２ ７】  

発 明情報 誌（Ｉ ＳＢＮ４ －１２ ３４－ ０００３ ）  

【 補足説 明】  

【 ００２ ８】  

補 足とし て・・ ・  

【 今後の 活躍】  

【 ００２ ９】  

こ の分野 におい て、ファ クシミ リは・ ・・・・ ・とい う点に おいて活 躍が期 待され る。  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 ００３ ０】  

【 図１】  本発 明の一実 施例の 方式説 明図であ る。   

【 図２】  従来 のＮＳＦ 拡張方 法の一 例を示す 説明図 である 。  

【 図３】  勧告 Ｔ３．０ に準拠 した説 明図であ る。  

【 図４】  ＣＣ ＩＴＴに おける 標準的 な説明図 である 。  

【 符号の 説明】   

【 ００３ １】  

1a  フ ラグ   

1b  ア ドレス フィール ド   

5   制御フ ィール ド   

7   信号エ リア  
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【 図１】                                 【図 ２】   
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【 図４】  
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【 配列表 】  

2019123456000001.app 

【 手続補 正書】  

【 提出日 】平成 29年 2月 25日 (2017.2.25) 

【 手続補 正１】  

【 補正対 象書類 名】明細 書  

【 補正対 象項目 名】００ ０１  

【 補正方 法】変 更  

【 補正の 内容】  

【 ０００ １】   

・ ・・・ ・・  

【 手続補 正２】  

【 補正対 象書類 名】 特許 請求の 範囲  

【 補正対 象項目 名】請求 項１  

【 補正方 法】変 更  

【 補正の 内容】  

【 請求項 １】  

電 話 回線 を用 いて 相互通 信 を行 うフ ァク シミリ 端 末等 によ り、 相手端末に自端末の端末パ

ラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号

の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブ

フィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを

挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィー

ルドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ

端末パラメータ識別方式。 
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例１－２ 公開特許公報【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】公開特許公報(A) 

(11)【公開番号】特開2019-123456(P2019-123456A) 

(43)【公開日】令和1年5月19日(2019.5.19) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
   Ｃ０７Ｋ   5/06     (2006.01) 
   Ａ６１Ｋ  31/66     (2006.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345           Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56    

   Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 

【審査請求】有 

【請求項の数】2 

【出願形態】ＯＬ 

【外国語出願】 

【公開請求】 

【全頁数】9 

(21)【出願番号】特願2016-123456(P2016-123456) 

(22)【出願日】平成28年9月10日(2016.9.10) 

(31)【優先権主張番号】83304359.9 

(32)【優先日】平成27年11月15日(2015.11.15) 

(33)【優先権主張国・地域又は機関】フランス(FR) 

【新規性喪失の例外の表示】特許法第３０条第１項適用申請有り 平成２７年１０月２５日付画像工学会研究専門委員会主

催の２０１５年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ０５）において文書をもって発表 

【参照出願の表示】特許法第３８条の３第１項の規定による参照出願 

【公序良俗違反の表示】 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部または全部を不掲載とする。 

特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部を不掲載とする。 

（特許庁注：以下のものは登録商標） 

１．テフロン 

２．ＥＸＣＥＬ 

【国等の委託研究の成果に係る記載事項】（出願人による申告）国等の委託研究成果に係る特許出願（平成○○年度○○省

、○○委託研究、産業再生法第３０条の適用を受けるもの） 

(71)【出願人】 

【識別番号】290001111 

【氏名又は名称】パテント コーポレーション 

【住所又は居所】アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセンターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ビー・ボックス  

クロウフォードエリア コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイビルガレリアブラウンタワー１５００（無番地） 

【日本における営業所】東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(71)【出願人】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】出願 太郎 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町２４丁目２５番６号 

(74)【上記１名の代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(74)【代理人】 

【識別番号】987654321 

【弁護士】 

【氏名又は名称】代理 次郎 

(72)【発明者】 
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【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【テーマコード（参考）】 

２Ｅ１１０ 

３Ｂ００５ 

【Ｆターム（参考）】 

2E110AA26 

2E110AA57 

2E110AB04 

2E110AB22 

2E110AB23 

2E110BA03 

2E110BA12 

2E110BB03 

2E110BB22 

2E110EA09 

2E110GA03W 

2E110GA32W 

2E110GA33X 

2E110GB42W 

2E110GB54W 

3B005EA06 

3B005EB01 

3B005EB05 

3B005EB09 

3B005FA03 

3B005FB23 

3B005FC09X 

3B005FC09Z 

3B005GA02 

3B005GA04  

(57)【要約】      （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制

御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御信号

の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサ

ブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは

端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメントされるので、ハー

ドウェア上の負担にはならない。 

【選択図】図１ 

2019123456.tif 000002 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末

パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィー

ルドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情

報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメ

ータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】  

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。  

【化１】 

2019123456.tif 000003 

【背景技術】 

【０００２】  

従来、電話網を介して通信を行うファクシミリ装置においては、相互通信を可能とするため、国際電信電話諮問委員会（以

後ＣＣＩＴＴと記述する）において、電信制御手順の標準化が行われ、一般電話交換網における文書伝送用ファクシミリ伝
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送手順として勧告化（以後勧告Ｔ．３０と記述する）されている。この勧告Ｔ．３０の中で、テフロンのデータモデムを用

い、制御信号の送受信を行うバイナリー手順は冗長度抑圧号化処理を行うグループ３ファクシミリ装置に広く適用されてい

る。 

【特許文献１】特開２０１３－１２３４５６（Ｐ２０１３－１２３４５６Ａ） 

【非特許文献１】発明情報誌（ＩＳＢＮ４－１２３４－０００３） 

【０００３】  

このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、デイジタル識別信号（ＤＩＳ信号と称されている）を用いて、国際的

な標準化されているファクシミリ端末パラメータ、例えば通信速度、解像度、符号化方式、原稿サイズ等を相手端末に通知

する方法が規定されている。さらに、Ｔ．３０には標準的な端末パラメータの他に、非標準の端末パラメータについても非

標準ファシリティ制御信号（ＮＳＦ信号と呼ぶ）を用いて通知することも規定されている。 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００４】 

一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新しい

端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。 

【課題を解決するための手段】 

【０００５】 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々の

端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連続し

て伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用する場

合の例を示す。ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

【０００６】 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

【０００７】 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か「

０」で拡張するか否かを判断させる。 

【０００８】 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。図

中３はレングスインディケーターである。 

【０００９】 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ2 

Ｈ2Ｏ 

【発明の効果】 

【００１０】 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端

末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は

該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファク

シミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドをＥＸＣＥＬで作

成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【図面の簡単な説明】 

【００１１】  

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。 

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

【発明の開示】 

【発明が解決しようとする課題】 

【００１２】 

一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新しい

端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。 

【課題を解決するための手段】 

【００１３】 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々の

端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連続し

て伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用する場

合の例を示す。ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

【００１４】 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

【００１５】 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か「

０」で拡張するか否かを判断させる。 
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【００１６】 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。図

中３はレングスインディケーターである。 

【００１７】 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ2 

Ｈ2Ｏ 

【発明の効果】 

【００１８】 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端

末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は

該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファク

シミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドをＥＸＣＥＬで作

成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【発明を実施するための形態】 

【００１９】 

本発明により・・・・・である。 

【実施例１】 

【００２０】 

出発材料を次の通りに調製する：ヘキサン（６５０ml）中、４－ビフェニルメタノール（６２．９ｇ、３４０ｍモル）の懸

濁液を、三臭化リン（１６ml、１７１ｍモル）により１０分間にわたって適下処理する。次にその溶液を１．５時間撹拌す

る。有機相を、水、飽和されて冷炭酸水素ナトリウム及び水により洗浄し、硫酸ナトリウム上で乾燥せしめ、そして乾燥蒸

発し、４－ビフェニルメチルブロミド、ｍ．ｐ．７９～８０度を得る。 

【化２】 

2019123456.tif 000004 

【発明を実施するための最良の形態】 

【００２１】 

本発明により・・・・・である。 

【実施例】 

【００２２】 

出発材料を次の通りに調製する：ヘキサン（６５０ml）中、４－ビフェニルメタノール（６２．９ｇ、３４０ｍモル）の懸

濁液を、三臭化リン（１６ml、１７１ｍモル）により１０分間にわたって適下処理する。次にその溶液を１．５時間撹拌す

る。有機相を、水、飽和されて冷炭酸水素ナトリウム及び水により洗浄し、硫酸ナトリウム上で乾燥せしめ、そして乾燥蒸

発し、４－ビフェニルメチルブロミド、ｍ．ｐ．７９～８０度を得る。 

【化３】 

2019123456.tif 000005 

【産業上の利用可能性】 

【００２３】 

産業上の利用可能性は・・・・・・・・である。 

【符号の説明】 

【００２４】 

1a  フラグ 

1b  アドレスフィールド 

5   制御フィールド 

7   信号エリア 

【受託番号】 

【００２５】 

ＦＥＲＭ Ｐ－１８・・・ 

【先行技術文献】 

【特許文献】 

【００２６】 

特開２０１３－１２３４５６（Ｐ２０１３－１２３４５６Ａ） 

【非特許文献】 

【００２７】 

発明情報誌（ＩＳＢＮ４－１２３４－０００３） 

【補足説明】 

【００２８】 

補足として・・・ 

【今後の活躍】 

【００２９】  

この分野において、ファクシミリは・・・・・・という点において活躍が期待される。 

【図面の簡単な説明】 

【００３０】  

-55-



【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。 

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

【符号の説明】 

【００３１】 

1a  フラグ 

1b  アドレスフィールド 

5   制御フィールド 

7   信号エリア 

【図１】 

2019123456.tif 000006 

【図２】 

2019123456.tif 000007 

【図３】 

2019123456.tif 000008 

【図４】 

2019123456.tif 000009 

【配列表】 

2019123456000001.app 

【手続補正書】 

【提出日】平成29年2月25日(2017.2.25) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】明細書 

【補正対象項目名】０００１ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【０００１】  

・・・・・・ 

【手続補正２】 

【補正対象書類名】特許請求の範囲 

【補正対象項目名】請求項１ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末

パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィー

ルドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情

報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメ

ータ識別方式。 

【外国語明細書】 

2019123456000002.pdf 

2019123456000003.pdf 

2019123456000004.pdf 

2019123456000005.pdf 
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201912345600001.app ファイル 

 

【配列表】 

<110> 出願太郎(SYUTUGAN TARO) 

 

<120> アミノ酸トランスポータ 

 

<130> 01-00001 

 

<140> JP2019123456 

<141> 2019-1-15 

 

<160> 3 

 

<170> PatentIn version2.1 

 

<210> 1 

<211> 389 

<212> DNA 

<213> Paramecium SP. 

 

<220>  

<221> CDS 

<222> (279)...(389) 

 

<300>  

<301> Doe, Richard 

<302> Isolation and Characterization of a Gene Encoding a Protease from  

Paramecium sp. 

<303> Journal of Genes 

<304> 1 

<305> 4 

<306> 1-7 

<307> 1988-06-31 

<308> 123456 

<309> 1988-06-31 

 

<400> 1 

agctgtagtc gtcgattccg ctgaatgcct gtactgtacc acggtatgca actctagtcag     60 

 

gtcgattccg ctgaatgcct gtactgtacc acggtatgca actctagtcag agctgtagtc    120 

 

ctgaatgcct gtactgtacc acggtatgca actctagtcag agctgtagtc gtcgattccg    180 

 

 

 

gtactgtacc acggtatgca actctagtcag agctgtagtc gtcgattccg ctgaatgcct    240 

 

acggtatgca actctagtcag agctgtagtc gtcgattc atg gtt tca atg ttc agc    296 

                                           Met Val Ser Met Phe Ser 

                                             1               5  
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             10                  15                  20 
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        25                  30                  35 
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例１－３ 公開特許公報【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-a.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PUBLISHED PATENT/UTILITY MODEL APPLICATION 1.0//EN" "../.

./../../../DTD/gat-a.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="A" kind-of-st16="A" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="htt

p://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2019123456</doc-number> 

        <kind>公開特許公報(A)</kind> 

        <date>20190519</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2016123456</doc-number> 

        <date>20160910</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>パテント コーポレーション</name> 

              <registered-number>290001111</registered-number> 

              <address> 

                <text>アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセンターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ビー・ボ

ックス  クロウフォードエリア コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイビルガレリアブラウンタワー１５００（無

番地）</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

            <jp:office-in-japan>東京都千代田区内幸町４丁目５番６号</jp:office-in-japan> 

          </applicant> 

        </jp:applicants-agents> 

        <jp:applicants-agents sequence="2"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>出願 太郎</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸町２４丁目２５番６号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <agent sequence="1" jp:kind="representative" jp:number-of-other-applicants="1"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

          <agent sequence="2" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 次郎</name> 

              <registered-number>987654321</registered-number> 

            </addressbook> 
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            <jp:lawyer/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <priority-claims> 

      <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 

        <country>FR</country> 

        <doc-number>83304359.9</doc-number> 

        <date>20151115</date> 

      </priority-claim> 

    </priority-claims> 

<classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      <unlinked-indexing-code>C07K   5/06        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

      <unlinked-indexing-code>A61K  31/66        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      <unlinked-indexing-code jp:facet="ABJ">C07K5:06 E</unlinked-indexing-code> 

    </classification-national> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <figure-to-publish> 

      <fig-number>1</fig-number> 

    </figure-to-publish> 

    <jp:request-for-examination true-or-false="true"/> 

    <jp:filing-form>ＯＬ</jp:filing-form> 

    <jp:application-in-foreign-language/> 

    <jp:request-open-application/> 

    <jp:total-pages>9</jp:total-pages> 

    <jp:article-of-lack-of-novelty> 

      <lack-of-novelty sequence="1"> 

        <dtext>特許法第３０条第１項適用申請有り 平成２７年１０月２５日付画像工学会研究専門委員会主催の２０

１５年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ０５）において文書をもって発表</dtext> 

      </lack-of-novelty> 

    </jp:article-of-lack-of-novelty> 

    <jp:filing-by-reference>特許法第３８条の３第１項の規定による参照出願</jp:filing-by-reference> 

    <jp:article-of-public-order-and-morality> 

      <jp:content-of-public-order-and-morality>特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部または全部

を不掲載とする。</jp:content-of-public-order-and-morality> 
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      <jp:content-of-public-order-and-morality>特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部を

不掲載とする。</jp:content-of-public-order-and-morality> 

      <jp:unapproved-use-of-trademark> 

        <jp:trademark>１．テフロン</jp:trademark> 

        <jp:trademark>２．ＥＸＣＥＬ</jp:trademark> 

      </jp:unapproved-use-of-trademark> 

    </jp:article-of-public-order-and-morality> 

    <jp:article-of-industrial-revitalizing-law>（出願人による申告）国等の委託研究成果に係る特許出願（平成○

○年度○○省、○○委託研究、産業再生法第３０条の適用を受けるもの）</jp:article-of-industrial-revitalizing-l

aw> 

    <jp:theme-code-info> 

      <jp:theme-code>2E110</jp:theme-code> 

      <jp:theme-code>3B005</jp:theme-code> 

    </jp:theme-code-info> 

    <jp:f-term-info> 

      <jp:f-term>2E110AA26</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AA57</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB04</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA12</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110EA09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA03W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA32W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA33X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB42W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB54W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EA06</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB01</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB05</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09Z</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA02</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA04</jp:f-term> 

    </jp:f-term-info> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <jp:image-of-chosen-drawing> 

    <img id="000002" he="95" wi="70" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-chosen-drawing> 

  <jp:abstract-correction/> 

  <description> 

    <technical-field> 

      <p num="0001">本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方

式に関するものである。<br/> 

        <chemistry num="1"> 

          <img id="000003" he="150" wi="150" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

        </chemistry> 

      </p> 

    </technical-field> 

    <background-art> 

      <p num="0002">従来、電話網を介して通信を行うファクシミリ装置においては、相互通信を可能とするため、国

際電信電話諮問委員会（以後ＣＣＩＴＴと記述する）において、電信制御手順の標準化が行われ、一般電話交換網にお

ける文書伝送用ファクシミリ伝送手順として勧告化（以後勧告Ｔ．３０と記述する）されている。この勧告Ｔ．３０の
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中で、テフロンのデータモデムを用い、制御信号の送受信を行うバイナリー手順は冗長度抑圧号化処理を行うグループ

３ファクシミリ装置に広く適用されている。<br/> 

   <patcit num="1"> 

     <text>特開２０１３－１２３４５６（Ｐ２０１３－１２３４５６Ｐ）</text> 

   </patcit> 

   <nplcit  num="1"> 

     <text>発明情報誌（ＩＳＢＮ４－１２３４－０００３）</text> 

   </nplcit> 

      </p> 

 <p num="0003">このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、デイジタル識別信号（ＤＩＳ信号と称されている

）を用いて、国際的な標準化されているファクシミリ端末パラメータ、例えば通信速度、解像度、符号化方式、原稿サ

イズ等を相手端末に通知する方法が規定されている。さらに、Ｔ．３０には標準的な端末パラメータの他に、非標準の

端末パラメータについても非標準ファシリティ制御信号（ＮＳＦ信号と呼ぶ）を用いて通知することも規定されている

。</p> 

    </background-art> 

    <summary-of-invention> 

      <tech-problem> 

        <p num="0004">一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発される

ファクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相

互通信も要求される。</p> 

      </tech-problem> 

      <tech-solution> 

        <p num="0005">その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮ

ＳＦ信号は開発された個々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単

一フレームで構成されかつ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第

２図に複数のＮＳＦ信号を利用する場合の例を示す。ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。</p> 

        <p num="0006">ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。</p> 

        <p num="0007">方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当

ててそのビットの「１」か「０」で拡張するか否かを判断させる。</p> 

        <p num="0008">方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット

長をあらかじめ表示する。図中３はレングスインディケーターである。</p> 

        <p num="0009"> 

          <u style="single">Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/>Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/>Ｈ<sub>2</sub>Ｏ 

        </p> 

      </tech-solution> 

      <advantageous-effects> 

      <p num="0010">以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等によ

り、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータ

を含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブ

フィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファク

シミリ情報フィールドをＥＸＣＥＬで作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。</p> 

      </advantageous-effects> 

    </summary-of-invention> 

    <description-of-drawings> 

      <p num="0011"> 

        <figref num="1">本発明の一実施例の方式説明図である。</figref> 

        <figref num="2">従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。</figref> 

        <figref num="3">勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。</figref> 

        <figref num="4">ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。</figref> 

      </p> 

    </description-of-drawings> 

    <disclosure> 

      <tech-problem> 

        <p num="0012">一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発される

ファクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相

互通信も要求される。</p> 

      </tech-problem> 

      <tech-solution> 

        <p num="0013">その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮ

ＳＦ信号は開発された個々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単

一フレームで構成されかつ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第

２図に複数のＮＳＦ信号を利用する場合の例を示す。ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。</p> 
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        <p num="0014">ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。</p> 

        <p num="0015">方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当

ててそのビットの「１」か「０」で拡張するか否かを判断させる。</p> 

        <p num="0016">方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット

長をあらかじめ表示する。図中３はレングスインディケーターである。</p> 

        <p num="0017"> 

          <u style="single">Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/>Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/>Ｈ<sub>2</sub>Ｏ 

        </p> 

      </tech-solution> 

      <advantageous-effects> 

      <p num="0018">以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等によ

り、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータ

を含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブ

フィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファク

シミリ情報フィールドをＥＸＣＥＬで作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。</p> 

      </advantageous-effects> 

    </disclosure> 

    <description-of-embodiments> 

      <p num="0019">本発明により・・・・・である。</p> 

      <embodiments-example ex-num="1"> 

        <p num="0020">出発材料を次の通りに調製する：ヘキサン（６５０ml）中、４－ビフェニルメタノール（６２

．９ｇ、３４０ｍモル）の懸濁液を、三臭化リン（１６ml、１７１ｍモル）により１０分間にわたって適下処理する。

次にその溶液を１．５時間撹拌する。有機相を、水、飽和されて冷炭酸水素ナトリウム及び水により洗浄し、硫酸ナト

リウム上で乾燥せしめ、そして乾燥蒸発し、４－ビフェニルメチルブロミド、ｍ．ｐ．７９～８０度を得る。 

          <chemistry num="2"> 

            <img id="000004" he="50" wi="100" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/

> 

          </chemistry> 

        </p> 

      </embodiments-example> 

    </description-of-embodiments> 

    <best-mode> 

      <p num="0021">本発明により・・・・・である。</p> 

    </best-mode> 

    <mode-for-invention> 

      <p num="0022">出発材料を次の通りに調製する：ヘキサン（６５０ml）中、４－ビフェニルメタノール（６２．

９ｇ、３４０ｍモル）の懸濁液を、三臭化リン（１６ml、１７１ｍモル）により１０分間にわたって適下処理する。次

にその溶液を１．５時間撹拌する。有機相を、水、飽和されて冷炭酸水素ナトリウム及び水により洗浄し、硫酸ナトリ

ウム上で乾燥せしめ、そして乾燥蒸発し、４－ビフェニルメチルブロミド、ｍ．ｐ．７９～８０度を得る。 

        <chemistry num="3"> 

          <img id="000005" he="50" wi="100" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

        </chemistry> 

      </p> 

    </mode-for-invention> 

    <industrial-applicability> 

      <p num="0023">産業上の利用可能性は・・・・・・・・である。</p> 

    </industrial-applicability> 

    <reference-signs-list> 

      <p num="0024">1a  フラグ<br/>1b  アドレスフィールド<br/>5   制御フィールド<br/>7   信号エリア 

</p> 

    </reference-signs-list> 

    <reference-to-deposited-biological-material> 

      <p num="0025">ＦＥＲＭ Ｐ－１８・・・</p> 

    </reference-to-deposited-biological-material> 

    <citation-list> 

      <patent-literature> 

        <p num="0026">特開２０１３－１２３４５６（Ｐ２０１３－１２３４５６Ｐ）</p> 

      </patent-literature> 

      <non-patent-literature> 

        <p num="0027">発明情報誌（ＩＳＢＮ４－１２３４－０００３）</p> 

      </non-patent-literature> 

      <heading>補足説明</heading> 
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      <p num="0028">補足として・・・</p> 

    </citation-list> 

    <heading>今後の活躍</heading> 

    <p num="0029">この分野において、ファクシミリは・・・・・・という点において活躍が期待される。</p> 

    <description-of-drawings> 

      <p num="0030"> 

        <figref num="1">本発明の一実施例の方式説明図である。</figref> 

        <figref num="2">従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。</figref> 

        <figref num="3">勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。</figref> 

        <figref num="4">ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。</figref> 

      </p> 

    </description-of-drawings> 

    <heading>符号の説明</heading> 
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【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離 す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ

ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド 内 の 上 記 特

定 の 識 別 コ ー ド を 検 出 し 、 該 フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の 情 報 の 内 容 を 解 析 し 相 手 端 末

の 端 末 パ ラ メ ー タ の 内 容 を 検 出 す る こ と を 特 徴 と す る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 識 別 方

式 。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法・ ・・・ ・・。  

【 発明の 詳細な 説明】  

【 ０００ １】  

【 産業上 の利用 分野】  

本 発 明 は 簡 単 に し て 、 装 置 機 能 の パ ラ メ ー タ の 拡 張 が 容 易 な フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ

識 別方式 に関す るもので ある。  

【 化１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 ０００ ２】  

【 従来の 技術】  

従 来 、 電 話 網 を 介 し て 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に お い て は 、 相 互 通 信 を 可 能 と す る た

め 、 国 際 電 信 電 話 諮 問 委 員 会 （ 以 後 Ｃ Ｃ Ｉ Ｔ Ｔ と 記 述 す る ） に お い て 、 電 信 制 御 手 順 の 標

準 化 が 行 わ れ 、 一 般 電 話 交 換 網 に お け る 文 書 伝 送 用 フ ァ ク シ ミ リ 伝 送 手 順 と し て 勧 告 化 （

以 後 勧 告 Ｔ ． ３ ０ と 記 述 す る ） さ れ て い る 。 こ の 勧 告 Ｔ ． ３ ０ の 中 で 、 デ ー タ モ デ ム を 用

い 、 制 御 信 号 の 送 受 信 を 行 う バ イ ナ リ ー 手 順 は 冗 長 度 抑 圧 号 化 処 理 を 行 う グ ル ー プ ３ フ ァ

ク シミリ 装置に 広く適用 されて いる。  

【 ０００ ３】  

こ の バ イ ナ リ ー 手 順 を 用 い る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 、 デ イ ジ タ ル 識 別 信 号 （ Ｄ Ｉ Ｓ 信 号 と

称 さ れ て い る ） を 用 い て 、 国 際 的 な 標 準 化 さ れ て い る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 、 例 え

ば 通 信 速 度 、 解 像 度 、 符 号 化 方 式 、 原 稿 サ イ ズ 等 を 相 手 端 末 に 通 知 す る 方 法 が 規 定 さ れ て

い る。  

【 ０００ ４】  

さ ら に 、 Ｔ ． ３ ０ に は 標 準 的 な 端 末 パ ラ メ ー タ の 他 に 、 非 標 準 の 端 末 パ ラ メ ー タ に つ い て

も 非 標 準 フ ァ シ リ テ ィ 制 御 信 号 （ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 と 呼 ぶ ） を 用 い て 通 知 す る こ と も 規 定 さ れ て

い る。  

【 ０００ ５】  

【 発明が 解決し ようとす る課題 】  

一 方 、 端 末 技 術 の 向 上 に よ り 、 フ ァ ク シ ミ リ の 高 機 能 化 、 多 機 能 化 が 行 わ れ 新 し く 開 発 さ

れ る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 新 し い 端 末 パ ラ メ ー タ を 付 加 す る こ と が 要 求 さ れ る 。 さ ら に 新

規 開発の 装置と 既存の装 置との 相互通 信も要求 される 。  

【 ０００ ６】  
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【 課題を 解決す るための 手段】  

そ の 装 置 と し て は 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 連 続 さ せ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 グ ル ー プ を 作 成 し 、 か つ 個 々

の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 開 発 さ れ た 個 々 の 端 末 モ デ ル を 表 す よ う に す る こ と が 、 最 も 簡 単 で あ る が

、 国 際 標 準 で は 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 単 一 フ レ ー ム で 構 成 さ れ か つ 連 続 し て 伝 送 さ れ な い こ と と

さ れ て お り 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 使 用 す る こ と は で き な い 。 第 ２ 図 に 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を

利 用 す る 場 合 の 例 を 示 す 。 こ の た め 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 の Ｆ Ｉ Ｆ を 拡 張 さ せ る こ と が 考 え ら れ る

。  

【 ０００ ７】  

【 実施例 】  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以下 の方法 がある。  

【 ０００ ８】  

方 法 １ ： 第 １ 図 １ ａ に 示 す 如 く Ｆ Ｉ Ｆ を 固 定 長 で 分 割 し 、 最 後 の ビ ッ ト を 拡 張 ビ ッ ト に 割

り 当てて そのビ ットの「 １」か 「０」 で拡張す るか否 かを判 断させる 。  

【 ０００ ９】  

方 法 ２ ： 第 １ 図 １ ｂ に 示 す 如 く 各 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 モ デ ル に 対 応 す る 端 末 パ ラ メ ー タ の ビ

ッ ト長を あらか じめ表示 する。 図中３ はレング スイン ディケ ーターで ある。  

【 ００１ ０】  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ 2 

Ｈ 2Ｏ  

【 ００１ １】  

【 発明の 効果】  

以 上 説 明 し た よ う に 本 発 明 に よ れ ば 、 電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末

等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別

す る 装 置 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を 含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ

ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離

す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ

ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 作 成 し 、 上 記 制 御 信 号 の 受 信 側 端 末 は フ ァ ク シ ミ リ 情 報 で あ

る 。  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 図１】 本発明 の一実施 例の方 式説明 図である 。   

【 図２】 従来の ＮＳＦ拡 張方法 の一例 を示す説 明図で ある。  

【 図３】 勧告Ｔ ３．０に 準拠し た説明 図である 。  

【 図４】 ＣＣＩ ＴＴにお ける標 準的な 説明図で ある。  

【 符号の 説明】   

1a  フ ラグ   

1b  ア ドレス フィール ド   

5   制御フ ィール ド   

7   信号エ リア  
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【 図１】                                 【図 ２】   

                                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               【 図３】   
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【 図４】  
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【 手続補 正書】  

【 提出日 】平成 19年 2月 25日 (2007.2.25) 

【 手続補 正１】  

【 補正対 象書類 名】明細 書  

【 補正対 象項目 名】００ ０２  

【 補正方 法】変 更  

【 補正の 内容】  

【 ０００ ２】  

【 従来の 技術】  

従 来、電 話網を 介して・ ・・・ ・・（ 途中省略 ）適用 されて いる。  

【 手続補 正２】  

【 補正対 象書類 名】明細 書  

【 補正対 象項目 名】００ ０５   

【 補正方 法】変 更  

【 補正の 内容】  

【 ０００ ５】  

【 発明が 解決し ようとす る課題 】  

セ ン サ ３ は 入 力 位 置 Ｐ 点 を 常 に 走 査 し て お り 、 ド ラ イ バ ー ９ の 制 御 に よ っ て 走 査 し た ビ デ

オ 信 号 を 端 子 ７ か ら 出 力 す る 。 本 発 明 の 主 体 は 工 学 系 の 実 装 方 法 に あ る の で 、 電 子 、 機 構

系 の説明 は省略 すること がよい が出力 する。  
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──────────────────────────────────────────────────── 

フロントページの続き 

 

(51)Int.Cl.                                ＦＩ                                    テーマコード（参考） 

   Ｃ０７Ｋ   5/06(2006.01)                Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 

   Ａ６１Ｋ  31/66(2006.01) 
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例２－２ 公開特許公報（Ｘフォーマット）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】公開特許公報(A) 

(11)【公開番号】特開2007-123456(P2007-123456A) 

(43)【公開日】平成19年5月20日(2007.5.20) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
   Ｃ０７Ｋ   5/06     (2006.01) 
   Ａ６１Ｋ  31/66     (2006.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56    

   Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 

【審査請求】未請求 

【請求項の数】2 

【出願形態】ＯＬ 

【公開請求】 

【全頁数】6 

(21)【出願番号】特願2006-123456（P2006-123456） 

(22)【出願日】平成18年9月10日(2006.9.10) 

(62)【分割の表示】特願2004-332299（P2004-123456）の分割 

【原出願日】平成16年8月8日(2004.8.8) 

【公序良俗違反の表示】 

特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部を不掲載とする。 

【国等の委託研究の成果に係る記載事項】（出願人による申告）国等の委託研究成果に係る特許出願（平成○○年度○○

省、○○委託研究、産業再生法第３０条の適用を受けるもの） 

(71)【出願人】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】特実  花子 

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(74)【代理人】 

【識別番号】234567891 

【弁護士】 

【氏名又は名称】代理 次郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【テーマコード（参考）】 

２Ｅ１１０ 

３Ｂ００５ 

【Ｆターム（参考）】 

2E110AA26  

2E110AA57  

2E110AB04  

2E110AB22  

2E110AB23  

2E110BA03  

2E110BA12  

2E110BB03  
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2E110BB22 

2E110EA09  

2E110GA03W 

2E110GA32W 

2E110GA33X 

2E110GB42W 

2E110GB54W 

3B005EA06  

3B005EB01  

3B005EB05  

3B005EB09  

3B005FA03  

3B005FB23  

3B005FC09X 

3B005FC09Z 

3B005GA02  

3B005GA04  

(57)【要約】 

【目的】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【構成】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御

信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御信

号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを複数

のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装

置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニーク

コードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメントされ

るので、ハードウェア上の負担にはならない。 

2007123456.tif 000002 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法。 

【発明の詳細な説明】 

【０００１】 

【産業上の利用分野】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。 

【化１】 

2007123456.tif 000003 

【０００２】 

【従来の技術】 

従来、電話網を介して通信を行うファクシミリ装置においては、相互通信を可能とするため、国際電信電話諮問委員会（

以後ＣＣＩＴＴと記述する）において、電信制御手順の標準化が行われ、一般電話交換網における文書伝送用ファクシミ

リ伝送手順として勧告化（以後勧告Ｔ．３０と記述する）されている。この勧告Ｔ．３０の中で、データモデムを用い、

制御信号の送受信を行うバイナリー手順は冗長度抑圧号化処理を行うグループ３ファクシミリ装置に広く適用されてい

る。 

【０００３】 

このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、デイジタル識別信号（ＤＩＳ信号と称されている）を用いて、国際

的な標準化されているファクシミリ端末パラメータ、例えば通信速度、解像度、符号化方式、原稿サイズ等を相手端末に

通知する方法が規定されている。 

【０００４】 

さらに、Ｔ．３０には標準的な端末パラメータの他に、非標準の端末パラメータについても非標準ファシリティ制御信号

（ＮＳＦ信号と呼ぶ）を用いて通知することも規定されている。 

【０００５】 

【発明が解決しようとする課題】 

一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新し

い端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。 
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【０００６】 

【課題を解決するための手段】 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々

の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連

続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用

する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

【０００７】 

【実施例】 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

【０００８】 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か

「０」で拡張するか否かを判断させる。 

【０００９】 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。

図中３はレングスインディケーターである。 

【００１０】 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ2 

Ｈ2Ｏ 

【００１１】 

【発明の効果】 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の

端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端

末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離する

ファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成

し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【図面の簡単な説明】 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。  

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

【符号の説明】  

1a  フラグ  

1b  アドレスフィールド  

5   制御フィールド  

7   信号エリア 

【図１】 

2007123456.tif 000004 

【図２】 

2007123456.tif 000005 

【図３】 

2007123456.tif 000006 

【図４】 

2007123456.tif 000007 

【手続補正書】 

【提出日】平成19年2月25日(2007.2.25) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】明細書 

【補正対象項目名】０００２ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【０００２】 

【従来の技術】 

従来、電話網を介して・・・・・・適用されている。 

【手続補正２】 

【補正対象書類名】明細書 

【補正対象項目名】０００５ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【０００５】 

【発明が解決しようとする課題】 
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センサ３は入力位置Ｐ点を常に走査しており、ドライバー９の制御によって走査したビデオ信号を端子７から出力する。

本発明の主体は工学系の実装方法にあるので、電子、機構系の説明は省略することがよいが出力する。 
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例２－３ 公開特許公報（Ｘフォーマット）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-a.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PUBLISHED PATENT/UTILITY MODEL APPLICATION 1.0//EN " "../

../../../../DTD/gat-a.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="A" kind-of-st16="A" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="htt

p://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2007123456</doc-number> 

        <kind>公開特許公報(A)</kind> 

        <date>20070520</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2006123456</doc-number> 

        <date>20060910</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>特実 花子</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区霞が関４－２－１</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant>  

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

          <agent sequence="2" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 次郎</name> 

              <registered-number>234567891</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:lawyer/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 
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    </parties> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      <unlinked-indexing-code>C07K   5/06        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

      <unlinked-indexing-code>A61K  31/66        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      <unlinked-indexing-code jp:facet="ABJ">C07K5:06 E</unlinked-indexing-code> 

    </classification-national> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <figure-to-publish> 

      <fig-number>1</fig-number> 

    </figure-to-publish> 

    <related-documents> 

      <division jp:kind="patent"> 

        <relation> 

          <parent-doc> 

            <document-id> 

              <doc-number>2004332299</doc-number> 

              <date>20040808</date> 

            </document-id> 

          </parent-doc> 

        </relation> 

      </division> 

    </related-documents> 

    <jp:request-for-examination true-or-false="false"/> 

    <jp:filing-form>ＯＬ</jp:filing-form> 

    <jp:request-open-application/> 

    <jp:total-pages>6</jp:total-pages> 

    <jp:article-of-public-order-and-morality> 

      <jp:content-of-public-order-and-morality>特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部を

不掲載とする。</jp:content-of-public-order-and-morality> 

    </jp:article-of-public-order-and-morality> 

    <jp:article-of-industrial-revitalizing-law>（出願人による申告）国等の委託研究成果に係る特許出願（平成○

○年度○○省、○○委託研究、産業再生法第３０条の適用を受けるもの）</jp:article-of-industrial-revitalizing-l

aw> 

    <jp:theme-code-info> 

      <jp:theme-code>2E110</jp:theme-code> 

      <jp:theme-code>3B005</jp:theme-code> 

    </jp:theme-code-info> 

    <jp:f-term-info> 

      <jp:f-term>2E110AA26</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AA57</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB04</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA12</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB03</jp:f-term> 
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      <jp:f-term>2E110BB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110EA09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA03W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA32W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA33X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB42W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB54W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EA06</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB01</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB05</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09Z</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA02</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA04</jp:f-term> 

    </jp:f-term-info> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="2007123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <jp:image-of-chosen-drawing> 

    <img id="000002" he="95" wi="70" file="2007123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-chosen-drawing> 

  <description> 

    <p num="">【０００１】<br/>【産業上の利用分野】<br/>本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容

易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。<br/> 

【化１】<br/> 

      <img id="000003" he="150" wi="150" file="2007123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

【０００２】<br/>【従来の技術】<br/>従来、電話網を介して通信を行うファクシミリ装置においては、相互通信を可

能とするため、国際電信電話諮問委員会（以後ＣＣＩＴＴと記述する）において、電信制御手順の標準化が行われ、一

般電話交換網における文書伝送用ファクシミリ伝送手順として勧告化（以後勧告Ｔ．３０と記述する）されている。こ

の勧告Ｔ．３０の中で、データモデムを用い、制御信号の送受信を行うバイナリー手順は冗長度抑圧号化処理を行うグ

ループ３ファクシミリ装置に広く適用されている。<br/> 

【０００３】<br/>このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、<b>デイジタル識別信号</b>（ＤＩＳ信号と称

されている）を用いて、国際的な標準化されているファクシミリ端末パラメータ、例えば通信速度、解像度、符号化方

式、原稿サイズ等を相手端末に通知する方法が規定されている。<br/> 

【０００４】<br/>さらに、Ｔ．３０には標準的な端末パラメータの他に、非標準の端末パラメータについても非標準フ

ァシリティ制御信号（ＮＳＦ信号と呼ぶ）を用いて通知することも規定されている。<br/> 

【０００５】<br/>【発明が解決しようとする課題】<br/>一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多

機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新

規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。<br/> 

【０００６】<br/>【課題を解決するための手段】<br/>その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グ

ループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、

国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号

を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを

拡張させることが考えられる。<br/> 

【０００７】<br/>【実施例】<br/>ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。<br/> 

【０００８】<br/>方法１：第１図1ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそ

のビットの「１」か「０」で拡張するか否かを判断させる。<br/> 

【０００９】<br/>方法２：第１図1ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあ

らかじめ表示する。図中３はレングスインディケーターである。<br/> 

【００１０】<br/> 

<u style="single">Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/>Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/>Ｈ<sub>2</sub>Ｏ<br/> 

【００１１】<br/>【発明の効果】<br/>以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファク

シミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において

、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールド

に分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コード

を挿入してファクシミリ情報フィールドを作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。<br/> 

【図面の簡単な説明】<br/> 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。<br/> 
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【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。<br/> 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。<br/> 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。<br/> 

【符号の説明】<br/>1a  フラグ<br/>1b  アドレスフィールド<br/>5   制御フィールド<br/>7   信号エリア 

</p> 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <abstract> 

      <p num="">【目的】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容

易にする。<br/>【構成】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末

１ａ、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を

分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィール

ドを作成する。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミ

リ情報フィールドを複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメ

ータの内容を検出する。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを

分離する。送信側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用

メモリにインプリメントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。</p> 

  </abstract> 

  <drawings> 

    <figure num="1"> 

      <img id="000004" he="50" wi="100" file="2007123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="2"> 

      <img id="000005" he="50" wi="100" file="2007123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="3"> 

      <img id="000006" he="50" wi="100" file="2007123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="4"> 

      <img id="000007" he="50" wi="100" file="2007123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings> 

  <jp:written-amendment-group> 

    <jp:written-amendment kind="amendment"> 

      <date>20070225</date> 

      <jp:amendment-article> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="1"> 

          <jp:document-code>A16330</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>０００２</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="description" jp:kind-of-law="patent"> 

            <p num="">【０００２】<br/>【従来の技術】<br/>従来、電話網を介して・・・・・・適用されている。 

</p> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="2"> 

          <jp:document-code>A16330</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>０００５</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="description" jp:kind-of-law="patent"> 
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            <p num="">【０００５】<br/>【発明が解決しようとする課題】<br/>センサ３は入力位置Ｐ点を常に走査

しており、ドライバー９の制御によって走査したビデオ信号を端子７から出力する。本発明の主体は工学系の実装方法

にあるので、電子、機構系の説明は省略することがよいが出力する。</p> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

      </jp:amendment-article> 

    </jp:written-amendment> 

  </jp:written-amendment-group> 

  <jp:overflow> 

    <p num=""> 

(51)Int.Cl.               ＦＩ                                    テーマコード（参考）<br/> 

<i>   Ｃ０７Ｋ   5/06(2006.01) </i>         Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ<br/> 

<i>   Ａ６１Ｋ  31/66(2006.01) </i> 

    </p> 

  </jp:overflow> 

</jp-official-gazette> 
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例３－１ 公開特許公報（未公開特許公報発行後）【標準レイアウト】 

 

JP  2019-123456  A  2019.5.19 

 

(19)日本国特許庁(JP)     (12)公 開 特 許 公 報(A)              (11)特許出願公開番号 

                                               特開2019-123456 
(P2019-123456A) 

(43)公開日 令和1年5月19日(2019.5.19) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）    

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ        ２Ｃ０３２ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)          Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ          

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ      

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ   

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)          Ｇ０１Ｂ   34:56 

                     審査請求 有  請求項の数 2  ＯＬ  外国語出願  公開請求  （全 2 頁）  

(21)出願番号    特願2018-123456 

(22)出願日     平成30年9月16日(2018.9.16) 

(11)特許番号    特許第2900001号(P2900001) 

(45)特許公報発行日 平成31年1月27日(2019.1.27) 

(31)優先権主張番号  83304359.9 

(32)優先日      平成29年11月12日(2017.11.12) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  フランス(FR) 

 

特許法第３０条第１項適用申請有り 平成２８年１０月

２３日付画像工学会研究専門委員会主催の２０１６年度

画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ９８）において文書

をもって発表 

 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部

または全部を不掲載とする。 

(71)出願人  290001111 

            出願 太郎 

            東京都千代田区内幸町７丁目７番７号 

(74)代理人 123456789 

            弁理士 代理 太郎 

(72)発明者 発明 太郎 

      神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

Ｆターム（参考）2C032 AA26  AA57                    

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、 

ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法に

おいて、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ

、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複

数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報

フィールドを作成する。制御信号の受信端末７はファク

シミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出

し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサブフィール

ドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し

相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入し

て可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニー

クコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の

制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメ

ントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。 
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(2)            JP  2019-123456  A  2019.5.19 

 

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離 す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ

ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド 内 の 上 記 特

定 の 識 別 コ ー ド を 検 出 し 、 該 フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の 情 報 の 内 容 を 解 析 し 相 手 端 末

の 端 末 パ ラ メ ー タ の 内 容 を 検 出 す る こ と を 特 徴 と す る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 識 別 方

式 。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法・ ・・・ ・・。  

【 発明の 詳細な 説明】  

【 技術分 野】  

【 ０００ １】  

本 発 明 は 簡 単 に し て 、 装 置 機 能 の パ ラ メ ー タ の 拡 張 が 容 易 な フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ

識 別方式 に関す るもので ある。  

      ・ 

      ・ 

      ・ 

     （以下省略） 
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例３－２ 公開特許公報（未公開特許公報発行後）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】公開特許公報(A) 

(11)【公開番号】特開2019-123456(P2019-123456A) 

(43)【公開日】令和1年5月19日(2019.5.19) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56    

【審査請求】有 

【請求項の数】2 

【出願形態】ＯＬ 

【外国語出願】 

【公開請求】 

【全頁数】2 

(21)【出願番号】特願2018-123456 

(22)【出願日】平成30年9月16日(2018.9.16) 

(11)【特許番号】特許第2900001号(P2900001) 

(45)【特許公報発行日】平成31年1月27日(2019.1.27) 

(31)【優先権主張番号】83304359.9 

(32)【優先日】平成29年11月12日(2017.11.12) 

(33)【優先権主張国・地域又は機関】フランス(FR) 

【新規性喪失の例外の表示】特許法第３０条第１項適用申請有り 平成２８年１０月２３日付画像工学会研究専門委員会主

催の２０１６年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ９８）において文書をもって発表 

【公序良俗違反の表示】 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部または全部を不掲載とする。 

 (71)【出願人】 

【識別番号】290001111 

【氏名又は名称】出願 太郎 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町７丁目７番７号 

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【テーマコード（参考）】 

２Ｃ０３２ 

【Ｆターム（参考）】 

2C032AA26 

2C032AA57 

 (57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制

御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御信号

の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサ

ブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは

端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメントされるので、ハー

ドウェア上の負担にはならない。 

2019123456.tif 000002 

-83-



【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末

パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィー

ルドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情

報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメ

ータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】  

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。  

   ・ 

   ・ 

   ・ 

 (以下省略) 
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例３－３ 公開特許公報（未公開特許公報発行後）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-a.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PUBLISHED PATENT/UTILITY MODEL APPLICATION 1.0//EN " "../

../../../../DTD/gat-a.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="A" kind-of-st16="A" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="htt

p://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2019123456</doc-number> 

        <kind>公開特許公報(A)</kind> 

        <date>20190519</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2018123456</doc-number> 

        <date>20180916</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>出願 太郎</name> 

              <registered-number>290001111</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸町７丁目７番７号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant>  

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <priority-claims> 

      <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 

        <country>FR</country> 

        <doc-number>83304359.9</doc-number> 

        <date>20171112</date> 

      </priority-claim> 
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    </priority-claims> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant jp:kind="patent"> 

        <document-id> 

          <doc-number>2900001</doc-number> 

          <date>20190127</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 

    </dates-of-public-availability> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <figure-to-publish> 

      <fig-number>1</fig-number> 

    </figure-to-publish> 

    <jp:request-for-examination true-or-false="true"/> 

    <jp:filing-form>ＯＬ</jp:filing-form> 

    <jp:application-in-foreign-language/> 

    <jp:request-open-application/> 

    <jp:total-pages>2</jp:total-pages> 

    <jp:article-of-lack-of-novelty> 

      <lack-of-novelty sequence="1"> 

        <dtext>特許法第３０条第１項適用申請有り 平成２８年１０月２３日付画像工学会研究専門委員会主催の２０

１６年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ９８）において文書をもって発表</dtext> 

      </lack-of-novelty> 

    </jp:article-of-lack-of-novelty> 

    <jp:article-of-public-order-and-morality> 

      <jp:content-of-public-order-and-morality>特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部または全部

を不掲載とする。</jp:content-of-public-order-and-morality> 

    </jp:article-of-public-order-and-morality> 

    <jp:theme-code-info> 

      <jp:theme-code>2C032</jp:theme-code> 

    </jp:theme-code-info> 

    <jp:f-term-info> 

      <jp:f-term>2C032AA26</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2C032AA57</jp:f-term> 

    </jp:f-term-info> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <jp:image-of-chosen-drawing> 

    <img id="000002" he="95" wi="70" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-chosen-drawing> 

  <jp:abstract-correction/> 
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  <description> 

    <technical-field> 

      <p num="0001">本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方

式に関するものである。</p> 

    </technical-field> 

  </description> 

      ・ 

      ・ 

    （途中省略） 

      ・ 

      ・ 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <abstract> 

    <p num="">【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易

にする。<br/>【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端

末１ａ、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィー

ルドを作成する。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシ

ミリ情報フィールドを複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラ

メータの内容を検出する。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータ

を分離する。送信側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専

用メモリにインプリメントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。</p> 

  </abstract> 

</jp-official-gazette> 
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例４－１ 公開特許公報（実用新案登録に基づく特許出願の公開）【標準レイアウト】 

 

JP  2019-123456  A  2019.12.15 

 

(19)日本国特許庁(JP)     (12)公 開 特 許 公 報(A)              (11)特許出願公開番号 

                                               特開2019-123456 
(P2019-123456A) 

(43)公開日 令和1年12月15日(2019.12.15) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）    

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ        ２Ｅ１１０ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)           Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ         ３Ｂ００５ 

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ      

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ   

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)          Ｇ０１Ｂ   34:56 

                     審査請求 有  請求項の数 2  ＯＬ  外国語出願  公開請求  （全 7 頁）  最終頁に続く  

(21)出願番号    特願2019-123456(P2019-123456) 

(22)出願日     令和1年9月29日(2019.9.29) 

  基礎とした実用新案登録 

        実用新案登録第3601231号 

  原出願日     平成31年4月7日(2019.4.7) 

(31)優先権主張番号  83304359.9 

(32)優先日      平成30年12月1日(2018.12.1) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  フランス(FR) 

特許法第３０条第１項適用申請有り 平成３０年１１月

１０日付画像工学会研究専門委員会主催の２０１８年度

画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ０５）において文書

をもって発表 

 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部

または全部を不掲載とする。 

(71)出願人  290001111 

パテント コーポレーション 

アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセン 

ターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ 

ビー・ボックス  クロウフォードエリア 

 コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイ 

ビルガレリアブラウンタワー１５００（無 

番地） 

日本における営業所 

東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(71)出願人  390000011 

            出願 太郎 

            東京都千代田区内幸町２４丁目２５番６号 

(74) 上記１名の代理人 123456789 

            弁理士 代理 太郎 

                   最終頁に続く 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、 

ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法に

おいて、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ

、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複

数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報

フィールドを作成する。制御信号の受信端末７はファク

シミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出

し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサブフィール

ドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し

相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入し

て可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニー

クコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の

制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメ

ントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。 

【選択図】図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6a 

6b 
2 

7 3 
4 

5 

1c 

1b 

1a 

-88-



(2)            JP  2019-123456  A  2019.12.15 

 

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離 す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ

ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド 内 の 上 記 特

定 の 識 別 コ ー ド を 検 出 し 、 該 フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の 情 報 の 内 容 を 解 析 し 相 手 端 末

の 端 末 パ ラ メ ー タ の 内 容 を 検 出 す る こ と を 特 徴 と す る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 識 別 方

式 。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法・ ・・・ ・・。  

      ・ 

      ・ 

      ・ 

      ・ 

（以下、通常の公開公報と同内容が続く） 
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例４－２ 公開特許公報（実用新案登録に基づく特許出願の公開）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】公開特許公報(A) 

(11)【公開番号】特開2019-123456(P2019-123456A) 

(43)【公開日】令和1年12月15日(2019.12.15) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
   Ｃ０７Ｋ   5/06     (2006.01) 
   Ａ６１Ｋ  31/66     (2006.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56    

   Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 

【審査請求】有 

【請求項の数】2 

【出願形態】ＯＬ 

【外国語出願】 

【公開請求】 

【全頁数】7 

(21)【出願番号】特願2019-123456(P2019-123456) 

(22)【出願日】令和1年9月29日(2019.9.29) 

【基礎とした実用新案登録】実用新案登録第3601231号 

【原出願日】平成31年4月7日(2019.4.7) 

(31)【優先権主張番号】83304359.9 

(32)【優先日】平成30年12月1日(2018.12.1) 

(33)【優先権主張国・地域又は機関】フランス(FR) 

【新規性喪失の例外の表示】特許法第３０条第１項適用申請有り 平成３０年１１月１０日付画像工学会研究専門委員会主

催の２０１８年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ０６）において文書をもって発表 

【公序良俗違反の表示】 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部または全部を不掲載とする。 

特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部を不掲載とする。 

（特許庁注：以下のものは登録商標） 

１．テフロン 

２．ＥＸＣＥＬ 

【国等の委託研究の成果に係る記載事項】（出願人による申告）国等の委託研究成果に係る特許出願（平成○○年度○○省

、○○委託研究、産業再生法第３０条の適用を受けるもの） 

(71)【出願人】 

【識別番号】290001111 

【氏名又は名称】パテント コーポレーション 

【住所又は居所】アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセンターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ビー・ボックス  

クロウフォードエリア コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイビルガレリアブラウンタワー１５００（無番地） 

【日本における営業所】東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(71)【出願人】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】出願 太郎 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町２４丁目２５番６号 

(74)【上記１名の代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(74)【代理人】 

【識別番号】987654321 

【弁護士】 

【氏名又は名称】代理 次郎 
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(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【テーマコード（参考）】 

２Ｅ１１０ 

３Ｂ００５ 

【Ｆターム（参考）】 

2E110AA26 

2E110AA57 

2E110AB04 

2E110AB22 

2E110AB23 

2E110BA03 

2E110BA12 

2E110BB03 

2E110BB22 

2E110EA09 

2E110GA03W 

2E110GA32W 

2E110GA33X 

2E110GB42W 

2E110GB54W 

3B005EA06 

3B005EB01 

3B005EB05 

3B005EB09 

3B005FA03 

3B005FB23 

3B005FC09X 

3B005FC09Z 

3B005GA02 

3B005GA04  

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制

御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御信号

の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサ

ブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは

端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメントされるので、ハー

ドウェア上の負担にはならない。 

【選択図】図１ 

2019123456.tif 000002 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末

パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィー

ルドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情

報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメ

ータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

・ 

・ 

・ 

（以下、通常の公開公報と同内容が続く）  
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例４－３ 公開特許公報（実用新案登録に基づく特許出願の公開）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-a.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PUBLISHED PATENT/UTILITY MODEL APPLICATION 1.0//EN" "../.

./../../../DTD/gat-a.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="A" kind-of-st16="A" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="htt

p://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2019123456</doc-number> 

        <kind>公開特許公報(A)</kind> 

        <date>20191215</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2019123456</doc-number> 

        <date>20190929</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>パテント コーポレーション</name> 

              <registered-number>290001111</registered-number> 

              <address> 

                <text>アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセンターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ビー・ボ

ックス  クロウフォードエリア コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイビルガレリアブラウンタワー１５００（無

番地）</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

            <jp:office-in-japan>東京都千代田区内幸町４丁目５番６号</jp:office-in-japan> 

          </applicant> 

        </jp:applicants-agents> 

        <jp:applicants-agents sequence="2"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>出願 太郎</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸町２４丁目２５番６号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <agent sequence="1" jp:kind="representative" jp:number-of-other-applicants="1"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

          <agent sequence="2" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 次郎</name> 

              <registered-number>987654321</registered-number> 

            </addressbook> 
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            <jp:lawyer/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <priority-claims> 

      <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 

        <country>FR</country> 

        <doc-number>83304359.9</doc-number> 

        <date>20181201</date> 

      </priority-claim> 

    </priority-claims> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      <unlinked-indexing-code>C07K   5/06        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

      <unlinked-indexing-code>A61K  31/66        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      <unlinked-indexing-code jp:facet="ABJ">C07K5:06 E</unlinked-indexing-code> 

    </classification-national> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <figure-to-publish> 

      <fig-number>1</fig-number> 

    </figure-to-publish> 

    <related-documents> 

     <jp:change-of-utility> 

        <relation> 

          <parent-doc> 

            <document-id> 

              <doc-number>3601231</doc-number> 

              <date>20190407</date> 

            </document-id> 

          </parent-doc> 

        </relation> 

     </jp:change-of-utility> 

    </related-documents> 

    <jp:request-for-examination true-or-false="true"/> 

    <jp:filing-form>ＯＬ</jp:filing-form> 

    <jp:application-in-foreign-language/> 
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    <jp:request-open-application/> 

    <jp:total-pages>7</jp:total-pages> 

    <jp:article-of-lack-of-novelty> 

      <lack-of-novelty sequence="1"> 

        <dtext>特許法第３０条第１項適用申請有り 平成３０年１１月１０日付画像工学会研究専門委員会主催の２０

１８年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ０６）において文書をもって発表</dtext> 

      </lack-of-novelty> 

    </jp:article-of-lack-of-novelty> 

    <jp:article-of-public-order-and-morality> 

      <jp:content-of-public-order-and-morality>特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部または全部

を不掲載とする。</jp:content-of-public-order-and-morality> 

      <jp:content-of-public-order-and-morality>特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部を

不掲載とする。</jp:content-of-public-order-and-morality> 

      <jp:unapproved-use-of-trademark> 

        <jp:trademark>１．テフロン</jp:trademark> 

        <jp:trademark>２．ＥＸＣＥＬ</jp:trademark> 

      </jp:unapproved-use-of-trademark> 

    </jp:article-of-public-order-and-morality> 

    <jp:article-of-industrial-revitalizing-law>（出願人による申告）国等の委託研究成果に係る特許出願（平成○

○年度○○省、○○委託研究、産業再生法第３０条の適用を受けるもの）</jp:article-of-industrial-revitalizing-l

aw> 

    <jp:theme-code-info> 

      <jp:theme-code>2E110</jp:theme-code> 

      <jp:theme-code>3B005</jp:theme-code> 

    </jp:theme-code-info> 

    <jp:f-term-info> 

      <jp:f-term>2E110AA26</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AA57</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB04</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA12</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110EA09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA03W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA32W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA33X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB42W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB54W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EA06</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB01</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB05</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09Z</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA02</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA04</jp:f-term> 

    </jp:f-term-info> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <jp:image-of-chosen-drawing> 

    <img id="000002" he="95" wi="70" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-chosen-drawing> 

  <jp:abstract-correction/> 
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              ・ 

              ・ 

              ・ 

          (途中省略) 

              ・ 

              ・ 

              ・ 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <abstract> 

    <p num="">【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易

にする。<br/>【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端

末１ａ、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィー

ルドを作成する。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシ

ミリ情報フィールドを複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラ

メータの内容を検出する。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータ

を分離する。送信側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専

用メモリにインプリメントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。<br/>【選択図】図１</p> 

  </abstract> 

  <drawings> 

    <figure num="1"> 

      <img id="000005" he="50" wi="100" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="2"> 

      <img id="000006" he="50" wi="100" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="3"> 

      <img id="000007" he="50" wi="100" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="4"> 

      <img id="000008" he="50" wi="100" file="2019123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings> 

  <jp:reference-file-article> 

    <jp:reference-file-group> 

      <heading>配列表</heading> 

      <jp:reference-file kind="sequence-listing" file="2019123456000001.app "/>  

    </jp:reference-file-group> 

  </jp:reference-file-article> 

  <jp:written-amendment-group> 

    <jp:written-amendment kind="amendment"> 

      <date>20000225</date> 

      <jp:amendment-article> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="1"> 

          <jp:document-code>A16330</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>０００１</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="description" jp:kind-of-law="patent"> 

            <p num="0001">・・・・・・</p> 

          </jp:contents-of-amendment> 
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        </jp:amendment-group> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="2"> 

          <jp:document-code>A16333</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>請求項１</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="claims" jp:kind-of-law="patent"> 

            <claim num="1"> 

              <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パ

ラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は

該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するフ

ァクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記

特定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を

検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

            </claim> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

      </jp:amendment-article> 

    </jp:written-amendment> 

  </jp:written-amendment-group> 

  <jp:overflow> 

    <p num=""> 

(51)Int.Cl.               ＦＩ                                    テーマコード（参考）<br/> 

<i>   Ｃ０７Ｋ   5/06(2006.01) </i>         Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ<br/> 

<i>   Ａ６１Ｋ  31/66(2006.01) </i> 

<br/> 

特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部を不掲載とする。<br/> 

（特許庁注：以下のものは登録商標）<br/> 

１．テフロン<br/> 

２．ＥＸＣＥＬ<br/> 

<br/> 

（出願人による申告）国等の委託研究の成果に係る特許出願（平成○○年度、○○省、○○委託研究、産業再生法３<br

/>０条の適用を受けるもの）<br/> 

<br/> 

(74)代理人  987654321<br/> 

            弁護士 代理 次郎<br/> 

(72)発明者 発明 太郎<br/> 

            神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地<br/> 

<br/> 

Ｆターム（参考）2E110 AA26  AA57  AB04  AB22  AB23  BA03  BA12  BB03  BB22  EA09<br/> 

                      GA03W GA32W GA33X GB42W GB54W<br/> 

                3B005 EA06  EB01  EB05  EB09  FA03  FB23  FC09X FC09Z GA02  GA04<br/> 

    </p> 

  </jp:overflow> 

  <jp:foreign-language-body dtd-version="1.0" lang="en"> 

    <jp:foreign-language-description> 

      <doc-page file="2019123456000002.pdf" type="pdf" wi="170" he="262"/> 

    </jp:foreign-language-description> 

    <jp:foreign-language-claims> 

      <doc-page file="2019123456000003.pdf" type="pdf" wi="170" he="262"/> 

    </jp:foreign-language-claims> 

    <jp:foreign-language-abstract> 

      <doc-page file="2019123456000004.pdf" type="pdf" wi="170" he="262"/> 

    </jp:foreign-language-abstract> 

    <jp:foreign-language-drawings> 

      <doc-page file="2019123456000005.pdf" type="pdf" wi="170" he="262"/> 

    </jp:foreign-language-drawings> 

  </jp:foreign-language-body> 

</jp-official-gazette> 
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例５－１ 公開特許公報関連の補正公報【標準レイアウト】 

 

JP  2018-123456  A5  2020.1.12 

 

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和2年1月12日(2020.1.12) 

 

【公開番号】特開2018-123456(P2018-123456A) 

【公開日】平成30年2月11日(2018.2.11) 

【年通号数】公開特許公報2018-012 

【出願番号】特願2016-123456(P2016-123456) 

【国際特許分類】 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

  Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

   Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

   Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.03) 

   Ｇ０１Ｂ 34/56     (2007.01) 

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 

 

【手続補正書】 

【提出日】平成31年1月20日(2019.1.20) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】明細書 

【補正対象項目名】０００４ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【０００４】 

一般文書の任意の一部を入力する用途において、この点は入力操作性に関して大きな障害  

であり、具体的には必要な情報の左右が欠落したりするなどの問題があった。 

【手続補正２】 

【補正対象書類名】図面 

【補正対象項目名】図２ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【図２】 
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例５－２ 公開特許公報関連の補正公報【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和2年1月12日(2020.1.12) 

 

【公開番号】特開2018-123456(P2018-123456A) 

【公開日】平成30年2月11日(2018.2.11) 

【年通号数】公開特許公報2018-012 

【出願番号】特願2016-123456(P2016-123456) 

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

 

【手続補正書】 

【提出日】平成31年1月20日(2019.1.20) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】明細書 

【補正対象項目名】０００４ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【０００４】 

一般文書の任意の一部を入力する用途において、この点は入力操作性に関して大きな障害であり、具体的には必要な情報

の左右が欠落したりするなどの問題があった。 

【手続補正２】 

【補正対象書類名】図面 

【補正対象項目名】図２ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【図２】 

2019123456.tif 000001 
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例５－３ 公開特許公報関連の補正公報【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-a5.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PUBLISHED PATENT/UTILITY MODEL APPLICATION AMENDMENT 1.0/

/EN" "../../../../../DTD/gat-a5.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="A5" kind-of-st16="A5" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2018123456</doc-number> 

        <kind>特許法第１７条の２の規定による補正の掲載</kind> 

        <date>20180211</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2016123456</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:corrected-publication-date>20200112</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:corrected-publication-category>第６部門第２区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:annual-serial-number>2020012</jp:annual-serial-number> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

  </jp:header> 

  <jp:written-amendment-group> 

    <jp:written-amendment kind="amendment"> 

      <date>20190120</date> 

      <jp:amendment-article> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="1"> 

          <jp:document-code>A16330</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>０００４</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="description" jp:kind-of-law="patent"> 

            <p num="0004">一般文書の任意の一部を入力する用途において、この点は入力操作性に関して大きな障害

であり、具体的には必要な情報の左右が欠落したりするなどの問題があった。</p> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="2"> 

          <jp:document-code>A16331</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>図２</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="drawings" jp:kind-of-law="patent"> 

            <figure num="2"> 
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              <img id="000001" he="50" wi="100" file="2018123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing

"/> 

            </figure> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

      </jp:amendment-article> 

    </jp:written-amendment> 

  </jp:written-amendment-group> 

</jp-official-gazette> 

 

-100-



例６－１ 公開特許公報関連の訂正公報（錯誤による取消）【標準レイアウト】 

 

JP  2019-123456  A6  2019.10.6 

 

【 公 報 種 別 】 公 開 特 許 公 報 の 訂 正  

【 部 門 区 分 】 第 ６ 部 門 第 ２ 区 分  

【 発 行 日 】 令 和 1年 10月 6日 (2019.10.6) 

 

【 公 開 番 号 】 特 開 2019-123456(P2019-123456A) 

【 公 開 日 】 令 和 1年 6月 15日 (2019.6.15) 

【 年 通 号 数 】 公 開 ・ 登 録 公 報 2019-346 

【 出 願 番 号 】 特 願 2017-161234(P2017-161234) 

【 訂 正 要 旨 】 錯 誤 に よ り 取 消 す 。   

【国際特許分類】 

 Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 34/56     (2007.01)     

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 
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例６－２ 公開特許公報関連の訂正公報（錯誤による取消）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】公開特許公報の訂正 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

 

【公開番号】特開2019-123456(P2019-123456A) 

【公開日】令和1年6月15日(2019.6.15) 

【年通号数】公開・登録公報2019-346 

【出願番号】特願2017-161234(P2017-161234) 

【訂正要旨】錯誤により取消す。  

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   
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例６－３ 公開特許公報関連の訂正公報（錯誤による取消）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-a6.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PUBLISHED PATENT/UTILITY MODEL APPLICATION CORRECTION 1.0

//EN" "../../../../../DTD/gat-a6.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="A6" kind-of-st16="A6" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2019123456</doc-number> 

        <kind>公開特許公報の訂正</kind> 

        <date>20190615</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2017161234</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:corrected-publication-date>20191006</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:corrected-publication-category>第６部門第２区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:annual-serial-number>2019346</jp:annual-serial-number> 

    <jp:gist-of-correction>錯誤により取消す。</jp:gist-of-correction> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

  </jp:header> 

</jp-official-gazette> 

 

-103-



 

 

例７－１ 公開特許公報関連の訂正公報（全文訂正）（訂正元ＩＰＣ８版）【標準レイアウト】 

 

JP  2018-123456  A6  2019.10.6 

 

【 公 報 種 別 】 公 開 特 許 公 報 の 訂 正  

【 部 門 区 分 】 第 ６ 部 門 第 ２ 区 分  

【 発 行 日 】 令 和 1年 10月 6日 (2019.10.6) 

 

【 公 開 番 号 】 特 開 2019-123456(P2019-123456A) 

【 公 開 日 】 令 和 1年 5月 19日 (2019.5.19) 

【 出 願 番 号 】 特願2018-123456 

【 訂 正 要 旨 】 特 許 請 求 の 範 囲 誤 載 に よ り 下 記 の と お り 全 文 を 訂 正 す る 。  

【国際特許分類】 

 Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 34/56     (2007.01)     

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 

【 記 】 別 紙 の と お り  
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(2)          JP  2018-123456  A6  2019.10.6 

 

(19)日本国特許庁(JP)     (12)公 開 特 許 公 報(A)              (11)特許出願公開番号 

                                               特開2019123456 
(P2019123456A) 

(43)公開日 令和1年5月19日(2019.5.19) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）    

   Ｇ０１Ｂ  12/345(2006.01)               Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ        ２Ｅ１１０ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87 (2006.01)             Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ         ３Ｂ００５ 

 Ｇ０１Ｂ  67/89 (2006.03)               Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345(2006.03)               Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56 (2007.01)            Ｇ０１Ｂ   34:56 

                     審査請求 有  請求項の数 2  ＯＬ  外国語出願  公開請求  （全 7 頁）  最終頁に続く 

(21)出願番号    特願2018-123456 

(22)出願日     平成30年9月16日(2018.9.16) 

(31)優先権主張番号  83304359.9 

(32)優先日      平成29年11月12日(2017.11.12) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  フランス(FR) 

 

特許法第３０条第１項適用申請有り 平成３０年７月２

１日付画像工学会研究専門委員会主催の２０１８年度画

像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ０５）において文書を

もって発表 

 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部

または全部を不掲載とする。 

 

 

(71)出願人  390001111 

       パテント コーポレーション 

アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセン 

ターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ 

ビー・ボックス  クロウフォードエリア 

 コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイ 

ビルガレリアブラウンタワー１５００（無 

番地） 

日本における営業所 

東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(71)出願人  290000011 

出願 太郎 

            東京都千代田区内幸町24丁目25番26号 

(74)上記１名の代理人 123456789 

            弁理士 代理 太郎 

                   最終頁に続く 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、 

ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法に

おいて、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ

、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複

数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報

フィールドを作成する。制御信号の受信端末７はファク

シミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出

し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサブフィール

ドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し

相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入し

て可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニー

クコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の

制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメ

ントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。 
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(3)              JP  2018-123456  A6  2019.10.6 

 

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線を 用 いて 相 互通 信 を 行う フ ァク シ ミリ 端 末 等に よ り、 相 手端 末 に 自端 末 の端 末 パラ

メ ー タ を通 知 し、 通 信時 の 端 末パ ラ メー タ を識 別 す る方 法 にお い て、 端 末 パラ メ ータ を 含む

制 御 信 号の 送 信側 端 末は 該 制 御信 号 のフ ァ クシ ミ リ 情報 フ ィー ル ドを 、 複 数の サ ブフ ィ ール

ド に 分 離し 、 各サ ブ フィ ー ル ドの 情 報を 分 離す る フ ァク シ ミリ 情 報フ ィ ー ルド の デー タ 中に

は 現 れ ない 特 定の 識 別コ ー ド を挿 入 して フ ァク シ ミ リ情 報 フィ ー ルド 内 の 上記 特 定の 識 別コ

ー ド を 検出 し 、該 フ ァク シ ミ リ情 報 フィ ー ルド の 情 報の 内 容を 解 析し 相 手 端末 の 端末 パ ラメ

ー タの内 容を検 出するこ とを特 徴とす るファク シミリ 端末パ ラメータ 識別方 式。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法・ ・・・ ・・。  

     ・ 

     ・ 

     ・ 

     ・ 

 (以下 、公開 公報と 同様 の全文 訂正し た公報が 続く ) 
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例７－２ 公開特許公報関連の訂正公報（全文訂正）（訂正元ＩＰＣ８版）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】公開特許公報の訂正 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

 

【公開番号】特開2019-123456(P2019-123456A) 

【公開日】令和1年5月19日(2019.5.19) 

【出願番号】特願2018-123456 

【訂正要旨】特許請求の範囲誤載により下記のとおり全文を訂正する。 

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【記】別紙のとおり 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】公開特許公報(A) 

(11)【公開番号】特開2019-123456(P2019-123456A) 

(43)【公開日】令和1年5月19日(2019.5.19) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【審査請求】有 

【請求項の数】2 

【出願形態】ＯＬ 

【外国語出願】 

【公開請求】 

【全頁数】2 

(21)【出願番号】特願2018-123456 

(22)【出願日】平成30年9月16日(2018.9.16) 

(31)【優先権主張番号】83304359.9 

(32)【優先日】平成29年11月12日(2017.11.12) 

(33)【優先権主張国・地域又は機関】フランス(FR) 

【新規性喪失の例外の表示】特許法第３０条第１項適用申請有り 平成３０年７月２１日付画像工学会研究専門委員会主催

の２０１８年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ０５）において文書をもって発表 

【公序良俗違反の表示】 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部または全部を不掲載とする。 

特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部を不掲載とする。 

（特許庁注：以下のものは登録商標） 

１．テフロン 

２．ＥＸＣＥＬ 

【国等の委託研究の成果に係る記載事項】（出願人による申告）国等の委託研究成果に係る特許出願（平成○○年度○○省

、○○委託研究、産業再生法第３０条の適用を受けるもの） 

(71)【出願人】 

【識別番号】390001111 
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【氏名又は名称】パテント コーポレーション 

【氏名又は名称原語表記】Ｐａｔｅｎｔ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

【住所又は居所】アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセンターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ビー・ボックス  

クロウフォードエリア コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイビルガレリアブラウンタワー１５００（無番地） 

【住所又は居所原語表記】１５００ ＲｕｉＢＬＤ ＧａｒｅｌｌｉａＢｒｏｗｎ Ｔｏｗｅｒ ３５０９０ Ｐ・Ｏ・Ａ

・Ｕ・Ｂ・Ｂｏｘ ＣｒａｗｆｏｒｄＡｒｅａ Ｃｏｌｏｒａｄｏ Ｈｉｇｈ－Ｗａｙ Ｋｅｎｔｕｃｋｙ ＲｕｉＢｉｌ

ｄＣｅｎｔｅｒ Ｇａｒｄｅｎ Ｕ．Ｓ．Ａ 

【日本における営業所】東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

 (71)【出願人】 

【識別番号】290000011 

【氏名又は名称】出願 太郎 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町２４丁目２５番２６号 

 (74)【上記１名の代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(74)【代理人】 

【識別番号】987654321 

【弁護士】 

【氏名又は名称】代理 次郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【テーマコード（参考）】 

２Ｅ１１０ 

３Ｂ００５ 

【Ｆターム（参考）】 

2E110AA26 

2E110AA57 

2E110AB04 

2E110AB22 

2E110AB23 

2E110BA03 

2E110BA12 

2E110BB03 

2E110BB22 

2E110EA09 

2E110GA03W 

2E110GA32W 

2E110GA33X 

2E110GB42W 

2E110GB54W 

3B005EA06 

3B005EB01 

3B005EB05 

3B005EB09 

3B005FA03 

3B005FB23 

3B005FC09X 

3B005FC09Z 

3B005GA02 

3B005GA04  

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制

御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御信号

の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサ

ブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは

端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメントされるので、ハー

ドウェア上の負担にはならない。 

2013123456.tif 000002 
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【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末

パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィー

ルドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情

報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメ

ータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

   ・ 

   ・ 

   ・ 

(以下、公開公報と同様の全文訂正した公報が続く) 
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例７－３ 公開特許公報関連の訂正公報（全文訂正）（訂正元ＩＰＣ８版）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-a6.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PUBLISHED PATENT/UTILITY MODEL APPLICATION CORRECTION 1.0

//EN" "../../../../../DTD/gat-a6.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="A6" kind-of-st16="A6" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2019123456</doc-number> 

        <kind>公開特許公報の訂正</kind> 

        <date>20190519</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2018123456</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:corrected-publication-date>20191006</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:corrected-publication-category>第６部門第２区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:gist-of-correction>特許請求の範囲誤載により下記のとおり全文を訂正する。</jp:gist-of-correction> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <jp:article-of-correction>別紙のとおり</jp:article-of-correction> 

  </jp:header> 

  <jp:correct-official-gazette> 

    <bibliographic-data> 

      <publication-reference> 

        <document-id> 

          <country>JP</country> 

          <doc-number>2019123456</doc-number> 

          <kind>公開特許公報(A)</kind> 

          <date>20190519</date> 

        </document-id> 

      </publication-reference> 

      <application-reference> 

        <document-id> 

          <doc-number>2018123456</doc-number> 

          <date>20180916</date> 

        </document-id> 

      </application-reference> 

      <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

      <parties> 
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        <jp:applicants-agents-article> 

          <jp:applicants-agents sequence="1"> 

            <applicant sequence="1"> 

              <addressbook lang="ja"> 

                <name>パテント コーポレーション</name> 

                <registered-number>390001111</registered-number> 

                <address> 

                  <text>アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセンターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ビー・

ボックス  クロウフォードエリア コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイビルガレリアブラウンタワー１５００（

無番地）</text> 

                </address> 

              </addressbook> 

              <addressbook lang="en"> 

                <name>Ｐａｔｅｎｔ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ</name> 

                <address> 

                  <text>１５００ ＲｕｉＢＬＤ ＧａｒｅｌｌｉａＢｒｏｗｎ Ｔｏｗｅｒ ３５０９０ Ｐ・Ｏ

・Ａ・Ｕ・Ｂ・Ｂｏｘ ＣｒａｗｆｏｒｄＡｒｅａ Ｃｏｌｏｒａｄｏ Ｈｉｇｈ－Ｗａｙ Ｋｅｎｔｕｃｋｙ Ｒｕ

ｉＢｉｌｄＣｅｎｔｅｒ Ｇａｒｄｅｎ Ｕ．Ｓ．Ａ</text> 

                </address> 

              </addressbook> 

              <jp:office-in-japan>東京都千代田区内幸町４丁目５番６号</jp:office-in-japan> 

            </applicant>  

          </jp:applicants-agents> 

          <jp:applicants-agents sequence="2"> 

            <applicant sequence="1"> 

              <addressbook lang="ja"> 

                <name>出願 太郎</name> 

                <registered-number>290000011</registered-number> 

                <address> 

                  <text>東京都千代田区内幸町２４丁目２５番２６号</text> 

                </address> 

              </addressbook> 

            </applicant> 

            <agent sequence="1" jp:kind="representative" jp:number-of-other-applicants="1"> 

              <addressbook> 

                <name>代理 太郎</name> 

                <registered-number>123456789</registered-number> 

              </addressbook> 

              <jp:attorney/> 

            </agent> 

            <agent sequence="2" jp:kind="representative"> 

              <addressbook> 

                <name>代理 次郎</name> 

                <registered-number>987654321</registered-number> 

              </addressbook> 

              <jp:lawyer/> 

            </agent> 

          </jp:applicants-agents> 

        </jp:applicants-agents-article> 

        <inventors> 

          <inventor sequence="1"> 

            <addressbook> 

              <name>発明 太郎</name> 

              <address> 

                <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </inventor> 

        </inventors> 

      </parties> 

      <priority-claims> 

        <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 
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          <country>FR</country> 

          <doc-number>83304359.9</doc-number> 

          <date>20171112</date> 

        </priority-claim> 

      </priority-claims> 

      <classification-ipc> 

        <edition/> 

        <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

        <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

        <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

        <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

        <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      </classification-ipc> 

      <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      </classification-national> 

      <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

      <figure-to-publish> 

        <fig-number>1</fig-number> 

      </figure-to-publish> 

      <jp:request-for-examination true-or-false="true"/> 

      <jp:filing-form>ＯＬ</jp:filing-form> 

      <jp:application-in-foreign-language/> 

      <jp:request-open-application/> 

      <jp:total-pages>2</jp:total-pages> 

      <jp:article-of-lack-of-novelty> 

        <lack-of-novelty sequence="1"> 

          <dtext>特許法第３０条第１項適用申請有り 平成３０年７月２１日付画像工学会研究専門委員会主催の２０

１８年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ０５）において文書をもって発表</dtext> 

        </lack-of-novelty> 

      </jp:article-of-lack-of-novelty> 

      <jp:article-of-public-order-and-morality> 

        <jp:content-of-public-order-and-morality>特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部または全

部を不掲載とする。</jp:content-of-public-order-and-morality> 

        <jp:content-of-public-order-and-morality>特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部

を不掲載とする。</jp:content-of-public-order-and-morality> 

        <jp:unapproved-use-of-trademark> 

          <jp:trademark>１．テフロン</jp:trademark> 

          <jp:trademark>２．ＥＸＣＥＬ</jp:trademark> 

        </jp:unapproved-use-of-trademark> 

      </jp:article-of-public-order-and-morality> 

      <jp:article-of-industrial-revitalizing-law>（出願人による申告）国等の委託研究成果に係る特許出願（平成

○○年度○○省、○○委託研究、産業再生法第３０条の適用を受けるもの）</jp:article-of-industrial-revitalizing

-law> 

      <jp:theme-code-info> 

        <jp:theme-code>2E110</jp:theme-code> 

        <jp:theme-code>3B005</jp:theme-code> 

      </jp:theme-code-info> 

      <jp:f-term-info> 

        <jp:f-term>2E110AA26</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110AA57</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110AB04</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110AB22</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110AB23</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110BA03</jp:f-term> 
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        <jp:f-term>2E110BA12</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110BB03</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110BB22</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110EA09</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110GA03W</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110GA32W</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110GA33X</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110GB42W</jp:f-term> 

        <jp:f-term>2E110GB54W</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005EA06</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005EB01</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005EB05</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005EB09</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005FA03</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005FB23</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005FC09X</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005FC09Z</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005GA02</jp:f-term> 

        <jp:f-term>3B005GA04</jp:f-term> 

      </jp:f-term-info> 

    </bibliographic-data> 

    <jp:image-of-bibliographic-data> 

      <img id="000001" he="140" wi="160" file="2013123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </jp:image-of-bibliographic-data> 

    <jp:image-of-chosen-drawing> 

      <img id="000002" he="95" wi="70" file="2013123456.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </jp:image-of-chosen-drawing> 

    <jp:abstract-correction/> 

              ・ 

              ・ 

              ・ 

          (途中省略) 

              ・ 

              ・ 

              ・ 

    <claims> 

      <claim num="1"> 

        <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメー

タを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御

信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシ

ミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の

識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出す

ることを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

      </claim> 

      <claim num="2"> 

        <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

      </claim> 

    </claims> 

    <abstract> 

      <p num="">【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容

易にする。<br/> 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂ

は制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するフ

ァクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成す

る。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィ

ールドを複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容

を検出する。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。

送信側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにイ

ンプリメントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。</p> 

    </abstract> 

  </jp:correct-official-gazette> 

</jp-official-gazette> 
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例７－４ 公開特許公報関連の訂正公報（全文訂正）（訂正元ＩＰＣ７版）【標準レイアウト】 

 

JP  2000-123456  A6  2019.10.6 

 

【 公 報 種 別 】 公 開 特 許 公 報 の 訂 正  

【 部 門 区 分 】 第 ６ 部 門 第 ２ 区 分  

【 発 行 日 】 令 和 1年 10月 6日 (2019.10.6) 

 

【 公 開 番 号 】 特 開 2000-123456(P2000-123456A) 

【 公 開 日 】 平 成 12年 5月 20日 (2000.5.20) 

【 出 願 番 号 】 特願平11-123456 

【 訂 正 要 旨 】 特 許 請 求 の 範 囲 誤 載 に よ り 下 記 の と お り 全 文 を 訂 正 す る 。  

【国際特許分類】 

 Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 34/56     (2007.01)     

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 

【 記 】 別 紙 の と お り  
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(2)          JP  2000-123456  A6  2019.10.6 

 

(19)日本国特許庁(JP)     (12)公 開 特 許 公 報(A)              (11)特許出願公開番号 

                                               特開2000-123456 
(P2000-123456A) 

(43)公開日 平成12年5月20日(2000.5.20) 

(51)Int.Cl.７                            ＦＩ                                    テーマコード（参考）    

   Ｇ０１Ｂ  12/345                        Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ        ２Ｅ１１０ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87                       Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ         ３Ｂ００５ 

// Ｇ０１Ｂ  67/89                         Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

  (Ｇ０１Ｂ  12/345                        Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34:56   )                  Ｇ０１Ｂ   34:56 

審査請求 有  請求項の数 2  ＯＬ  外国語出願  公開請求  （全 2 頁）  最終頁に続く  

(21)出願番号    特願平11-123456 

(22)出願日     平成11年9月12日(1999.9.12) 

(31)優先権主張番号  83304359.9 

(32)優先日      平成10年11月15日(1998.11.15) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  フランス(FR) 

 

特許法第３０条第１項適用申請有り 平成１０年１０月

２５日付画像工学会研究専門委員会主催の１９９８年度

画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ９８）において文書

をもって発表 

 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部

または全部を不掲載とする。 

 

 

 

(71)出願人  390001111 

       パテント コーポレーション 

アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセン 

ターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ 

ビー・ボックス  クロウフォードエリア 

 コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイ 

ビルガレリアブラウンタワー１５００（無 

番地） 

日本における営業所 

東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(71)出願人  290000011 

出願 太郎 

            東京都千代田区内幸町24丁目25番26号 

(74)上記１名の代理人 123456789 

            弁理士 代理 太郎 

                   最終頁に続く 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、 

ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法に

おいて、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ

、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複

数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報

フィールドを作成する。制御信号の受信端末７はファク

シミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出

し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサブフィール

ドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し

相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入し

て可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニー

クコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の

制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメ

ントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6a 

6b 
2 
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4 

5 

1c 

1b 

1a 
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(3)              JP  2000-123456  A6  2019.10.6 

 

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線を 用 いて 相 互通 信 を 行う フ ァク シ ミリ 端 末 等に よ り、 相 手端 末 に 自端 末 の端 末 パラ

メ ー タ を通 知 し、 通 信時 の 端 末パ ラ メー タ を識 別 す る方 法 にお い て、 端 末 パラ メ ータ を 含む

制 御 信 号の 送 信側 端 末は 該 制 御信 号 のフ ァ クシ ミ リ 情報 フ ィー ル ドを 、 複 数の サ ブフ ィ ール

ド に 分 離し 、 各サ ブ フィ ー ル ドの 情 報を 分 離す る フ ァク シ ミリ 情 報フ ィ ー ルド の デー タ 中に

は 現 れ ない 特 定の 識 別コ ー ド を挿 入 して フ ァク シ ミ リ情 報 フィ ー ルド 内 の 上記 特 定の 識 別コ

ー ド を 検出 し 、該 フ ァク シ ミ リ情 報 フィ ー ルド の 情 報の 内 容を 解 析し 相 手 端末 の 端末 パ ラメ

ー タの内 容を検 出するこ とを特 徴とす るファク シミリ 端末パ ラメータ 識別方 式。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法・ ・・・ ・・。  

     ・ 

     ・ 

     ・ 

     ・ 

 (以下 、公開 公報と 同様 の全文 訂正し た公報が 続く ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 
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例７－５ 公開特許公報関連の訂正公報（全文訂正）（訂正元ＩＰＣ７版）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】公開特許公報の訂正 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

 

【公開番号】特開2000-123456(P2000-123456A) 

【公開日】平成12年5月20日(2000.5.20) 

【出願番号】特願平11-123456 

【訂正要旨】特許請求の範囲誤載により下記のとおり全文を訂正する。 

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【記】別紙のとおり 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】公開特許公報(A) 

(11)【公開番号】特開2000-123456(P2000-123456A) 

(43)【公開日】平成12年5月20日(2000.5.20) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類第７版】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345 

   Ｇ０２Ｃ   9/87 

// Ｇ０１Ｂ  67/89 

  (Ｇ０１Ｂ  12/345 

   Ｇ０１Ｂ  34:56   ) 

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【審査請求】有 

【請求項の数】2 

【出願形態】ＯＬ 

【外国語出願】 

【公開請求】 

【全頁数】2 

(21)【出願番号】特願平11-123456 

(22)【出願日】平成11年9月12日(1999.9.12) 

(31)【優先権主張番号】83304359.9 

(32)【優先日】平成10年11月15日(1998.11.15) 

(33)【優先権主張国・地域又は機関】フランス(FR) 

【新規性喪失の例外の表示】特許法第３０条第１項適用申請有り 平成１０年１０月２５日付画像工学会研究専門委員会主

催の１９９８年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ９８）において文書をもって発表 

【公序良俗違反の表示】 

特許法第６４条第２項第４号の規定により明細書の一部または全部を不掲載とする。 

特許法第６４条第２項第４号の規定により図面の一部または全部を不掲載とする。 

（特許庁注：以下のものは登録商標） 

１．テフロン 

２．ＥＸＣＥＬ 

【国等の委託研究の成果に係る記載事項】（出願人による申告）国等の委託研究成果に係る特許出願（平成○○年度○○省

、○○委託研究、産業再生法第３０条の適用を受けるもの） 

(71)【出願人】 

【識別番号】390001111 
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【氏名又は名称】パテント コーポレーション 

【氏名又は名称原語表記】Ｐａｔｅｎｔ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

【住所又は居所】アメリカ合衆国ケンタッキールイビルセンターガーデン ピー・オー・エー・ユー・ビー・ボックス  

クロウフォードエリア コロラドハイウェイ ３５０９０ ルイビルガレリアブラウンタワー１５００（無番地） 

【住所又は居所原語表記】１５００ ＲｕｉＢＬＤ ＧａｒｅｌｌｉａＢｒｏｗｎ Ｔｏｗｅｒ ３５０９０ Ｐ・Ｏ・Ａ

・Ｕ・Ｂ・Ｂｏｘ ＣｒａｗｆｏｒｄＡｒｅａ Ｃｏｌｏｒａｄｏ Ｈｉｇｈ－Ｗａｙ Ｋｅｎｔｕｃｋｙ ＲｕｉＢｉｌ

ｄＣｅｎｔｅｒ Ｇａｒｄｅｎ Ｕ．Ｓ．Ａ 

【日本における営業所】東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

 (71)【出願人】 

【識別番号】290000011 

【氏名又は名称】出願 太郎 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町２４丁目２５番２６号 

 (74)【上記１名の代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(74)【代理人】 

【識別番号】987654321 

【弁護士】 

【氏名又は名称】代理 次郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【テーマコード（参考）】 

２Ｅ１１０ 

３Ｂ００５ 

【Ｆターム（参考）】 

2E110AA26 

2E110AA57 

2E110AB04 

2E110AB22 

2E110AB23 

2E110BA03 

2E110BA12 

2E110BB03 

2E110BB22 

2E110EA09 

2E110GA03W 

2E110GA32W 

2E110GA33X 

2E110GB42W 

2E110GB54W 

3B005EA06 

3B005EB01 

3B005EB05 

3B005EB09 

3B005FA03 

3B005FB23 

3B005FC09X 

3B005FC09Z 

3B005GA02 

3B005GA04  

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制

御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御信号

の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサ

ブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは

端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメントされるので、ハー

ドウェア上の負担にはならない。 

2000123456.tif 000002 
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【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末

パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィー

ルドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情

報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメ

ータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

   ・ 

   ・ 

   ・ 

(以下、公開公報と同様の全文訂正した公報が続く) 
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例７－６ 公開特許公報関連の訂正公報（全文訂正）（訂正元ＩＰＣ７版）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-a6.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PUBLISHED PATENT/UTILITY MODEL APPLICATION CORRECTION 1.0

//EN" "../../../../../DTD/gat-a6.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="A6" kind-of-st16="A6" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2000123456</doc-number> 

        <kind>公開特許公報の訂正</kind> 

        <date>20000520</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>1999123456</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:corrected-publication-date>20191006</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:corrected-publication-category>第６部門第２区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:gist-of-correction>特許請求の範囲誤載により下記のとおり全文を訂正する。</jp:gist-of-correction> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120RHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120RHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315RHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313RHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128RHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <jp:article-of-correction>別紙のとおり</jp:article-of-correction> 

  </jp:header> 

  <jp:correct-official-gazette> 

    <bibliographic-data> 

      <publication-reference> 

        <document-id> 

          <country>JP</country> 

          <doc-number>2000123456</doc-number> 
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タを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御

信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシ

ミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の

識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出す

ることを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

      </claim> 

      <claim num="2"> 

        <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 
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    <abstract> 

      <p num="">【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容

易にする。<br/> 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂ

は制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するフ

ァクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成す

る。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィ

ールドを複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容

を検出する。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。

送信側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにイ

ンプリメントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。</p> 

    </abstract> 
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最終頁に続く 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【要約】   （修正有） 

ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシ

ミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末

パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御

信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィ

ールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するフ

ァクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定

の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを

作成する。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フ

ィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシ

ミリ情報フィールドを複数のサブフィールドに分離して

、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端

末パラメータの内容を検出する。装置機能のパラメータ

を拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端

末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは端

末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一

部として読み出し専用メモリにインプリメントされるの

で、ハードウェア上の負担にはならない。受信側ではユ

ニークコードを検出するためにマイクロプロセッサを必 
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【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離 す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ

ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド 内 の 上 記 特

定 の 識 別 コ ー ド を 検 出 し 、 該 フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の 情 報 の 内 容 を 解 析 し 相 手 端 末

の 端 末 パ ラ メ ー タ の 内 容 を 検 出 す る こ と を 特 徴 と す る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 識 別 方

式 。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法・ ・・・ ・・。  

【 発明の 詳細な 説明】  

【 技術分 野】  

【 ０００ １】  

本 発 明 は 簡 単 に し て 、 装 置 機 能 の パ ラ メ ー タ の 拡 張 が 容 易 な フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ

識 別方式 に関す るもので ある。  

        ・  

        ・  

        ・  

        ・  

      （ 途中省略 ）  
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【 図１】                                  

                                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２】   
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【 手続補 正書】  

【 提出日 】令和 1年 10月 25日 (2019.10.25) 

【 手続補 正１】  

【 補正対 象書類 名】図面  

【 補正対 象項目 名】図２  

【 補正方 法】変 更  

【 補正の 内容】  

【 図２】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 手続補 正書】  

【 提出日 】令和 1年 11月 15日 (2019.11.15) 

【 手続補 正１】  

【 補正対 象書類 名】特許 請求の 範囲  

【 補正対 象項目 名】全文  

【 補正方 法】変 更  

【 補正の 内容】  

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ールド に分離 する。  

【 請求項 ２】  

こ の バ イ ナ リ ー 手 順 を 用 い る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 、 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・・・ （途中 省略）で ある。  
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【 国際調 査報告 】  

 

 

 

 

 

 

 

 

(注1)イメージデータはサンプルであり、掲載内容は本文と一致しない 

(注2)英語以外の言語による国際調査報告も掲載する    
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(注1)イメージデータはサンプルであり、掲載内容は本文と一致しない 
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(8)                    JP  2020-500123  A  2020.1.4 

 

──────────────────────────────────────────────────── 

フロントページの続き 

 

Ｆターム（参考）2E110 AA26  AA57  AB04  AB22  AB23  BA03  BA12  BB03  BB22  EA09 

      GA03W GA32W GA33X GB42W GB54W 

3B005 EA06  EB01  EB05  EB09  FA03  FB23  FC09X FC09Z GA02  GA04 

 

【要約の続き】  

要とする。 
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例８－２ 公表特許公報【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】公表特許公報(A) 

(11)【公表番号】特表2020-500123(P2020-500123A) 

(43)【公表日】令和2年1月4日(2020.1.4) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【審査請求】未請求 

【予備審査請求】有 

【全頁数】10 

(21)【出願番号】特願2019-507603 

(86)(22)【出願日】平成29年11月12日(2017.11.12) 

(85)【翻訳文提出日】平成31年4月14日(2019.4.14) 

(86)【国際出願番号】PCT/CA2017/000151 

(87)【国際公開番号】WO2018/018606 

(87)【国際公開日】平成30年4月29日(2018.4.29) 

(31)【優先権主張番号】96/12583 

(32)【優先日】平成28年12月4日(2016.12.4) 

(33)【優先権主張国・地域又は機関】米国(US) 

(81)【指定国・地域】EP(AT,BE,CH,DE,DK,ES,FR,GB,GR,IT,LU,MC,NL,SE),AU,BR,CA,JP,KR 

(71)【出願人】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】マクレン，イアン，エム 

【住所又は居所】カナダ国，ブリティシュ コロンビア ブイ４エー ９ジェイ８，ホワイト ロック，サーティー ス

トリート １６７０ 

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(72)【発明者】 

【氏名】マクレン，イアン，エム 

【住所又は居所】カナダ国，ブリティシュ コロンビア １２３４ ペサックツー 

(72)【発明者】 

【氏名】ユアン デジュール 

【住所又は居所】カナダ国，ブリティシュ コロンビア ブイ４エー ９ジェイ８，ホワイト ロック，サーティー ス

トリート １６７０ 

【テーマコード（参考）】 

２Ｅ１１０ 

３Ｂ００５ 

【Ｆターム（参考）】 

2E110AA26  

2E110AA57  

2E110AB04  

2E110AB22  

2E110AB23  

2E110BA03  

2E110BA12  

2E110BB03  

2E110BB22  

2E110EA09  
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2E110GA03W 

2E110GA32W 

2E110GA33X 

2E110GB42W 

2E110GB54W 

3B005EA06  

3B005EB01  

3B005EB05  

3B005EB09  

3B005FA03  

3B005FB23  

3B005FC09X 

3B005FC09Z 

3B005GA02  

3B005GA04  

(57)【要約】   （修正有） 

ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信号のフ

ァクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フ

ィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御信号の受信

端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサブフ

ィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能の

パラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは

端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメントされるので、ハ

ードウェア上の負担にはならない。受信側ではユニークコードを検出するためにマイクロプロセッサを必要とする。 

2020500123.tif 000002 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】  

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。  

    ・ 

    ・ 

    ・ 

    ・ 

   （途中省略） 

【図１】 

2020500123.tif 000003 

【図２】 

2020500123.tif 000004 

【手続補正書】 

【提出日】令和1年10月25日(2019.10.25) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】図面 

【補正対象項目名】図２ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【図２】 

2020500123.tif 000005 

【手続補正書】 

【提出日】令和1年11月15日(2019.11.15) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】特許請求の範囲 
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【補正対象項目名】全文 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離する。 

【請求項２】 

このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（途中省略）である。 

【国際調査報告】 

2020500123.tif 000006 

2020500123.tif 000007 

2020500123.tif 000008 
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例８－３ 公表特許公報【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-t.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD JAPANESE TRANSLATION OF PCT INTERNATIONAL APPLICATION 1.0

//EN" "../../../../../DTD/gat-t.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="T" kind-of-st16="A" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="htt

p://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2020500123</doc-number> 

        <kind>公表特許公報(A)</kind> 

        <date>20200104</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2019507603</doc-number> 

        <date>20171112</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>マクレン，イアン，エム</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>カナダ国，ブリティシュ コロンビア ブイ４エー ９ジェイ８，ホワイト ロック，サーテ

ィー ストリート １６７０</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant>  

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>マクレン，イアン，エム</name> 

            <address> 

              <text>カナダ国，ブリティシュ コロンビア １２３４ ペサックツー</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

        <inventor sequence="2"> 

          <addressbook> 

            <name>ユアン デジュール</name> 

            <address> 

              <text>カナダ国，ブリティシュ コロンビア ブイ４エー ９ジェイ８，ホワイト ロック，サーティ

ー ストリート １６７０</text> 

            </address> 
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          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <priority-claims> 

      <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 

        <country>US</country> 

        <doc-number>96/12583</doc-number> 

        <date>20161204</date> 

      </priority-claim> 

    </priority-claims> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <designation-of-states>   

      <jp:designated-state-code>EP(AT,BE,CH,DE,DK,ES,FR,GB,GR,IT,LU,MC,NL,SE),AU,BR,CA,JP,KR</jp:designated

-state-code> 

    </designation-of-states>   

    <pct-or-regional-filing-data> 

      <document-id> 

        <doc-number>CA2017000151</doc-number> 

      </document-id> 

    </pct-or-regional-filing-data> 

    <pct-or-regional-publishing-data> 

      <document-id> 

        <doc-number>WO2018018606</doc-number> 

        <date>19980429</date> 

      </document-id> 

    </pct-or-regional-publishing-data> 

    <jp:request-for-examination true-or-false="false"/> 

    <jp:request-for-preliminary-exam true-or-false="true"/> 

    <jp:total-pages>10</jp:total-pages> 

    <jp:translation-submission-date>20190414</jp:translation-submission-date> 

   <jp:theme-code-info> 

      <jp:theme-code>2E110</jp:theme-code> 

      <jp:theme-code>3B005</jp:theme-code> 

    </jp:theme-code-info> 

    <jp:f-term-info> 

      <jp:f-term>2E110AA26</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AA57</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB04</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA12</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB22</jp:f-term> 
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      <jp:f-term>2E110EA09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA03W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA32W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA33X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB42W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB54W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EA06</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB01</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB05</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09Z</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA02</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA04</jp:f-term> 

    </jp:f-term-info> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="2020500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <jp:image-of-chosen-drawing> 

    <img id="000002" he="95" wi="70" file="2020500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-chosen-drawing> 

  <jp:abstract-correction/> 

  <description> 

    <technical-field> 

      <p num="0001">本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方

式に関するものである。</p> 

    </technical-field> 

            ・ 

            ・ 

        （途中省略） 

            ・ 

            ・ 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <abstract> 

    <p num="">ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。<

br/>通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御

信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを

複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出す

る。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側の

ユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメ

ントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。受信側ではユニークコードを検出するためにマイクロプロセッ

サを必要とする。</p> 

  </abstract> 

  <drawings> 
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    <figure num="1"> 

      <img id="000003" he="50" wi="100" file="2020500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="2"> 

      <img id="000004" he="50" wi="100" file="2020500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings> 

  <jp:written-amendment-group> 

    <jp:written-amendment kind="amendment"> 

      <date>20191025</date> 

      <jp:amendment-article> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="1"> 

          <jp:document-code>A16331</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>図２</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="drawings" jp:kind-of-law="patent"> 

            <figure num="2"> 

              <img id="000005" he="50" wi="100" file="2020500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing

"/> 

            </figure> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

      </jp:amendment-article> 

    </jp:written-amendment> 

    <jp:written-amendment kind="amendment"> 

      <date>20191115</date> 

      <jp:amendment-article> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="1"> 

          <jp:document-code>A16333</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>全文</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="claims" jp:kind-of-law="patent"> 

            <claims> 

              <claim num="1"> 

                <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末

パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末

は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離する。</claim-text> 

              </claim> 

              <claim num="2"> 

                <claim-text>このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・（途中省略）である。</claim-text> 

              </claim> 

            </claims> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

      </jp:amendment-article> 

    </jp:written-amendment> 

  </jp:written-amendment-group> 

  <jp:search-report-group> 

    <search-report id="000006" file="2020500123.tif" jp:he="50" jp:wi="100" jp:img-format="tif"/> 

    <search-report id="000007" file="2020500123.tif" jp:he="50" jp:wi="100" jp:img-format="tif"/> 

    <search-report id="000008" file="2020500123.tif" jp:he="50" jp:wi="100" jp:img-format="tif"/> 

 </jp:search-report-group> 

  <jp:overflow> 

    <p num=""> 

Ｆターム（参考）2E110 AA26  AA57  AB04  AB22  AB23  BA03  BA12  BB03  BB22  EA09<br/> 

                      GA03W GA32W GA33X GB42W GB54W<br/> 
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(74)代理人 123456789 
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(72)発明者 マクレン，イアン，エム 

カナダ国，ブリティシュ コロンビア１
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(72)発明者 ユアン デジュール 

カナダ国，ブリティシュ コロンビアブ

イ４エー ９ジェイ８，ホワイト ロッ

ク，サーティー ストリート １６７ 

 

            最終頁に続く 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【要約】   （修正有） 

ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシ

ミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末

パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御

信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィ

ールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するフ

ァクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定

の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを

作成する。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フ

ィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシ

ミリ情報フィールドを複数のサブフィールドに分離して

、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端

末パラメータの内容を検出する。装置機能のパラメータ

を拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端

末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは端

末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一

部として読み出し専用メモリにインプリメントされるの

で、ハードウェア上の負担にはならない。 
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【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離 す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ

ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド 内 の 上 記 特

定 の 識 別 コ ー ド を 検 出 し 、 各 フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の 情 報 の 内 容 を 解 析 し 相 手 端 末

の 端 末 パ ラ メ ー タ の 内 容 を 検 出 す る こ と を 特 徴 と す る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 識 別 方

式 。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法・ ・・・ ・・。  

【 発明の 詳細な 説明】  

【 ０００ １】  

【 産業上 の利用 分野】  

本 発 明 は 簡 単 に し て 、 装 置 機 能 の パ ラ メ ー タ の 拡 張 が 容 易 な フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ

識 別方式 に関す るもので ある。  

【 化１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 ０００ ２】  

【 従来の 技術】  

従 来 、 電 話 網 を 介 し て 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に お い て は 、 相 互 通 信 を 可 能 と す る た

め 、 国 際 電 信 電 話 諮 問 委 員 会 （ 以 後 Ｃ Ｃ Ｉ Ｔ Ｔ と 記 述 す る ） に お い て 、 電 信 制 御 手 順 の 標

準 化 が 行 わ れ 、 一 般 電 話 交 換 網 に お け る 文 書 伝 送 用 フ ァ ク シ ミ リ 伝 送 手 順 と し て 勧 告 化 （

以 後 勧 告 Ｔ ． ３ ０ と 記 述 す る ） さ れ て い る 。 こ の 勧 告 Ｔ ． ３ ０ の 中 で 、 デ ー タ モ デ ム を 用

い 、 制 御 信 号 の 送 受 信 を 行 う バ イ ナ リ ー 手 順 は 冗 長 度 抑 圧 号 化 処 理 を 行 う グ ル ー プ ３ フ ァ

ク シミリ 装置に 広く適用 されて いる。  

【 ０００ ３】  

こ の バ イ ナ リ ー 手 順 を 用 い る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 、 デ イ ジ タ ル 識 別 信 号 （ Ｄ Ｉ Ｓ 信 号 と

称 さ れ て い る ） を 用 い て 、 国 際 的 な 標 準 化 さ れ て い る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 、 例 え

ば 通 信 速 度 、 解 像 度 、 符 号 化 方 式 、 原 稿 サ イ ズ 等 を 相 手 端 末 に 通 知 す る 方 法 が 規 定 さ れ て

い る。  

【 ０００ ４】  

さ ら に 、 Ｔ ． ３ ０ に は 標 準 的 な 端 末 パ ラ メ ー タ の 他 に 、 非 標 準 の 端 末 パ ラ メ ー タ に つ い て

も 非 標 準 フ ァ シ リ テ ィ 制 御 信 号 （ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 と 呼 ぶ ） を 用 い て 通 知 す る こ と も 規 定 さ れ て

い る。  

【 ０００ ５】  

【 発明が 解決し ようとす る課題 】  

一 方 、 端 末 技 術 の 向 上 に よ り 、 フ ァ ク シ ミ リ の 高 機 能 化 、 多 機 能 化 が 行 わ れ 新 し く 開 発 さ

れ る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 新 し い 端 末 パ ラ メ ー タ を 付 加 す る こ と が 要 求 さ れ る 。 さ ら に 新

規 開発の 装置と 既存の装 置との 相互通 信も要求 される 。  

【 ０００ ６】  
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【 課題を 解決す るための 手段】  

そ の 装 置 と し て は 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 連 続 さ せ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 グ ル ー プ を 作 成 し 、 か つ 個 々

の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 開 発 さ れ た 個 々 の 端 末 モ デ ル を 表 す よ う に す る こ と が 、 最 も 簡 単 で あ る が

、 国 際 標 準 で は 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 単 一 フ レ ー ム で 構 成 さ れ か つ 連 続 し て 伝 送 さ れ な い こ と と

さ れ て お り 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 使 用 す る こ と は で き な い 。 第 ２ 図 に 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を

利 用 す る 場 合 の 例 を 示 す 。 こ の た め 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 の Ｆ Ｉ Ｆ を 拡 張 さ せ る こ と が 考 え ら れ る

。  

【 ０００ ７】  

【 実施例 】  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以下 の方法 がある。  

【 ０００ ８】  

方 法 １ ： 第 １ 図 １ ａ に 示 す 如 く Ｆ Ｉ Ｆ を 固 定 長 で 分 割 し 、 最 後 の ビ ッ ト を 拡 張 ビ ッ ト に 割

り 当てて そのビ ットの「 １」か 「０」 で拡張す るか否 かを判 断させる 。  

【 ０００ ９】  

方 法 ２ ： 第 １ 図 １ ｂ に 示 す 如 く 各 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 モ デ ル に 対 応 す る 端 末 パ ラ メ ー タ の ビ

ッ ト長を あらか じめ表示 する。 図中３ はレング スイ ン ディケ ーターで ある。  

【 ００１ ０】  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ 2 

Ｈ 2Ｏ  

【 ００１ １】  

【 発明の 効果】  

以 上 説 明 し た よ う に 本 発 明 に よ れ ば 、 電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末

等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別

す る 装 置 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を 含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ

ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離

す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ

ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 作 成 し 、 上 記 制 御 信 号 の 受 信 側 端 末 は フ ァ ク シ ミ リ 情 報 で あ

る 。  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 図１】 本発明 の一実施 例の方 式説明 図である 。   

【 図２】 従来の ＮＳＦ拡 張方法 の一例 を示す説 明図で ある。  

【 図３】 勧告Ｔ ３．０に 準拠し た説明 図である 。  

【 図４】 ＣＣＩ ＴＴにお ける標 準的な 説明図で ある。  

【 符号の 説明】   

1a  フ ラグ   

1b  ア ドレス フィール ド   

5   制御フ ィール ド   

7   信号エ リア  
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【 図１】                                 【図 ２】   
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【 図４】  
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【 手続補 正書】  

【 提出日 】平成 11年 12月 25日 (1999.12.25) 

【 手続補 正１】  

【 補正対 象書類 名】明細 書  

【 補正対 象項目 名】特許 請求の 範囲  

【 補正方 法】変 更  

【 補正の 内容】  

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ールド に分離 する。  

【 請求項 ２】  

こ の バ イ ナ リ ー 手 順 を 用 い る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 、 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・・・ （途中 省略）で ある。  
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【 国際調 査報告 】  

 

 

 

 

 

 

 

 

(注1)イメージデータはサンプルであり、掲載内容は本文と一致しない 

(注2)英語以外の言語による国際調査報告も掲載する    
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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(71)【出願人】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】マクレン，イアン，エム 

【住所又は居所】カナダ国，ブリティシュ コロンビア ブイ４エー ９ジェイ８，ホワイト ロック，サーティー ス

トリート １６７０ 

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(72)【発明者】 

【氏名】マクレン，イアン，エム 

【住所又は居所】カナダ国，ブリティシュ コロンビア １２３４ ペサックツー 

(72)【発明者】 

【氏名】ユアン デジュール 

【住所又は居所】カナダ国，ブリティシュ コロンビア ブイ４エー ９ジェイ８，ホワイト ロック，サーティー ス

トリート １６７ 

【テーマコード（参考）】 

２Ｅ１１０ 

３Ｂ００５ 

【Ｆターム（参考）】 

2E110AA26 

2E110AA57 

2E110AB04 

2E110AB22 

2E110AB23 

2E110BA03 

2E110BA12 

2E110BB03 

2E110BB22 

2E110EA09 
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2E110GA03W 

2E110GA32W 

2E110GA33X 

2E110GB42W 

2E110GB54W 

3B005EA06 

3B005EB01 

3B005EB05 

3B005EB09 

3B005FA03 

3B005FB23 

3B005FC09X 

3B005FC09Z 

3B005GA02 

3B005GA04  

(57)【要約】   （修正有） 

ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信号のファ

クシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィー

ルドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御信号の受信端末７

はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサブフィールド

に分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能のパラメータ

を拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは端末装置が製

造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメントされるので、ハードウェア上の

負担にはならない。 

2000500123.tif 000002 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、各ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【０００１】 

【産業上の利用分野】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。 

【化１】 

2000500123.tif 000003 

【０００２】 

【従来の技術】 

従来、電話網を介して通信を行うファクシミリ装置においては、相互通信を可能とするため、国際電信電話諮問委員会（

以後ＣＣＩＴＴと記述する）において、電信制御手順の標準化が行われ、一般電話交換網における文書伝送用ファクシミ

リ伝送手順として勧告化（以後勧告Ｔ．３０と記述する）されている。この勧告Ｔ．３０の中で、データモデムを用い、

制御信号の送受信を行うバイナリー手順は冗長度抑圧号化処理を行うグループ３ファクシミリ装置に広く適用されてい

る。 

【０００３】 

このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、デイジタル識別信号（ＤＩＳ信号と称されている）を用いて、国際

的な標準化されているファクシミリ端末パラメータ、例えば通信速度、解像度、符号化方式、原稿サイズ等を相手端末に

通知する方法が規定されている。 

【０００４】 

さらに、Ｔ．３０には標準的な端末パラメータの他に、非標準の端末パラメータについても非標準ファシリティ制御信号

（ＮＳＦ信号と呼ぶ）を用いて通知することも規定されている。 

【０００５】 

【発明が解決しようとする課題】 

一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新し

い端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。 

【０００６】 

【課題を解決するための手段】 
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その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々

の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連

続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用

する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

【０００７】 

【実施例】 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

【０００８】 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か

「０」で拡張するか否かを判断させる。 

【０００９】 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。

図中３はレングスインディケーターである。 

【００１０】 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ2 

Ｈ2Ｏ 

【００１１】 

【発明の効果】 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の

端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端

末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離する

ファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成

し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【図面の簡単な説明】 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。  

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

【符号の説明】  

1a  フラグ  

1b  アドレスフィールド  

5   制御フィールド  

7   信号エリア 

【図１】 

2000500123.tif 000004 

【図２】 

2000500123.tif 000005 

【図３】 

2000500123.tif 000006 

【図４】 

2000500123.tif 000007 

【手続補正書】 

【提出日】平成11年12月25日(1999.12.25) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】明細書 

【補正対象項目名】特許請求の範囲 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離する。 

【請求項２】 

このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（途中省略）である。 

【国際調査報告】 

2000500123.tif 000008 

2000500123.tif 000009 
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例９－３ 公表特許公報（Ｘフォーマット）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-t.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD JAPANESE TRANSLATION OF PCT INTERNATIONAL APPLICATION 1.0

//EN" "../../../../../DTD/gat-t.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="T" kind-of-st16="A" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="htt

p://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2000500123</doc-number> 

        <kind>公表特許公報(A)</kind> 

        <date>20000102</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>1999507603</doc-number> 

        <date>19971110</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>マクレン，イアン，エム</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>カナダ国，ブリティシュ コロンビア ブイ４エー ９ジェイ８，ホワイト ロック，サーテ

ィー ストリート １６７０</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant>  

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>マクレン，イアン，エム</name> 

            <address> 

              <text>カナダ国，ブリティシュ コロンビア １２３４ ペサックツー</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

        <inventor sequence="2"> 

          <addressbook> 

            <name>ユアン デジュール</name> 

            <address> 

              <text>カナダ国，ブリティシュ コロンビア ブイ４エー ９ジェイ８，ホワイト ロック，サーティ

ー ストリート １６７</text> 

            </address> 
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          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <priority-claims> 

      <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 

        <country>US</country> 

        <doc-number>96/12583</doc-number> 

        <date>19961208</date> 

      </priority-claim> 

    </priority-claims> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <designation-of-states> 

      <jp:designated-state-code>EP(AT,BE,CH,DE,DK,ES,FR,GB,GR,IT,LU,MC,NL,SE),AU,BR,CA,JP,KR</jp:designated

-state-code> 

    </designation-of-states> 

    <pct-or-regional-filing-data> 

      <document-id> 

        <doc-number>CA1997000151</doc-number> 

        <date>19971109</date> 

      </document-id> 

    </pct-or-regional-filing-data> 

    <pct-or-regional-publishing-data> 

      <document-id> 

        <doc-number>WO1998018606</doc-number> 

        <date>19980429</date> 

      </document-id> 

    </pct-or-regional-publishing-data> 

    <jp:request-for-examination true-or-false="true"/> 

    <jp:request-for-preliminary-exam true-or-false="true"/> 

    <jp:total-pages>9</jp:total-pages> 

    <jp:translation-submission-date>19990411</jp:translation-submission-date> 

   <jp:theme-code-info> 

      <jp:theme-code>2E110</jp:theme-code> 

      <jp:theme-code>3B005</jp:theme-code> 

    </jp:theme-code-info> 

    <jp:f-term-info> 

      <jp:f-term>2E110AA26</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AA57</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB04</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA12</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB03</jp:f-term> 
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      <jp:f-term>2E110BB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110EA09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA03W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA32W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GA33X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB42W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110GB54W</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EA06</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB01</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB05</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09X</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09Z</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA02</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005GA04</jp:f-term> 

    </jp:f-term-info> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="2000500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <jp:image-of-chosen-drawing> 

    <img id="000002" he="95" wi="70" file="2000500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-chosen-drawing> 

  <jp:abstract-correction/> 

  <description> 

    <p num="">【０００１】<br/>【産業上の利用分野】<br/>本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容

易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。<br/> 

【化１】<br/> 

      <img id="000003" he="150" wi="150" file="2000500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

【０００２】<br/>【従来の技術】<br/>従来、電話網を介して通信を行うファクシミリ装置においては、相互通信を可

能とするため、国際電信電話諮問委員会（以後ＣＣＩＴＴと記述する）において、電信制御手順の標準化が行われ、一

般電話交換網における文書伝送用ファクシミリ伝送手順として勧告化（以後勧告Ｔ．３０と記述する）されている。こ

の勧告Ｔ．３０の中で、データモデムを用い、制御信号の送受信を行うバイナリー手順は冗長度抑圧号化処理を行うグ

ループ３ファクシミリ装置に広く適用されている。<br/> 

【０００３】<br/>このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、デイジタル識別信号（ＤＩＳ信号と称されてい

る）を用いて、国際的な標準化されているファクシミリ端末パラメータ、例えば通信速度、解像度、符号化方式、原稿

サイズ等を相手端末に通知する方法が規定されている。<br/> 

【０００４】<br/>さらに、Ｔ．３０には標準的な端末パラメータの他に、非標準の端末パラメータについても非標準フ

ァシリティ制御信号（ＮＳＦ信号と呼ぶ）を用いて通知することも規定されている。<br/> 

【０００５】<br/>【発明が解決しようとする課題】<br/>一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多

機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新

規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。<br/> 

【０００６】<br/>【課題を解決するための手段】<br/>その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グ

ループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、

国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号

を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを

拡張させることが考えられる。<br/> 

【０００７】<br/>【実施例】<br/>ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。<br/> 

【０００８】<br/>方法１：第１図1ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそ

のビットの「１」か「０」で拡張するか否かを判断させる。<br/> 

【０００９】<br/>方法２：第１図1ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあ

らかじめ表示する。図中３はレングスインディケーターである。<br/> 

【００１０】<br/> 

      <u style="single">Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/>Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/>Ｈ<sub>2</sub>Ｏ 

    <br/> 

【００１１】<br/>【発明の効果】<br/>以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファク

シミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において

、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールド

に分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コード

を挿入してファクシミリ情報フィールドを作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。<br/> 
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【図面の簡単な説明】<br/> 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。<br/> 

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。<br/> 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。<br/> 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。<br/> 

【符号の説明】<br/>1a  フラグ<br/>1b  アドレスフィールド<br/>5   制御フィールド<br/>7   信号エリア<

/p> 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <abstract> 

    <p num="">ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。<

br/>通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御

信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを

複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出す

る。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側の

ユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメ

ントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。</p> 

  </abstract> 

  <drawings> 

    <figure num="1"> 

      <img id="000004" he="50" wi="100" file="2000500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="2"> 

      <img id="000005" he="50" wi="100" file="2000500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="3"> 

      <img id="000006" he="50" wi="100" file="2000500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="4"> 

      <img id="000007" he="50" wi="100" file="2000500123.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings> 

  <jp:written-amendment-group> 

    <jp:written-amendment kind="amendment"> 

      <date>19991225</date> 

      <jp:amendment-article> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="1"> 

          <jp:document-code>A16330</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>特許請求の範囲</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="claims" jp:kind-of-law="patent"> 

            <claims> 

              <claim num="1"> 

                <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末

パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末

は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離する。</claim-text> 

              </claim> 

              <claim num="2"> 
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                <claim-text>このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・（途中省略）である。</claim-text> 

              </claim> 

            </claims> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

      </jp:amendment-article> 

    </jp:written-amendment> 

  </jp:written-amendment-group> 

  <jp:search-report-group> 

    <search-report id="000008" file="2000500123.tif" jp:he="211" jp:wi="160" jp:img-format="tif"/> 

    <search-report id="000009" file="2000500123.tif" jp:he="211" jp:wi="160" jp:img-format="tif"/> 

  </jp:search-report-group> 

  <jp:overflow> 

    <p num=""> 

Ｆターム（参考）2E110 AA26  AA57  AB04  AB22  AB23  BA03  BA12  BB03  BB22  EA09<br/> 

                      GA03W GA32W GA33X GB42W GB54W<br/> 

                3B005 EA06  EB01  EB05  EB09  FA03  FB23  FC09X FC09Z GA02  GA04<br/> 

    </p> 

  </jp:overflow> 

</jp-official-gazette> 
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例１０－１ 公表特許公報関連の補正公報【標準レイアウト】 

 

JP  2020-534567  A5  2020.4.5 

 

【 公 報 種 別 】 特 許 法 第 １ ７ 条 の ２ の 規 定 に よ る 補 正 の 掲 載  

【 部 門 区 分 】 第 ６ 部 門 第 ２ 区 分  

【 発 行 日 】 令 和 2年 4月 5日 (2020.4.5) 

 

【 公 表 番 号 】 特 表 2020-534567(P2020-534567A) 

【 公 表 日 】 令 和 2年 2月 16日 (2020.2.16) 

【 出 願 番 号 】 特 願 2018-534567 

【国際特許分類】 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

  Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

 

【 手 続 補 正 書 】  

【 提 出 日 】 令 和 2年 3月 22日 (2020.3.22) 

【 手 続 補 正 １ 】  

【 補 正 対 象 書 類 名 】 図 面  

【 補 正 対 象 項 目 名 】 図 ２  

【 補 正 方 法 】 変 更  

【 補 正 の 内 容 】  

【 図 ２ 】  
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例１０－２ 公表特許公報関連の補正公報【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和2年4月5日(2020.4.5) 

 

【公表番号】特表2020-534567(P2020-534567A) 

【公表日】令和2年2月16日(2020.2.16) 

【出願番号】特願2018-534567 

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

 

【手続補正書】 

【提出日】令和2年3月22日(2020.3.22) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】図面 

【補正対象項目名】図２ 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【図２】 

2020534567.tif 000001 
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例１０－３ 公表特許公報関連の補正公報【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-t5.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD JAPANESE TRANSLATION OF PCT INTERNATIONAL APPLICATION AME

NDMENT 1.0//EN" "../../../../../DTD/gat-t5.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="T5" kind-of-st16="A5" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2020534567</doc-number> 

        <kind>特許法第１７条の２の規定による補正の掲載</kind> 

        <date>20200216</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2018534567</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:corrected-publication-date>20200405</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:corrected-publication-category>第６部門第２区分</jp:corrected-publication-category> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

    </classification-national> 

  </jp:header> 

  <jp:written-amendment-group> 

    <jp:written-amendment kind="amendment"> 

      <date>20200322</date> 

      <jp:amendment-article> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="1"> 

          <jp:document-code>A16331</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>図２</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="drawings" jp:kind-of-law="patent"> 

            <drawings> 

              <figure num="2"> 

                <img id="000001" he="50" wi="100" file="2020534567.tif" img-format="tif" img-content="drawi

ng"/> 

              </figure> 

            </drawings> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

      </jp:amendment-article> 

    </jp:written-amendment> 

  </jp:written-amendment-group> 

</jp-official-gazette> 
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例１１－１ 公表特許公報関連の訂正公報（取消）【標準レイアウト】 

 

 JP  2019-534567  A6  2019.10.6 

 

【 公 報 種 別 】 公 表 特 許 公 報 の 訂 正  

【 部 門 区 分 】 第 ６ 部 門 第 ２ 区 分  

【 発 行 日 】 令 和 1年 10月 6日 (2019.10.6) 

 

【 公 表 番 号 】 特 表 2019-534567(P2019-534567A) 

【 公 表 日 】 令 和 1年 6月 15日 (2019.6.15) 

【 出 願 番 号 】 特 願 2018-556123 

【 訂 正 要 旨 】 錯 誤 に よ り 取 消 す 。  

【国際特許分類】 

 Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 
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例１１－２ 公表特許公報関連の訂正公報（取消）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】公表特許公報の訂正 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

 

【公表番号】特表2019-534567(P2019-534567A) 

【公表日】令和1年6月15日(2019.6.15) 

【出願番号】特願2018-556123  

【訂正要旨】錯誤により取消す。 

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 
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例１１－３ 公表特許公報関連の訂正公報（取消）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-t6.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD JAPANESE TRANSLATION OF PCT INTERNATIONAL APPLICATION COR

RECTION 1.0//EN" "../../../../../DTD/gat-t6.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="T6" kind-of-st16="A6" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2019534567</doc-number> 

        <kind>公表特許公報の訂正</kind> 

        <date>20190615</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2018556123</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:corrected-publication-date>20191006</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:corrected-publication-category>第６部門第２区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:gist-of-correction>錯誤により取消す。</jp:gist-of-correction> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

    </classification-national> 

  </jp:header> 

</jp-official-gazette> 
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例１２－１ 再公表特許【標準レイアウト】 

 

JP  WO2019/186061  A1  2019.4.29 

 

(19)日本国特許庁(JP)           再 公 表 特 許(A1)                (11)国際公開番号 

                                                   WO2019/186061 
 

発行日 令和1年9月8日(2019.9.8)                     (43)国際公開日 平成31年4月29日(2019.4.29) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）    

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ        ２Ｅ１１０ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)           Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ         ３Ｂ００５ 

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ      

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ   

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)           Ｇ０１Ｂ   34:56 

審査請求 未請求  予備審査請求 有  （全 7 頁）  最終頁に続く  

出願番号    特願2019-507603(P2019-507603) 

(21)国際出願番号  PCT/CA2018/000151 

(22)国際出願日   平成30年11月10日(2018.11.10) 

(31)優先権主張番号  99/12583 

(32)優先日      平成26年12月7日(2014.12.7) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  米国(US) 

(81)指定国・地域   EP(AT,BE,CH,DE,DK,ES,FR,GB, 

GR,IT,LU,MC,NL,SE),AU,BR,CA,JP,KR 

 

 

 

 

 

 

 

 

(71)出願人  

日本特許発明株式会社 

東京都千代田区内幸町４丁目５番６号  

(74)代理人  

弁理士 代理 太郎 

(74)代理人  

弁理士 代理 次郎 

(72)発明者 発明 太郎 

神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

Ｆターム(参考) 2E110 AA26  AA57  AB04  AB22  AB23  

                      BA03  BA12  BB03  BB22   

                3B005 EA06  EB01  EB05  EB09  FA03  

                      FB23  FC09X  

 

 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報 

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメー

タ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制

御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフ

ィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデ

ータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する

。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出

し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールド

の情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能のパラメー

タを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信

側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として

読み出し専用メモリにインプリメントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。 
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(2)                 JP  WO2019/186061  A1  2019.4.29 

 

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話回 線を 用い て相 互通 信を 行う ファ クシ ミリ 端末 等に より 、相 手端 末に 自端 末の 端末 パラ

メ ータ を通 知し 、通 信時 の端 末パ ラメ ータ を識 別す る方 法に おい て、 端末 パラ メー タを 含む

制 御信 号の 送信 側端 末は 該制 御信 号の ファ クシ ミリ 情報 フィ ール ドを 、複 数の サブ フィ ール

ド に分 離し 、各 サブ フィ ール ドの 情報 を分 離す るフ ァク シミ リ情 報フ ィー ルド のデ ータ 中に

は 現れ ない 特定 の識 別コ ード を挿 入し てフ ァク シミ リ情 報フ ィー ルド 内の 上記 特定 の識 別コ

ー ドを 検出 し、 該フ ァク シミ リ情 報フ ィー ルド の情 報の 内容 を解 析し 相手 端末 の端 末パ ラメ

ー タの内 容を検 出する こ とを特 徴とす るファク シミリ 端末パ ラメータ 識別方 式。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法・ ・・・ ・・。  

【 発明の 詳細な 説明】  

【 技術分 野】  

【 ０００ １】  

本 発明 は簡 単に して 、装 置機 能の パラ メー タの 拡張 が容 易な ファ クシ ミリ 端末 パラ メー タ識

別 方式に 関する ものであ る。  

【 化１】  
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       （途中省略） 
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【 手続補 正書】  

【 提出日 】平成 31年 2月 24日 (2019.2.24) 

【 手続補 正１】  

【 補正対 象書類 名】明細 書  

【 補正対 象項目 名】特許 請求の 範囲  

【 補正方 法】変 更  

【 補正の 内容】  

【 特許請 求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ールド に分離 する。  

【 請求項 ２】  

こ の バ イ ナ リ ー 手 順 を 用 い る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 、 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・・・ （途中 省略）で ある。  
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【 国際調 査報告 】  

 

 

 

 

（注）イメージデータはサンプルであり、掲載内容は本文と一致しない 
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（注）イメージデータはサンプルであり、掲載内容は本文と一致しない 
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   Ｃ０７Ｋ   5/06(2006.01)                Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 
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(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してフ

ァクシミリ情報フィールド 
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例１２－２ 再公表特許【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

【公報種別】再公表特許(A1) 

(11)【国際公開番号】WO2019/186061 

(43)【国際公開日】平成31年4月29日(2019.4.29) 

【発行日】令和1年9月8日(2019.9.8) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信号の

ファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報

フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
   Ｃ０７Ｋ   5/06     (2006.01) 
   Ａ６１Ｋ  31/66     (2006.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

   Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 

【審査請求】未請求 

【予備審査請求】有 

【全頁数】10 

【出願番号】特願2019-507603(P2019-507603) 

(21)【国際出願番号】PCT/CA2018/000151 

(22)【国際出願日】平成30年11月10日(2018.11.10) 

(31)【優先権主張番号】99/12583 

(32)【優先日】平成26年12月7日(2014.12.7) 

(33)【優先権主張国・地域又は機関】米国(US) 

(81)【指定国・地域】 EP(AT,BE,CH,DE,DK,ES,FR,GB,GR,IT,LU,MC,NL,SE),AU,BR,CA,JP,KR 

(71)【出願人】 

【氏名又は名称】日本特許発明株式会社 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(74)【代理人】 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(74)【代理人】 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 次郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【テーマコード（参考）】 

２Ｅ１１０ 

３Ｂ００５ 

【Ｆターム（参考）】 

2E110AA26 

2E110AA57 

2E110AB04 

2E110AB22 

2E110AB23 

2E110BA03 

2E110BA12 

2E110BB03 

2E110BB22 

3B005EA06 

3B005EB01 
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3B005EB05 

3B005EB09 

3B005FA03 

3B005FB23 

3B005FC09X 

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは

制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファク

シミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制

御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを

複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニ

ークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメント

されるので、ハードウェア上の負担にはならない。 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】  

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。  

【化１】 

2019186061.tif 000002 

    ・ 

    ・ 

    ・ 

    ・ 

  （途中省略） 

【手続補正書】 

【提出日】平成31年2月24日(2019.2.24) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】明細書 

【補正対象項目名】特許請求の範囲 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離する。 

【請求項２】 

このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（途中省略）である。 

【国際調査報告】 

2019186061.tif 000003 

2019186061.tif 000004 

2019186061.tif 000005 
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例１２－３ 再公表特許【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-s.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD DOMESTIC RE-PUBLICATION OF PCT INTERNATIONAL APPLICATION 

1.0//EN" "../../../../../DTD/gat-s.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="S" kind-of-st16="A1" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="ht

tp://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>WO2019186061</doc-number> 

        <date>20190429</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>CA2018000151</doc-number> 

        <date>20181110</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド</invention-title

> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>日本特許発明株式会社</name> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸町４丁目５番６号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

          <agent sequence="2" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 次郎</name> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 
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    <priority-claims> 

      <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 

        <country>US</country> 

        <doc-number>99/12583</doc-number> 

        <date>20141207</date> 

      </priority-claim> 

    </priority-claims> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      <unlinked-indexing-code>C07K   5/06        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

      <unlinked-indexing-code>A61K  31/66        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      <unlinked-indexing-code jp:facet="ABJ">C07K5:06 E</unlinked-indexing-code> 

    </classification-national> 

    <designation-of-states> 

      <jp:designated-state-code>EP(AT,BE,CH,DE,DK,ES,FR,GB,GR,IT,LU,MC,NL,SE),AU,BR,CA,JP,KR</jp:designated

-state-code> 

    </designation-of-states> 

   <jp:kind-of-official-gazette>再公表特許(A1)</jp:kind-of-official-gazette> 

    <jp:corrected-publication-date>20190908</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:application-number-of-republication>2019507603</jp:application-number-of-republication> 

    <jp:request-for-examination true-or-false="false"/> 

    <jp:request-for-preliminary-exam true-or-false="true"/> 

    <jp:total-pages>10</jp:total-pages> 

    <jp:theme-code-info> 

      <jp:theme-code>2E110</jp:theme-code> 

      <jp:theme-code>3B005</jp:theme-code> 

    </jp:theme-code-info> 

    <jp:f-term-info> 

      <jp:f-term>2E110AA26</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AA57</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB04</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110AB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BA12</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>2E110BB22</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EA06</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB01</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB05</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005EB09</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FA03</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FB23</jp:f-term> 

      <jp:f-term>3B005FC09X</jp:f-term> 

    </jp:f-term-info> 

</bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

-173-



    <img id="000001" he="140" wi="160" file="2019186061.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <jp:abstract-correction/> 

  <description> 

    <technical-field> 

      <p num="0001">本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方

式に関するものである。<br/> 

        <chemistry num="1"> 

          <img id="000002" he="150" wi="150" file="2019186061.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

        </chemistry> 

      </p> 

    </technical-field> 

        ・ 

        ・ 

      （途中省略） 

        ・ 

        ・ 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手の端末パラメータの内容を検出すること

を特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <abstract> 

    <p num="">【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易

にする。<br/>【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端

末１ａ、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィー

ルドを作成する。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシ

ミリ情報フィールドを複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラ

メータの内容を検出する。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータ

を分離する。送信側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専

用メモリにインプリメントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。</p> 

  </abstract> 

  <jp:written-amendment-group> 

    <jp:written-amendment kind="amendment"> 

      <date>20190224</date> 

      <jp:amendment-article> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="1"> 

          <jp:document-code>A16330</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>特許請求の範囲</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="claims" jp:kind-of-law="patent"> 

            <claims> 

              <claim num="1"> 

                <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末

パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末

は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離する。</claim-text> 

              </claim> 

              <claim num="2"> 

                <claim-text>このバイナリー手順を用いるファクシミリ装置には、・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・（途中省略）である。</claim-text> 

              </claim> 

            </claims> 
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          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

      </jp:amendment-article> 

    </jp:written-amendment> 

  </jp:written-amendment-group> 

  <jp:search-report-group> 

    <search-report id="000003" file="2019186061.tif" jp:he="50" jp:wi="100" jp:img-format="tif"/> 

    <search-report id="000004" file="2019186061.tif" jp:he="50" jp:wi="100" jp:img-format="tif"/> 

    <search-report id="000005" file="2019186061.tif" jp:he="50" jp:wi="100" jp:img-format="tif"/> 

  </jp:search-report-group> 

  <jp:overflow> 

    <p num=""> 

(51)Int.Cl.               ＦＩ<br/>                 テーマコード（参考） 

<i>   Ｃ０７Ｋ   5/06(2006.01) </i>         Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ<br/> 

<i>   Ａ６１Ｋ  31/66(2006.01) </i> 

<br/> 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは制御信<br

/>                  号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報<

br/>                  を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入して

フ<br/>                  ァクシミリ情報フィールド<br/> 

<br/> 

（注）この公表は、国際事務局（ＷＩＰＯ）により国際公開された公報を基に作成したものである。なおこの公表に<br

/>係る日本語特許出願（日本語実用新案登録出願）の国際公開の効果は、特許法第１８４条の１０第１項（実用新案法<

br/>第４８条の１３第２項）により生ずるものであり、本掲載とは関係ありません。 

    </p> 

  </jp:overflow> 

</jp-official-gazette> 
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例１３－１ 再公表特許関連の補正【標準レイアウト】 

 

  JP  WO2019/016513  A5  2019.10.6 

 

【 公 報 種 別 】 特 許 法 第 １ ７ 条 の ２ の 規 定 に よ る 補 正 の 掲 載  

【 部 門 区 分 】 第 ６ 部 門 第 ２ 区 分  

【 発 行 日 】 令 和 1年 10月 6日 (2019.10.6) 

 

【 国 際 公 開 番 号 】 WO2019/016513 

【 出 願 番 号 】 特 願 2018-556123 

【国際特許分類】 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

  Ｇ０２Ｃ  9/87      (2006.01) 

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

 

【 手 続 補 正 書 】  

【 提 出 日 】 平 成 31年 1月 27日 (2019.1.27) 

【 手 続 補 正 １ 】  

【 補 正 対 象 書 類 名 】 特 許 請 求 の 範 囲  

【 補 正 対 象 項 目 名 】 全 文  

【 補 正 方 法 】 変 更  

【 補 正 の 内 容 】  

【特許請求の範囲】  

【請求項１】  

電話回線を用いて相互通信を行う・・・（途中省略）ファクシミリ端末パラメータ識別方式。  

【請求項２】  

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。  
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例１３－２ 再公表特許関連の補正【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

 

【国際公開番号】WO2019/016513 

【出願番号】特願2018-556123 

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

 

【手続補正書】 

【提出日】平成31年1月27日(2019.1.27) 

【手続補正１】 

【補正対象書類名】特許請求の範囲 

【補正対象項目名】全文 

【補正方法】変更 

【補正の内容】 

【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行う・・・（途中省略）ファクシミリ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 
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例１３－３ 再公表特許関連の補正【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-s5.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD DOMESTIC RE-PUBLICATION OF PCT INTERNATIONAL APPLICATION 

AMENDMENT 1.0//EN" "../../../../../DTD/gat-s5.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="S5" kind-of-st16="A5" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>WO2019016513</doc-number> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <jp:kind-of-official-gazette>特許法第１７条の２の規定による補正の掲載</jp:kind-of-official-gazette> 

    <jp:corrected-publication-date>20191006</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:application-number-of-republication>2018556123</jp:application-number-of-republication> 

    <jp:corrected-publication-category>第６部門第２区分</jp:corrected-publication-category> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

    </classification-national> 

  </jp:header> 

  <jp:written-amendment-group> 

    <jp:written-amendment kind="amendment"> 

      <date>20190127</date> 

      <jp:amendment-article> 

        <jp:amendment-group jp:serial-number="1"> 

          <jp:document-code>A16333</jp:document-code> 

          <jp:item-of-amendment>全文</jp:item-of-amendment> 

          <jp:way-of-amendment>3</jp:way-of-amendment> 

          <jp:contents-of-amendment jp:kind-of-document="claims" jp:kind-of-law="patent"> 

            <claims> 

              <claim num="1"> 

                <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行う・・・（途中省略）ファクシミリ端末パラメータ識別

方式。</claim-text> 

              </claim> 

              <claim num="2"> 

                <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

              </claim> 

            </claims> 

          </jp:contents-of-amendment> 

        </jp:amendment-group> 

      </jp:amendment-article> 

    </jp:written-amendment> 

  </jp:written-amendment-group> 

</jp-official-gazette> 
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例１４－１ 再公表特許関連の訂正（取消）【標準レイアウト】 

 

JP  WO2020/016513  A6  2019.10.6 

 

【 公 報 種 別 】 再 公 表 特 許 の 訂 正  

【 部 門 区 分 】 第 ６ 部 門 第 ２ 区 分  

【 発 行 日 】 令 和 1年 10月 6日 (2019.10.6) 

 

【 国 際 公 開 番 号 】 WO2020/016513 

【 出 願 番 号 】 特 願 2019-556123(P2019-556123) 

【 訂 正 要 旨 】 錯 誤 に よ り 取 消 す 。  

【国際特許分類】 

 Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 34/56     (2007.01)     

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 
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例１４－２ 再公表特許関連の訂正（取消）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】再公表特許の訂正 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

 

【国際公開番号】WO2020/016513 

【出願番号】特願2019-556123(P2019-556123) 

【訂正要旨】錯 誤 に よ り 取 消 す 。  

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   
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例１４－３ 再公表特許関連の訂正（取消）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-s6.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD DOMESTIC RE-PUBLICATION OF PCT INTERNATIONAL APPLICATION 

CORRECTION 1.0//EN" "../../../../../DTD/gat-s6.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="S6" kind-of-st16="A6" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>WO2020016513</doc-number> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <jp:kind-of-official-gazette>再公表特許の訂正</jp:kind-of-official-gazette> 

    <jp:corrected-publication-date>20191006</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:application-number-of-republication>2019556123</jp:application-number-of-republication> 

    <jp:corrected-publication-category>第６部門第２区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:gist-of-correction>錯誤により取消す。</jp:gist-of-correction> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

  </jp:header> 

</jp-official-gazette> 
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例１５－１ 登録実用新案公報【標準レイアウト】 

 

JP  3004579  U  2019.8.18 

 

(19)日本国特許庁(JP)       (12)登録実用新案公報(U)      (11)実用新案登録番号 

実用新案登録第3004579号 
(U3004579) 

(45)発行日 令和1年8月18日(2019.8.18)                        (24)登録日 令和1年5月19日(2019.5.19) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                  

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ   

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)         Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ    

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)          Ｇ０１Ｂ   34:56 

評価書の請求 未請求  請求項の数 2  ＯＬ  （全 3 頁） 

(21)出願番号    実願2018-123456 

(22)出願日     平成30年11月10日(2018.11.10) 

(31)優先権主張番号  83304359.9 

(32)優先日      平成29年11月12日(2017.11.12) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  フランス(FR) 

 

実用新案権者において、実施許諾の用意がある。 

 

 

(73)実用新案権者  390000011 

特実  花子 

東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(73)実用新案権者 090000423 

日本特許発明株式会社 

東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(72)考案者 考案 太郎 

神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

 

 

 

 

 

 

 

(54)【考案の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、 

ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法に

おいて、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ

、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複

数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には

現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報

フィールドを作成する。制御信号の受信端末７はファク

シミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出

し、ファクシミリ情報フィールドを複数のサブフィール

ドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し

相手端末の端末パラメータの内容を検出する。装置機能

のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入し

て可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニー

クコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の

制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメ

ントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。 
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(2)                           JP  3004579  U  2019.8.18 

 

【 実用新 案登録 請求の範 囲】  

【 請求項 １】  

電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末 等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ

ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別 す る 方 法 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を

含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ

ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離 す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ

ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド 内 の 上 記 特

定 の 識 別 コ ー ド を 検 出 し 、 該 フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の 情 報 の 内 容 を 解 析 し 相 手 端 末

の 端 末 パ ラ メ ー タ の 内 容 を 検 出 す る こ と を 特 徴 と す る フ ァ ク シ ミ リ 端 末 パ ラ メ ー タ 識 別 方

式 。  

【 請求項 ２】  

請 求項１ の装置 を用いる 方法・ ・・・ ・・。  

       ・ 

       ・ 

       ・ 

     （途中省略） 
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(3)                           JP  3004579  U  2019.8.18 

 

【 図１】                                 【図 ２】   

                                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               【 図３】   

 

 

 

 

 

 

 

【 図４】  
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例１５－２ 登録実用新案公報【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】登録実用新案公報(U) 

(11)【登録番号】実用新案登録第3004579号(U3004579) 

(24)【登録日】令和1年5月19日(2019.5.19) 

(45)【発行日】令和1年8月18日(2019.8.18) 

(54)【考案の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【評価書の請求】未請求 

【請求項の数】2 

【出願形態】ＯＬ 

【全頁数】3 

(21)【出願番号】実願2018-123456 

(22)【出願日】平成30年11月10日(2018.11.10) 

(31)【優先権主張番号】83304359.9 

(32)【優先日】平成29年11月12日(2017.11.12) 

(33)【優先権主張国・地域又は機関】フランス(FR) 

【権利譲渡・実施許諾】実用新案権者において、実施許諾の用意がある。 

(73)【実用新案権者】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】特実  花子 

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(73)【実用新案権者】 

【識別番号】090000423 

【氏名又は名称】日本特許発明株式会社 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(72)【考案者】 

【氏名】考案 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

(57)【要約】   （修正有） 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは

制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファク

シミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制

御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを

複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニ

ークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメント

されるので、ハードウェア上の負担にはならない。 

0003004579.tif 000002 

【実用新案登録請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 
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     ・ 

     ・ 

     ・ 

   （途中省略） 

 

【図１】 

0003004579.tif 000004 

【図２】 

0003004579.tif 000005 

【図３】 

0003004579.tif 000006 

【図４】 

0003004579.tif 000007 
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例１５－３ 登録実用新案公報【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-u9.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD REGISTERED UTILITY MODEL 1.0//EN" "../../../../../DTD/gat

-u9.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="U9" kind-of-st16="U" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="ht

tp://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>3004579</doc-number> 

        <kind>登録実用新案公報(U)</kind> 

        <date>20190519</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2018123456</doc-number> 

        <date>20181110</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>特実  花子</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区霞が関４－２－１</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <applicant sequence="2"> 

          <addressbook lang="ja"> 

              <name>日本特許発明株式会社</name> 

              <registered-number>090000423</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸町４丁目５番６号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>考案 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <priority-claims> 

      <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 

        <country>FR</country> 

        <doc-number>83304359.9</doc-number> 
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        <date>20171112</date> 

      </priority-claim> 

    </priority-claims> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant> 

        <document-id> 

          <date>20190818</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 

    </dates-of-public-availability> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <figure-to-publish> 

      <fig-number>1</fig-number> 

    </figure-to-publish> 

    <jp:request-for-registrability-report true-or-false="false"/> 

    <jp:filing-form>ＯＬ</jp:filing-form> 

    <jp:total-pages>3</jp:total-pages> 

    <jp:assign-or-license>実用新案権者において、実施許諾の用意がある。</jp:assign-or-license> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="0003004579.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <jp:image-of-chosen-drawing> 

    <img id="000002" he="95" wi="70" file="0003004579.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-chosen-drawing> 

  <jp:abstract-correction/> 

        ・ 

        ・ 

      （途中省略） 

        ・ 

        ・ 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手の端末パラメータの内容を検出すること

を特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 
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  <abstract> 

    <p num="">【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易

にする。<br/>【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端

末１ａ、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィー

ルドを作成する。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシ

ミリ情報フィールドを複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラ

メータの内容を検出する。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータ

を分離する。送信側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専

用メモリにインプリメントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。</p> 

    </abstract> 

  <drawings> 

    <figure num="1"> 

      <img id="000004" he="50" wi="100" file="0003004579.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="2"> 

      <img id="000005" he="50" wi="100" file="0003004579.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="3"> 

      <img id="000006" he="50" wi="100" file="0003004579.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="4"> 

      <img id="000007" he="50" wi="100" file="0003004579.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings> 

</jp-official-gazette> 
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例１６－１ 登録実用新案公報関連の訂正公報（全文訂正）【標準レイアウト】 

 

JP  3001234  U6  2019.8.4 

 

【 公 報 種 別 】 登 録 実 用 新 案 公 報 の 訂 正  

【 部 門 区 分 】 第 １ 部 門 第 １ 区 分  

【 発 行 日 】 令 和 1年 8月 4日 (2019.8.4) 

 

【 登 録 番 号 】 実 用 新 案 登 録 第 3001234号 (U3001234) 

【 登 録 日 】 令 和 1年 6月 15日 (2019.6.15) 

【 登 録 公 報 発 行 日 】 令 和 1年 7月 28日 (2019.7.28) 

【 出 願 番 号 】 実 願 2018-45612 

【 訂 正 要 旨 】 要 約 誤 戴 に よ り 下 記 の と お り 全 文 を 訂 正 す る 。  

【国際特許分類】 

 Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ  9/87      (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 34/56     (2007.01)     

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 

【 記 】 別 紙 の と お り  

(以 下 、 登 録 実 用 新 案 公 報 と 同 様 の 全 文 訂 正 し た 公 報 が 続 く (省 略 )) 
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例１６－２ 登録実用新案公報関連の訂正公報（全文訂正）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】登録実用新案公報の訂正 

【部門区分】第１部門第１区分 

【発行日】令和1年8月4日(2019.8.4) 

 

【登録番号】実用新案登録第3001234号(U3001234) 

【登録日】令和1年6月15日(2019.6.15) 

【登録公報発行日】令和1年7月28日(2019.7.28) 

【出願番号】実願2018-45612 

【訂正要旨】要約誤戴により下記のとおり全文を訂正する。 

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【記】別紙のとおり 

(以下、登録実用新案公報と同様の全文訂正した公報が続く(省略)) 
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例１６－３ 登録実用新案公報関連の訂正公報（全文訂正）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-uc.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD REGISTERED UTILITY MODEL CORRECTION 1.0//EN" "../../../..

/../DTD/gat-uc.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="UC" kind-of-st16="U6" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>3001234</doc-number> 

        <kind>登録実用新案公報の訂正</kind> 

        <date>20190615</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2018045612</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:corrected-publication-date>20190804</jp:corrected-publication-date> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant jp:kind="utility"> 

        <document-id> 

          <date>20190728</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 

    </dates-of-public-availability> 

    <jp:corrected-publication-category>第１部門第１区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:gist-of-correction>要約誤戴により下記のとおり全文を訂正する。</jp:gist-of-correction> 

    <classification-ipc> 

<edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <jp:article-of-correction>別紙のとおり</jp:article-of-correction> 

  </jp:header> 

  <jp:correct-official-gazette> 

          ・ 

          ・ 

 (以下、登録実用新案公報と同様の全文訂正した公報が続く(省略)) 

          ・ 

          ・ 

  </jp:correct-official-gazette> 

</jp-official-gazette> 

 

-192-



 

 

                                JP  3001234  U7  2019.9.1 

 

【公報種別】実用新案法第１４条の２の規定による訂正明細書等の掲載 

【部門区分】第１部門第１区分 

【発行日】令和1年9月1日(2019.9.1) 

 

【登録番号】実用新案登録第3001234号(U3001234) 

【審判番号】無効2015-42345(U2015-42345/J3) 

【訂正の登録日】令和1年8月4日(2019.8.4) 

【登録公報発行日】令和1年6月1日(20 19. 6.1 ) 

【出願番号】実願2015- 432 1(U2 015 -43 21) 

【国際特許分類】 

 Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 34/56     (2007.01)     

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 

 

【訂正書】 

【提出日】令和1年7月7日(2019.7.7) 

【訂正の目的】実用新案登録請求の範囲の縮減 

誤記の訂正 

明りょうでない記載の釈明 

【訂正後の請求項の数】7 

【訂正の内容】 

【考案の詳細な説明】 

【考案の名称】コンクリート構造物】 

【技術分野】 

【０００１】 

本考案は、浄水施設の水路等の低深度に埋設されるコンクリート構造物の継目の外周を覆って土水

の侵入を阻止しつつコンクリート構造物の相対変位を許容するコンクリート構造物の継目用伸縮耐

圧遮水構造に関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

例えば浄水施設の水路等の低深度に埋設されるコンクリート構造物の継目部位における継手構造と

して、図３に示すような止水板１２′によって打ち継がれているものがある。 

【０００３】 

ところが、このような止水板１２′による継手では、地震等によるコンクリート構造物１０Ａ′，

１０Ｂ′の大きな相対変位には対応することができず、また、継目部位に外側から侵入した土石が

コンクリート構造物１０Ａ′，１０Ｂ′の接近変位を阻害するという問題があり、その対応策とし

てこのような止水板１を備える既設のコンクリート構造物１０Ａ′，１０Ｂ′の継目部位１１′に

伸縮継手を後付けで取り付けることが行われている。 

【０００４】 

既設のコンクリート構造物の継目部位に後付けで装着される伸縮継手としては、特許文献１及び２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例１７－１ 登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載）【標準レイアウト】 

実用新案法第１４条の２第１項の訂正（明細書等の訂正） 
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(2)         JP  3001234  U7  2019.9.1 

 

に開示のごときものがある。 

【０００５】 

尚、土中に埋設されるコンクリート構造物では、外周側の伸縮継手は必須である。 

【０００６】 

【特許文献１】特開２０１９－３２０７５７号公報 

【特許文献２】特開２００７－１４４１４８号公報 

【考案の概要】 

【考案が解決しようとする課題】 

【０００７】 

しかしながら、上記のごとき従来構成の外周側の伸縮継手では、外部土圧に耐えた状態で 

地震時等における構造物間の大きな相対変位に追随するためには、高い強度が必要となる 

ために大きく厚く重くなり、作業性が悪くコストも高くなるという問題があった。 

【図面の簡単な説明】 

【０００８】 

【図１】本考案にかかるコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造の一構成例を適用したコンクリー

ト構造物の横断面図である。 

【符号の説明】 

【０００９】 

１０ （１０Ａ，１０Ｂ）コンクリート構造物 

１１ 継目部位 

３０ 継目用伸縮耐圧遮水構造 

３１ 土圧支持板（土圧支持板部材） 

３２ 遮水シート（遮水シート部材） 

３３ 外側保護マット（外側保護マット部材） 

３４ 内側保護マット（内側保護マット部材） 

３５ 内挿保護マット（内側保護マット部材） 

４２ 押圧固定板 

４３ ナット（締結固定部材） 

４４ シールテープ 

【実用新案登録請求の範囲】 

【請求項１】 

摩擦係数の小さい素材によって所定厚さの剛性を有する板状に形成され隣接するコンクリート構造物の継

目部位の外周に当該継目部位を跨ぐように配設された土圧支持板部材と、不透水性の柔軟な薄いシート状

で一部が複数回折畳まれた状態で両縁がそれぞれ前記隣接するコンクリート構造物に固定されて前記土圧

支持板部材の外側を覆って配設された遮水シート部材と、柔軟な素材によって所定厚さに形成され前記土

圧支持板部材と前記遮水シート部材の間及び前記遮水シートの折り畳み重合部の間に介装された内側保護

マット部材と、柔軟な素材によって所定厚さに形成され前記遮水シート部材の外側に当該遮水シート部材

を覆って配設された外側保護マット部材と、を備えて構成されていることを特徴とするコンクリート構造

物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【請求項２】 

上記遮水シート部材の上記コンクリート構造物への固定部は、前記遮水シート部材と前記コンクリート部

材との間にシールテープが介装されると共に、前記遮水シート部材の上側に配設された押圧固定板が締結

固定部材によって前記コンクリート構造物に締着され、更に、前記押圧固定板の外隅角部がシリコン樹脂

によってシールされて構成されていることを特徴とする請求項１に記載のコンクリート構造物の継目用伸

縮耐圧遮水構造。 

【請求項３】 

上記外面保護マット部材の外縁は、上記遮水シート部材の固定部を覆う位置まで延設されていることを特

徴とする請求項１又は２に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【請求項４】 

上記土圧支持板部材は、合成樹脂板によって形成されていることを特徴とする。 
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【請求項５】 

上記遮水シート部材は、熱融着ゴムシートであることを特徴とする請求項１，２ ，３又は４ に記

載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【請求項６】 

上記内側保護マット部材は、ポリエステル不織布によって形成されていることを特徴とする請求項

１，２，３，４又は５に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【請求項７】 

上記外側保護マット部材は、ポリエステル不織布によって形成されていることを特徴とする請求項

１，２，３，４，５又は６に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１】 
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例１７－２ 登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

実用新案法第１４条の２第１項の訂正（明細書等の訂正） 
 

【公報種別】実用新案法第１４条の２の規定による訂正明細書等の掲載 
【部門区分】第１部門第１区分 

【発行日】令和1年9月1日(2019.9.1) 

 
【登録番号】実用新案登録第3001234号(U3001234) 

【審判番号】無効 2015-42345(U2015-42345/J3) 
【訂正の登録日】令和1年8月4日(2019.8.4) 
【登録公報発行日】令和1年6月1日(2 0 1 9 . 6 . 1 )  

【出願番号】実願2015- 4 3 2 1 ( U 2 0 1 5 - 43 21 )  
【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 

   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 

【ＦＩ】 
   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 
   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   
 

【訂正書】 

【提出日】令和1年7月7日(2019.7.7) 

【訂正の目的】実用新案登録請求の範囲の縮減  

誤記の訂正  

明りょうでない記載の釈明  

【訂正後の請求項の数】7 

【訂正の内容】  
【考案の詳細な説明】 

【考案の名称】コンクリート構造物 

【技術分野】 

【０００１】 

本考案は、浄水施設の水路等の低深度に埋設されるコンクリート構造物の継目の外周を覆って土水の侵入を阻止しつつコ

ンクリート構造物の相対変位を許容するコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造に関する。 

【背景技術】 

【０００２】 

例えば浄水施設の水路等の低深度に埋設されるコンクリート構造物の継目部位における継手構造として、図３に示すよう

な止水板１２′によって打ち継がれているものがある。 

【０００３】 

ところが、このような止水板１２′による継手では、地震等によるコンクリート構造物１０Ａ′，１０Ｂ′の大きな相対

変位には対応することができず、また、継目部位に外側から侵入した土石がコンクリート構造物１０Ａ′，１０Ｂ′の接

近変位を阻害するという問題があり、その対応策としてこのような止水板１を備える既設のコンクリート構造物１０Ａ′，

１０Ｂ′の継目部位１１′に伸縮継手を後付けで取り付けることが行われている。 

【０００４】 

既設のコンクリート構造物の継目部位に後付けで装着される伸縮継手としては、特許文献１及び２に開示のごときものが

ある。 

【０００５】 

尚、土中に埋設されるコンクリート構造物では、外周側の伸縮継手は必須である。 
【０００６】 

【特許文献１】特開２０１０－３２０７５７号公報 

【特許文献２】特開２００７－１４４１４８号公報 

【考案の概要】 

【考案が解決しようとする課題】 

【０００７】 

しかしながら、上記のごとき従来構成の外周側の伸縮継手では、外部土圧に耐えた状態で 

地震時等における構造物間の大きな相対変位に追随するためには、高い強度が必要となる 

ために大きく厚く重くなり、作業性が悪くコストも高くなるという問題があった。 
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【図面の簡単な説明】 

【０００８】 

【図１】本考案にかかるコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造の一構成例を適用したコンクリート構造物の横断

面図である。 

【符号の説明】 

【０００９】 

１０ （１０Ａ，１０Ｂ）コンクリート構造物 

１１ 継目部位 

３０ 継目用伸縮耐圧遮水構造 

３１ 土圧支持板（土圧支持板部材） 

３２ 遮水シート（遮水シート部材） 

３３ 外側保護マット（外側保護マット部材） 

３４ 内側保護マット（内側保護マット部材） 

３５ 内挿保護マット（内側保護マット部材） 

４２ 押圧固定板 

４３ ナット（締結固定部材） 

４４ シールテープ 

【実用新案登録請求の範囲】 

【請求項１】 

摩擦係数の小さい素材によって所定厚さの剛性を有する板状に形成され隣接するコンクリート構造物の継目部位の外周

に当該継目部位を跨ぐように配設された土圧支持板部材と、不透水性の柔軟な薄いシート状で一部が複数回折畳まれた状

態で両縁がそれぞれ前記隣接するコンクリート構造物に固定されて前記土圧支持板部材の外側を覆って配設された遮水

シート部材と、柔軟な素材によって所定厚さに形成され前記土圧支持板部材と前記遮水シート部材の間及び前記遮水シー

トの折り畳み重合部の間に介装された内側保護マット部材と、柔軟な素材によって所定厚さに形成され前記遮水シート部

材の外側に当該遮水シート部材を覆って配設された外側保護マット部材と、を備えて構成されていることを特徴とするコ

ンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【請求項２】 

上記遮水シート部材の上記コンクリート構造物への固定部は、前記遮水シート部材と前記コンクリート部材との間にシー

ルテープが介装されると共に、前記遮水シート部材の上側に配設された押圧固定板が締結固定部材によって前記コンクリ
ート構造物に締着され、更に、前記押圧固定板の外隅角部がシリコン樹脂によってシールされて構成されていることを特

徴とする請求項１ に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【請求項３】 

上記外面保護マット部材の外縁は、上記遮水シート部材の固定部を覆う位置まで延設されていることを特徴とする請求項

１又は２に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【請求項４】 

上記土圧支持板部材は、合成樹脂板によって形成されていることを特徴とする。 

【請求項５】 

上記遮水シート部材は、熱融着ゴムシートであることを特徴とする請求項１，２ ，３又は４ に記載のコンクリート構造

物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【請求項６】 

上記内側保護マット部材は、ポリエステル不織布によって形成されていることを特徴とする請求項１，２，３，４又は５
に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【請求項７】 

上記外側保護マット部材は、ポリエステル不織布によって形成されていることを特徴とする請求項１，２，３，４，５又

は６に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。 

【図１】 

0003001234.tif 000001 
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例１７－３ 登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載）【ＸＭＬファイル】 

実用新案法第１４条の２第１項の訂正（明細書等の訂正） 
 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 
<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-U7.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD CORRECTED UTILITY MODEL SPECIFICATION  1.0//EN" "../../..

/../../DTD/gat-U7.dtd" > 
<jp-official-gazette kind-of-jp="U7" kind-of-st16="U7" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 
  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>3001234</doc-number> 

        <kind>実用新案法第１４条の２の規定による訂正明細書等の掲載</kind> 

        <date>20190804</date> 

      </document-id> 
    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2015004321</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:appeal-number kind-of-appeal="j3">2015042345</jp:appeal-number> 

<jp:corrected-publication-date>20190901</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:corrected-publication-category>第１部門第１区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:printed-with-grant-date>20190601</jp:printed-with-grant-date> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 
      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 
    <classification-national> 

      <country>JP</country> 
      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 
        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 
    </classification-national> 

</jp:header> 
<jp:statement-of-amendment > 

<jp:written-statement-of-amendment> 

<date>20190707</date> 
<jp:statement-of-amendment-of-article> 

<jp:statement-of-amendment-group> 
<jp:purpose-of-statement> 

<jp:text-u7>実用新案登録請求の範囲の縮減</jp:text-u7> 
  <jp:text-u7>誤記の訂正</jp:text-u7> 

  <jp:text-u7>明りょうでない記載の釈明</jp:text-u7> 

</jp:purpose-of-statement> 
<jp:number-of-claims jp:kind-of-manage="correct">7</jp:number-of-claims> 

<jp:contents-of-statement-of-amendment> 
<description> 

<invention-title>コンクリート構造物</invention-title> 

<technical-field> 

<p num="0001">本考案は、浄水施設の水路等の低深度に埋設されるコンクリート構造物の継目の外周を覆って土水の侵

入を阻止しつつコンクリート構造物の相対変位を許容するコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造に関する。
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</p> 

</technical-field> 
<background-art> 

<p num="0002">例えば浄水施設の水路等の低深度に埋設されるコンクリート構造物の継目部位における継手構造として、
図３に示すような止水板１２′によって打ち継がれているものがある。</p> 

</background-art> 

<p num="0003">ところが、このような止水板１２′による継手では、地震等によるコンクリート構造物１０Ａ′，１０
Ｂ′の大きな相対変位には対応することができず、また、継目部位に外側から侵入した土石がコンクリート構造物１０

Ａ′，１０Ｂ′の接近変位を阻害するという問題があり、その対応策としてこのような止水板１を備える既設のコンク
リート構造物１０Ａ′，１０Ｂ′の継目部位１１′に伸縮継手を後付けで取り付けることが行われている。</p> 

<p num="0004">既設のコンクリート構造物の継目部位に後付けで装着される伸縮継手としては、特許文献１及び２に開

示のごときものがある。</p> 

<p num="0005">尚、土中に埋設されるコンクリート構造物では、外周側の伸縮継手は必須である。</p> 

<p num="0006"> 

   <patcit num="1"> 

     <text>特開２０１０－３２０７５７号公報</text> 
   </patcit> 

   <patcit num="2"> 

     <text>特開２００７－１４４１４８号公報</text> 

   </patcit> 

</p> 

<summary-of-invention> 

<tech-problem> 

<p num="0007">しかしながら、上記のごとき従来構成の外周側の伸縮継手では、外部土圧に耐えた状態で<br/> 

地震時等における構造物間の大きな相対変位に追随するためには、高い強度が必要となる<br/> 

ために大きく厚く重くなり、作業性が悪くコストも高くなるという問題があった。</p> 

</tech-problem> 

</summary-of-invention> 

<description-of-drawings> 
<p num="0008"> 

<figref num="1">本考案にかかるコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造の一構成例を適用したコンクリー

ト構造物の横断面図である。</figref> 

  </p> 

</description-of-drawings> 
<reference-signs-list> 

<p num="0009"> 
１０ （１０Ａ，１０Ｂ）コンクリート構造物<br/> 

１１ 継目部位<br/> 

３０ 継目用伸縮耐圧遮水構造<br/> 

３１ 土圧支持板（土圧支持板部材）<br/> 

３２ 遮水シート（遮水シート部材）<br/> 

３３ 外側保護マット（外側保護マット部材）<br/> 

３４ 内側保護マット（内側保護マット部材）<br/> 

３５ 内挿保護マット（内側保護マット部材）<br/> 

４２ 押圧固定板<br/> 

４３ ナット（締結固定部材）<br/> 

４４ シールテープ</p> 

</reference-signs-list> 
</description> 

<claims> 
<claim num="1"> 

   <claim-text>摩擦係数の小さい素材によって所定厚さの剛性を有する板状に形成され隣接するコンクリート構造物の
継目部位の外周に当該継目部位を跨ぐように配設された土圧支持板部材と、不透水性の柔軟な薄いシート状で一部が複

数回折畳まれた状態で両縁がそれぞれ前記隣接するコンクリート構造物に固定されて前記土圧支持板部材の外側を覆っ

て配設された遮水シート部材と、柔軟な素材によって所定厚さに形成され前記土圧支持板部材と前記遮水シート部材の
間及び前記遮水シートの折り畳み重合部の間に介装された内側保護マット部材と、柔軟な素材によって所定厚さに形成

され前記遮水シート部材の外側に当該遮水シート部材を覆って配設された外側保護マット部材と、を備えて構成されて
いることを特徴とするコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。</claim-text> 

</claim> 

  <claim num="2"> 

   <claim-text>上記遮水シート部材の上記コンクリート構造物への固定部は、前記遮水シート部材と前記コンクリート

部材との間にシールテープが介装されると共に、前記遮水シート部材の上側に配設された<u style="single">押圧固定板
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が締結固定部材によって前記コンクリート構造物に締着され、</u>更に、前記押圧固定板の外隅角部がシリコン樹脂に

よってシールされて構成されていることを特徴とする請求項１ に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造
。</claim-text> 

  </claim> 
  <claim num="3"> 

   <claim-text>上記外面保護マット部材の外縁は、上記遮水シート部材の固定部を覆う位置まで延設されていることを

特徴とする請求項１又は２に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。</claim-text> 
  </claim> 

  <claim num="4"> 
   <claim-text>上記土圧支持板部材は、合成樹脂板によって形成されていることを特徴とする。</claim-text> 

  </claim> 

  <claim num="5"> 

   <claim-text>上記遮水シート部材は、熱融着ゴムシートであることを特徴とする請求項１，２ ，３又は４ に記載の

コンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。</claim-text> 

  </claim> 

  <claim num="6"> 
   <claim-text>上記内側保護マット部材は、ポリエステル不織布によって形成されていることを特徴とする請求項１，

２，３，４又は５に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。</claim-text> 

  </claim> 

  <claim num="7"> 

   <claim-text>上記外側保護マット部材は、ポリエステル不織布によって形成されていることを特徴とする請求項１，

２，３，４，５又は６に記載のコンクリート構造物の継目用伸縮耐圧遮水構造。</claim-text> 

  </claim> 

</claims> 

<drawings> 

    <figure num="1"> 

        <img he="92" id="000001" wi="74" file="0003001234.tif " img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

</drawings> 
</jp:contents-of-statement-of-amendment> 

</jp:statement-of-amendment-group> 

</jp:statement-of-amendment-of-article> 

</jp:written-statement-of-amendment> 

</jp:statement-of-amendment> 
</jp-official-gazette> 
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                                JP  3001234  U7  2019.8.4 

 

【公報種別】実用新案法第１４条の２の規定による訂正明細書等の掲載  

【部門区分】第１部門第１区分  

【発行日】令和 1年 8月 4日 (2019.8.4) 

 

【登録番号】実用新案登録第 3001234(U3001234) 

【審判番号】無効 2019-42345 

【訂正の登録日】令和 1年 8月 4日 (2019.8.4) 

【登録公報発行日】令和 1年 6月 1日 (20 1 9 . 6 . 1 )  

【出願番号】実願 2019- 4 3 2 1 ( U 2 0 1 9 - 4 3 2 1 )  

【国際特許分類】  

 Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)     

【ＦＩ】  

   Ｇ０１Ｂ   12/34        １０１Ｂ  

   Ｇ０２Ｃ    9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ  

   Ｇ０１Ｂ   12/345          Ｕ  

   Ｇ０１Ｂ   34:56 

 

【訂正書】  

【提出日】令和 1年 7月 7日 (2019.7.7) 

【訂正の目的】請求項の削除  

【削除をする請求項の表示】  

 請求項１、請求項２、請求項３ 

【削除後の請求項の数】0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例１７－４ 登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載）【標準レイアウト】 

実用新案法第１４条の２第７項の訂正（請求項の削除を目的とする訂正） 
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例１７－５ 登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

実用新案法第１４条の２第７項の訂正（請求項の削除を目的とする訂正） 

 

【公報種別】実用新案法第１４条の２の規定による訂正明細書等の掲載 

【部門区分】第１部門第１区分 

【発行日】令和1年8月4日(2019.8.4) 

 

【登録番号】実用新案登録第3001234(U3001234) 

【審判番号】無効2019-42345 

【訂正の登録日】令和1年8月4日(2019.8.4) 

【登録公報発行日】令和1年6月1日(2019.6.1) 

【出願番号】実願2019-4321(U2019-4321)  

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

 

【訂正書】 

【提出日】令和1年7月7日(2019.7.7) 

【訂正の目的】請求項の削除 

【削除をする請求項の表示】 

 請求項１、請求項２、請求項３ 

【削除後の請求項の数】0 
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例１７－６ 登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載）【ＸＭＬファイル】 

実用新案法第１４条の２第７項の訂正（請求項の削除を目的とする訂正） 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-U7.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD CORRECTED UTILITY MODEL SPECIFICATION  1.0//EN" "../../..

/../../DTD/gat-U7.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="U7" kind-of-st16="U7" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>3001234</doc-number> 

        <kind>実用新案法第１４条の２の規定による訂正明細書等の掲載</kind> 

        <date>20190804</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2019004321</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:appeal-number kind-of-appeal="j3">2019042345</jp:appeal-number> 

<jp:corrected-publication-date>20190804</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:corrected-publication-category>第１部門第１区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:printed-with-grant-date>20190601</jp:printed-with-grant-date> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

</jp:header> 

<jp:statement-of-amendment > 

<jp:written-statement-of-amendment> 

<date>20190707</date> 

<jp:statement-of-amendment-of-article> 

<jp:statement-of-amendment-group> 

<jp:purpose-of-statement> 

<jp:text-u7>請求項の削除</jp:text-u7> 

</jp:purpose-of-statement> 

<jp:delete-of-claims>請求項１、請求項２、請求項３</jp:delete-of-claims> 

<jp:number-of-claims jp:kind-of-manage="delete">0</jp:number-of-claims> 

</jp:statement-of-amendment-group> 

</jp:statement-of-amendment-of-article> 

</jp:written-statement-of-amendment> 

</jp:statement-of-amendment> 

</jp-official-gazette> 
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JP  3001234  U6  2019.11.3 

 

【公報種別】実用新案法第１４条の２の規定による訂正明細書等の掲載の訂正 

【部門区分】第１部門第１区分 

【発行日】令和1年11月3日(2019.11.3) 

 

【登録番号】実用新案登録第3001234号(U3001234) 

【訂正の登録日】令和1年5月1日(2019.5.1) 

【訂正明細書等の発行日】令和1年8月4日(2019.8.4) 

【出願番号】実願2019-4321(U2019-4321) 

【訂正要旨】訂正後の請求項の数誤載により下記のとおり全文を訂正する。 

【国際特許分類】 

 Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 34/56     (2007.01)     

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 

【記】別紙のとおり 

(以 下 、 登 録 実 用 新 案 公 報 （ 訂 正 明 細 書 等 の 掲 載 ） と 同 様 の 公 報 が 続 く (省 略 )) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例１８－１ 登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載の訂正）【標準レイアウト】 
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例１８－２ 登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載の訂正）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】実用新案法第１４条の２の規定による訂正明細書等の掲載の訂正 

【部門区分】第１部門第１区分 

【発行日】令和 1 年 11 月 3 日(2019.11.3) 

 

【登録番号】実用新案登録第 3001234 号(U3001234) 

【訂正の登録日】令和 1 年 5 月 1 日(2019.5.1) 

【訂正明細書等の発行日】令和 1 年 8 月 4 日(2019.8.4) 

【出願番号】実願 2019-4321(U2019-4321) 

【訂正要旨】訂正後の請求項の数誤載により下記のとおり全文を訂正する。  

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 

【記】別紙のとおり 

(以 下 、 登 録 実 用 新 案 公 報 （ 訂 正 明 細 書 等 の 掲 載 ） と 同 様 の 公 報 が 続 く (省 略 )) 
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例１８－３ 登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載の訂正）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-ub.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD CORRECTION OF CORRECTED UTILITY MODEL SPECIFICATION  1.0/

/EN" "../../../../../DTD/gat-ub.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="UB" kind-of-st16="U6" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>3001234</doc-number> 

        <kind>実用新案法第１４条の２の規定による訂正明細書等の掲載の訂正</kind> 

        <date>20190501</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference><jp:corrected-publication-date>20051101</jp:corrected-publication-date> 

      <document-id> 

        <doc-number>2019004321</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

<jp:corrected-publication-date>20191103</jp:corrected-publication-date> 

    <jp:corrected-publication-category>第１部門第１区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:statement-with-grant-date>20190804</jp:statement-with-grant-date> 

<jp:gist-of-correction>訂正後の請求項の数誤載により下記のとおり全文を訂正する。</jp:gist-of-c

orrection> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

  <jp:article-of-correction>別紙のとおり</jp:article-of-correction> 

</jp:header> 

<jp:correct-official-statement> 

          ・ 

          ・ 

 (以下、登録実用新案公報（訂正明細書等の掲載）と同様の公報が続く(省略)) 

          ・ 

          ・ 

  </jp:correct-official-statement> 

</jp-official-gazette> 
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例１９－１ 特許公報（通常登録、国内出願）【標準レイアウト】 

 

JP  2900001  B2  2019.12.1 

 

(19)日本国特許庁(JP)        (12)特  許  公  報(B2)          (11)特許番号 

特許第2900001号 
(P2900001) 

(45)発行日 令和1年12月1日(2019.12.1)                        (24)登録日 令和1年10月6日(2019.10.6) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                  

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ   

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)         Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ    

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)           Ｇ０１Ｂ   34:56 

請求項の数 2  （全 6 頁）  最終頁に続く   

(21)出願番号    特願2009-123456 

(22)出願日     平成21年12月20日(2009.12.20) 

(65)公開番号    特開2010-123456(P2010-123456A) 

(43)公開日       平成22年6月20日(2010.6.20)   

    審査請求日   平成22年8月15日(2010.8.15) 

(31)優先権主張番号  83304359.9 

(32)優先日      平成20年11月16日(2008.11.16) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  フランス(FR) 

(31)優先権主張番号  96/12583 

(32)優先日      平成18年12月3日(2006.12.3) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  米国(US) 

 

微生物の受託番号 FERM  BP-3235 

微生物の受託番号 NRRL  B-18292 

 

(73)特許権者  390000011 

特実  花子 

東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)代理人 123456789 

弁理士 代理 太郎 

(72)発明者 発明  太郎 

神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

審査官 審査 太郎  

 

 

      

 

 

 

                   最終頁に続く 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パ

ラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを

含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフ

ィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデ

ータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特

定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末

の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方

式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ

識別方式に関するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 
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(2)                          JP  2900001  B2  2019.12.1 

 

【 化１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 発明の 概要】  

【 ０００ ２】  

一 方 、 端 末 技 術 の 向 上 に よ り 、 フ ァ ク シ ミ リ の 高 機 能 化 、 多 機 能 化 が 行 わ れ 新 し く 開 発 さ

れ る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 新 し い 端 末 パ ラ メ ー タ を 付 加 す る こ と が 要 求 さ れ る 。 さ ら に 新

規 開 発 の 装 置 と 既 存 の 装 置 と の 相 互 通 信 も 要 求 さ れ る 。 こ の た め 各 々 の フ ァ ク シ ミ リ サ ー

ビ ス 提 供 業 者 や 製 造 業 者 に は 、 前 記 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 用 い て 、 独 自 に 開 発 し た 付 加 機 能 を 端 末 パ

ラ メータ にイン プリメン トする ことを 行うこと が要求 される 。  

そ の 装 置 と し て は 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 連 続 さ せ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 グ ル ー プ を 作 成 し 、 か つ 個 々

の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 開 発 さ れ た 個 々 の 端 末 モ デ ル を 表 す よ う に す る こ と が 、 最 も 簡 単 で あ る が

、 国 際 標 準 で は 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 単 一 フ レ ー ム で 構 成 さ れ か つ 連 続 し て 伝 送 さ れ な い こ と と

さ れ て お り 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 使 用 す る こ と は で き な い 。 第 ２ 図 に 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を

利 用 す る 場 合 の 例 を 示 す 。 こ の た め 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 の Ｆ Ｉ Ｆ を 拡 張 さ せ る こ と が 考 え ら れ る

。  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以下 の方法 がある。  

方 法 １ ： 第 １ 図 １ ａ に 示 す 如 く Ｆ Ｉ Ｆ を 固 定 長 で 分 割 し 、 最 後 の ビ ッ ト を 拡 張 ビ ッ ト に 割

り 当てて そのビ ットの「 １」か 「０」 で拡張す るか否 かを判 断させる 。  

方 法 ２ ： 第 １ 図 １ ｂ に 示 す 如 く 各 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 モ デ ル に 対 応 す る 端 末 パ ラ メ ー タ の ビ

ッ ト長を あらか じめ表示 する。 図中３ はレング スイン ディケ ーターで ある。  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ ２  

Ｈ 2Ｏ  

以 上 説 明 し た よ う に 本 発 明 に よ れ ば 、 電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末

等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別

す る 装 置 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を 含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ

ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離

す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ

ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 作 成 し 、 上 記 制 御 信 号 の 受 信 側 端 末 は フ ァ ク シ ミ リ 情 報 で あ

る 。  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 ０００ ３】  

【 図１】 本発明 の一実施 例の方 式説明 図である 。   

【 図２】 従来の ＮＳＦ拡 張方法 の一例 を示す説 明図で ある。  

【 図３】 勧告Ｔ ３．０に 準拠し た説明 図である 。  

【 図４】 ＣＣＩ ＴＴにお ける標 準的な 説明図で ある。  

【 発明の 開示】  

【 ０００ ４】  

一 方 、 端 末 技 術 の 向 上 に よ り 、 フ ァ ク シ ミ リ の 高 機 能 化 、 多 機 能 化 が 行 わ れ 新 し く 開 発 さ

れ る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 新 し い 端 末 パ ラ メ ー タ を 付 加 す る こ と が 要 求 さ れ る 。 さ ら に 新

規 開 発 の 装 置 と 既 存 の 装 置 と の 相 互 通 信 も 要 求 さ れ る 。 こ の た め 各 々 の フ ァ ク シ ミ リ サ ー

ビ ス提供 業者や 製 造業者 には、 前記Ｎ ＳＦ信号 用いて 、独自 に開発し た付加 機能を 端末パ  
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ラ メータ にイン プリメン トする ことを 行うこと が要求 される 。  

そ の 装 置 と し て は 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 連 続 さ せ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 グ ル ー プ を 作 成 し 、 か つ 個 々

の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 開 発 さ れ た 個 々 の 端 末 モ デ ル を 表 す よ う に す る こ と が 、 最 も 簡 単 で あ る が

、 国 際 標 準 で は 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 単 一 フ レ ー ム で 構 成 さ れ か つ 連 続 し て 伝 送 さ れ な い こ と と

さ れ て お り 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 使 用 す る こ と は で き な い 。 第 ２ 図 に 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を

利 用 す る 場 合 の 例 を 示 す 。 こ の た め 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 の Ｆ Ｉ Ｆ を 拡 張 さ せ る こ と が 考 え ら れ る

。  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以下 の方法 がある。  

方 法 １ ： 第 １ 図 １ ａ に 示 す 如 く Ｆ Ｉ Ｆ を 固 定 長 で 分 割 し 、 最 後 の ビ ッ ト を 拡 張 ビ ッ ト に 割

り 当てて そのビ ットの「 １」か 「０」 で拡張す るか否 かを判 断させる 。  

方 法 ２ ： 第 １ 図 １ ｂ に 示 す 如 く 各 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 モ デ ル に 対 応 す る 端 末 パ ラ メ ー タ の ビ

ッ ト長を あらか じめ表示 する。 図中３ はレング スイン ディケ ーターで ある。  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ ２  

Ｈ 2Ｏ  

以 上 説 明 し た よ う に 本 発 明 に よ れ ば 、 電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末

等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別

す る 装 置 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を 含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ

ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離

す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ

ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 作 成 し 、 上 記 制 御 信 号 の 受 信 側 端 末 は フ ァ ク シ ミ リ 情 報 で あ

る 。  

【 発明を 実施す るための 形態】  

【 ０００ ５】  

本 発明に より・ ・・・・ である 。  

【 実施例 １】  

【 ０００ ６】  

出 発 材 料 を 次 の 通 り に 調 製 す る ： ヘ キ サ ン （ ６ ５ ０ ml） 中 、 ４ － ビ フ ェ ニ ル メ タ ノ ー ル

（ ６ ２ ． ９ ｇ 、 ３ ４ ０ ｍ モ ル ） の 懸 濁 液 を 、 三 臭 化 リ ン （ １ ６ ml、 １ ７ １ ｍ モ ル ） に よ り

１ ０ 分 間 に わ た っ て 適 下 処 理 す る 。 次 に そ の 溶 液 を １ ． ５ 時 間 撹 拌 す る 。 有 機 相 を 、 水 、

飽 和 さ れ て 冷 炭 酸 水 素 ナ ト リ ウ ム 及 び 水 に よ り 洗 浄 し 、 硫 酸 ナ ト リ ウ ム 上 で 乾 燥 せ し め 、

そ して乾 燥蒸発 し、４－ ビフェ ニルメ チルブロ ミド、 ｍ．ｐ ．７９～ ８０度 を得る 。  

【 化２】  

 

【 符号の 説明】  

【 ０００ ７】  

1a  フ ラグ  

1b  ア ドレス フィール ド  

5   制御フ ィール ド  

7   信号エ リア  

【 受託番 号】  

【 ０００ ８】  

Ｆ ＥＲＭ  Ｐ－ １８・・ ・  

【 先行技 術文献 】  

【 特許文 献】  

【 ０００ ９】  

特 開２０ １３－ １２３４ ５６（ Ｐ ２０ １３－１ ２３４ ５６Ａ ）  
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【 非特許 文献】  

【 ００１ ０】  

発 明情報 誌（Ｉ ＳＢＮ４ －１２ ３４－ ０００３ ）  

【 補足説 明】  

【 ００１ １】  

補 足とし て・・ ・  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 ００１ ２】  

【 図１】 本発明 の一実施 例の方 式説明 図である 。   

【 図２】 従来の ＮＳＦ拡 張方法 の一例 を示す説 明図で ある。  

【 図３】 勧告Ｔ ３．０に 準拠し た説明 図である 。  

【 図４】 ＣＣＩ ＴＴにお ける標 準的な 説明図で ある 。  

【 符号の 説明】  

【 ００１ ３】  

1a  フ ラグ   

1b  ア ドレス フィール ド  

5  制 御フィ ールド   

7   信号エ リア  

 

 

 

 

 

 

 

【 図１】                                 【図 ２】   
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【 図４】  
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(56)【参考文献】 

【文献】特開2010-27558（JP,A） 

【文献】「電子回路ハンドブック」52年3月25日、XYZ出版（株）発行 第228頁～第281頁 

(58)【調査した分野】(Int.Cl.，ＤＢ名) 

G01B  3/00 

G02C 23/00 - 26/00 

G08G  1/0999 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ
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リ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。 

【化１】 

0002900001.tif 000003 

【発明の概要】 

【０００２】 

一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新し

い端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。このた

め各々のファクシミリサービス提供業者や製造業者には、前記ＮＳＦ信号用いて、独自に開発した付加機能を端末パラメ

ータにインプリメントすることを行うことが要求される。 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々

の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連

続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用

する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か

「０」で拡張するか否かを判断させる。 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。

図中３はレングスインディケーターである。 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ２ 

Ｈ2Ｏ 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の

端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端

末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離する

ファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成

し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【図面の簡単な説明】 

【０００３】 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。  

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

【発明の開示】 

【０００４】 

一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新し

い端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。このた

め各々のファクシミリサービス提供業者や製造業者には、前記ＮＳＦ信号用いて、独自に開発した付加機能を端末パラメ

ータにインプリメントすることを行うことが要求される。 
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その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々

の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連

続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＦＳ信号を利用

する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か

「０」で拡張するか否かを判断させる。 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。

図中３はレングスインディケーターである。 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ２ 

Ｈ2Ｏ 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の

端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端

末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離する

ファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成

し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【発明を実施するための形態】 

【０００５】 

本発明により・・・・・である。 

【実施例１】 

【０００６】 

出発材料を次の通りに調製する：ヘキサン（６５０ml）中、４－ビフェニルメタノール（６２．９ｇ、３４０ｍモル）の

懸濁液を、三臭化リン（１６ml、１７１ｍモル）により１０分間にわたって適下処理する。次にその溶液を１．５時間撹

拌する。有機相を、水、飽和されて冷炭酸水素ナトリウム及び水により洗浄し、硫酸ナトリウム上で乾燥せしめ、そして

乾燥蒸発し、４－ビフェニルメチルブロミド、ｍ．ｐ．７９～８０度を得る。 

【化２】 

0002900001.tif 000004 

【符号の説明】 

【０００７】 

1a  フラグ 

1b  アドレスフィールド 

5   制御フィールド 

7   信号エリア 

【受託番号】 

【０００８】 

ＦＥＲＭ Ｐ－１８・・・ 

【先行技術文献】 

【特許文献】 

【０００９】 

特開２０１３－１２３４５６（Ｐ２０１３－１２３４５６Ａ） 

【非特許文献】 

【００１０】 

発明情報誌（ＩＳＢＮ４－１２３４－０００３） 

【補足説明】 

【００１１】 

補足として・・・ 

【図面の簡単な説明】 

【００１２】 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。  

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

【符号の説明】 

【００１３】 

1a  フラグ  

1b  アドレスフィールド 

5   制御フィールド  

7   信号エリア 

【図１】 

0002900001.tif 000005 

【図２】 
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0002900001.tif 000006 

【図３】 

0002900001.tif 000007 

【図４】 

0002900001.tif 000008 
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例１９－３ 特許公報（通常登録、国内出願）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-b9.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PATENT/EXAMINED UTILITY MODEL REGISTRATION 1.0//EN" "../.

./../../../DTD/gat-b9.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="B9" kind-of-st16="B2" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2900001</doc-number> 

        <kind>特許公報(B2)</kind> 

        <date>20191006</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2009123456</doc-number> 

        <date>20091220</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>特実  花子</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区霞が関４－２－１</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <priority-claims> 

      <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 

        <country>FR</country> 

        <doc-number>83304359.9</doc-number> 

        <date>20081116</date> 

      </priority-claim> 
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      <priority-claim sequence="2" jp:kind="international"> 

        <country>US</country> 

        <doc-number>96/12583</doc-number> 

        <date>20061203</date> 

      </priority-claim> 

    </priority-claims> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant> 

        <document-id> 

          <date>20191201</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 

    </dates-of-public-availability> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      <unlinked-indexing-code>C07K   5/06        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

      <unlinked-indexing-code>A61K  31/66        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      <unlinked-indexing-code jp:facet="ABJ">C07K5:06 E</unlinked-indexing-code> 

    </classification-national> 

    <field-of-search> 

      <jp:edition/> 

      <jp:search-field-info>G01B  3/00</jp:search-field-info> 

      <jp:search-field-info>G02C 23/00 - 26/00</jp:search-field-info> 

      <jp:search-field-info>G08G  1/0999</jp:search-field-info> 

    </field-of-search> 

    <references-cited> 

      <cited-patents> 

        <patcit num="1"> 

          <text>特開2010-27558（JP,A）</text> 

        </patcit> 

      </cited-patents> 

      <cited-others> 

        <nplcit num="1"> 

          <text>「電子回路ハンドブック」52年3月25日、XYZ出版（株）発行 第228頁～第281頁</text> 

        </nplcit> 

      </cited-others> 

    </references-cited> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <jp:bio-deposit-article> 

      <bio-deposit num="1"> 

        <depositary>FERM</depositary> 

        <bio-accno>BP-3235</bio-accno> 

      </bio-deposit> 

      <bio-deposit num="2"> 

        <depositary>NRRL</depositary> 

        <bio-accno>B-18292</bio-accno> 

      </bio-deposit> 
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      <bio-deposit num="3"> 

        <depositary>NRRL</depositary> 

        <bio-accno>B-18222</bio-accno> 

      </bio-deposit> 

    </jp:bio-deposit-article> 

    <jp:previously-published-document kind="unexamined"> 

      <document-id> 

        <doc-number>2010123456</doc-number> 

        <date>20100620</date> 

      </document-id> 

    </jp:previously-published-document> 

    <jp:total-pages>6</jp:total-pages> 

    <jp:request-day-for-examination>20100815</jp:request-day-for-examination> 

    <jp:accelerated-exam-or-appeal kind="accelerated-exam"/> 

    <jp:examiner-group> 

      <jp:examiner> 

        <name>審査 太郎</name> 

      </jp:examiner> 

    </jp:examiner-group> 

    <jp:consultation-group kind="patent">  

      <jp:consultation-applicant> 

        <name>特許 次郎</name> 

        <text>東京都千代田区丸の内１丁目１番１号</text> 

      </jp:consultation-applicant> 

      <jp:consultation-applicant> 

        <name>特許 三郎</name> 

        <text>東京都千代田区丸の内３丁目３３番３３３号</text> 

      </jp:consultation-applicant> 

      <jp:consultation-inventor> 

        <name>特許 一郎</name> 

        <text>東京都港区北赤坂４丁目１番地</text> 

      </jp:consultation-inventor> 

    </jp:consultation-group> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <description> 

    <technical-field> 

      <p num="0001">本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方

式に関するものである。<br/> 

        <chemistry num="1"> 

          <img id="000003" he="150" wi="150" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

        </chemistry> 

      </p> 

    </technical-field> 

    <summary-of-invention> 

      <p num="0002">一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるフ

ァクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互

通信も要求される。このため各々のファクシミリサービス提供業者や製造業者には、前記ＮＳＦ信号用いて、独自に開

発した付加機能を端末パラメータにインプリメントすることを行うことが要求される。<br/> 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個

々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されか

つ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号

を利用する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。<br/> 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。<br/> 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」

か「０」で拡張するか否かを判断させる。<br/> 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する

。図中３はレングスインディケーターである。<br/> 

<u style="single">Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/> 

Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/> 
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Ｈ<sub>2</sub>Ｏ<br/> 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末

の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信

側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分

離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド

を作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

      </p> 

    </summary-of-invention> 

    <description-of-drawings> 

      <p num="0003"> 

        <figref num="1">本発明の一実施例の方式説明図である。</figref> 

        <figref num="2">従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。</figref> 

        <figref num="3">勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。</figref> 

        <figref num="4">ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。</figref> 

      </p> 

    </description-of-drawings> 

    <disclosure> 

      <p num="0004">一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるフ

ァクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互

通信も要求される。このため各々のファクシミリサービス提供業者や製造業者には、前記ＮＳＦ信号用いて、独自に開

発した付加機能を端末パラメータにインプリメントすることを行うことが要求される。<br/> 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個

々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されか

つ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号

を利用する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。<br/> 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。<br/> 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」

か「０」で拡張するか否かを判断させる。<br/> 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する

。図中３はレングスインディケーターである。<br/> 

<u style="single">Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/> 

Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/> 

Ｈ<sub>2</sub>Ｏ<br/> 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末

の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信

側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分

離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド

を作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

      </p> 

    </disclosure> 

    <description-of-embodiments> 

      <p num="0005">本発明により・・・・・である。</p> 

      <embodiments-example ex-num="1"> 

        <p num="0006">出発材料を次の通りに調製する：ヘキサン（６５０ml）中、４－ビフェニルメタノール（６２

．９ｇ、３４０ｍモル）の懸濁液を、三臭化リン（１６ml、１７１ｍモル）により１０分間にわたって適下処理する。

次にその溶液を１．５時間撹拌する。有機相を、水、飽和されて冷炭酸水素ナトリウム及び水により洗浄し、硫酸ナト

リウム上で乾燥せしめ、そして乾燥蒸発し、４－ビフェニルメチルブロミド、ｍ．ｐ．７９～８０度を得る。 

          <chemistry num="2"> 

            <img id="000004" he="150" wi="150" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"

/> 

          </chemistry> 

        </p> 

      </embodiments-example> 

    </description-of-embodiments> 

    <reference-signs-list> 

      <p num="0007">1a  フラグ<br/>1b  アドレスフィールド<br/>5   制御フィールド<br/>7   信号エリア 

</p> 

    </reference-signs-list> 

    <reference-to-deposited-biological-material> 

      <p num="0008">ＦＥＲＭ Ｐ－１８・・・</p> 

    </reference-to-deposited-biological-material> 

    <citation-list> 
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      <patent-literature> 

        <p num="0009">特開２０１３－１２３４５６（Ｐ２０１３－１２３４５６Ａ）</p> 

      </patent-literature> 

      <non-patent-literature> 

        <p num="0010">発明情報誌（ＩＳＢＮ４－１２３４－０００３）</p> 

      </non-patent-literature> 

      <heading>補足説明</heading> 

      <p num="0011">補足として・・・</p> 

    </citation-list> 

    <description-of-drawings> 

      <p num="0012"> 

        <figref num="1">本発明の一実施例の方式説明図である。</figref> 

        <figref num="2">従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。</figref> 

        <figref num="3">勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。</figref> 

        <figref num="4">ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。</figref> 

      </p> 

    </description-of-drawings> 

    <heading>符号の説明</heading> 

    <p num="0013">1a  フラグ<br/>1b  アドレスフィールド<br/>5   制御フィールド<br/>7   信号エリア 

</p> 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <drawings> 

    <figure num="1"> 

      <img id="000005" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

      <figure num="2"> 

      <img id="000006" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="3"> 

      <img id="000007" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="4"> 

      <img id="000008" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings> 

  <jp:overflow> 

    <p num=""> 

(51)Int.Cl.               ＦＩ<br/> 

<i>   Ｃ０７Ｋ   5/06(2006.01) </i>         Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ<br/> 

<i>   Ａ６１Ｋ  31/66(2006.01) </i> 

<br/> 

この出願については、下記特許出願人と特許法第３９条第７項の規定による協議が成立した。<br/> 

協議により定めた１の特許出願人以外の出願人<br/> 

   出願人        特許 次郎<br/> 

                 東京都千代田区丸の内１丁目１番１号<br/> 

   出願人        特許 三郎<br/> 

                 東京都千代田区丸の内３丁目３３番３３３号<br/> 

上記の出願人の出願に係る発明の発明者<br/> 

   発明者        特許 一郎<br/> 
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                 東京都港区北赤坂４丁目１番地<br/> 

<br/> 

(56)参考文献 特開2010-27558（JP,A）<br/> 

             「電子回路ハンドブック」52年3月25日、XYZ出版（株）発行 第228頁～第281頁<br/> 

<br/> 

(58)調査した分野(Int.Cl，ＤＢ名)<br/> 

              G01B 3/00<br/> 

              G02C 23/00 - 26/00<br/> 

              G08G 1/0999 

    </p> 

  </jp:overflow> 

</jp-official-gazette> 
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例２０－１ 特許公報（審決登録、国際出願）【標準レイアウト】 

 

JP  2900001  B2  2019.12.1 

 

(19)日本国特許庁(JP)        (12)特  許  公  報(B2)          (11)特許番号 

特許第2900001号 
(P2900001) 

(45)発行日 令和1年12月1日(2019.12.1)                          (24)登録日 令和1年10月6日(2019.10.6)  

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                  

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ   

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)         Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ    

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)          Ｇ０１Ｂ   34:56 

請求項の数 2 （全 5 頁） 

(21)出願番号    特願2009-523456 

(86)(22)出願日    平成19年12月23日(2007.12.23) 

(65)公表番号    特表2010-523456(P2010-523456A) 

(43)公表日       平成22年6月20日(2010.6.20)  

(86)国際出願番号  PCT/CA2007/000151 

(87)国際公開番号  WO2008/018606 

(87)国際公開日   平成20年5月18日(2008.5.18) 

    審査請求日      平成22年1月10日(2010.1.10) 

   審判番号    不服2010-12345(P2010-12345/J1) 

    審判請求日   平成22年7月18日(2010.7.18)  

 

特許権者において、権利譲渡の用意がある。 

 

前置審査 

(73)特許権者  390000011 

特実株式会社 

東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)代理人 111111111 

弁理士 代理 太郎 

(73)特許権者 390001111 

特許株式会社 

東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(73)特許権者 390001222 

実用株式会社 

東京都千代田区内幸町１丁目２番３号 

(73)特許権者 390001333 

株式会社パテント 

東京都千代田区内幸町５丁目５番５号 

                 最終頁に続く 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パ

ラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを

含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフ

ィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデ

ータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特

定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末

の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方

式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ

識別方式に関するものである。 
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【 化１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 発明の 概要】  

【 発明が 解決し ようとす る課題 】  

【 ０００ ２】  

一 方 、端 末技 術の 向上に よ り、 ファ クシ ミリの 高 機能 化、 多機 能化が 行 われ 新し く開 発され

る フ ァク シミ リ装 置には 新 しい 端末 パラ メータ を 付加 する こと が要求 さ れる 。さ らに 新規開

発 の装置 と既存 の装置と の相互 通信も 要求され る。  

【 課題を 解決す るための 手段】  

【 ０００ ３】  

そ の 装置 とし ては 、複数 の ＮＳ Ｆ信 号を 連続さ せ ＮＳ Ｆ信 号グ ループ を 作成 し、 かつ 個々の

Ｎ Ｓ Ｆ信 号は 開発 された 個 々の 端末 モデ ルを表 す よう にす るこ とが、 最 も簡 単で ある が、国

際 標 準で は、 ＮＳ Ｆ信号 は 単一 フレ ーム で構成 さ れか つ連 続し て伝送 さ れな いこ とと されて

お り 、複 数の ＮＳ Ｆ信号 を 使用 する こと はでき な い。 第２ 図に 複数の Ｎ ＳＦ 信号 を利 用する

場 合の例 を示す 。このた め、 Ｎ ＳＦ信 号のＦＩ Ｆを拡 張させ ることが 考えら れる。  

【 ０００ ４】  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以下 の方法 がある。  

【 ０００ ５】  

方 法 １： 第１ 図１ ａに示 す 如く ＦＩ Ｆを 固定長 で 分割 し、 最後 のビッ ト を拡 張ビ ット に割り

当 ててそ のビッ トの「１ 」か「 ０」で 拡張する か否か を判断 させる。  

【 ０００ ６】  

方 法 ２： 第１ 図１ ｂに示 す 如く 各フ ァク シミリ 端 末モ デル に対 応する 端 末パ ラメ ータ のビッ

ト 長をあ らかじ め表示す る。図 中３は レングス インデ ィケー ターであ る。  

【 ０００ ７】  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ 2 

Ｈ 2Ｏ  

【 発明の 効果】  

【 ０００ ８】  

以 上 説明 した よう に本発 明 によ れば 、電 話回線 を 用い て相 互通 信を行 う ファ クシ ミリ 端末等

に よ り、 相手 端末 に自端 末 の端 末パ ラメ ータを 通 知し 、通 信時 の端末 パ ラメ ータ を識 別する

装 置 にお いて 、端 末パラ メ ータ を含 む制 御信号 の 送信 側端 末は 該制御 信 号の ファ クシ ミリ情

報 フ ィー ルド を、 複数の サ ブフ ィー ルド に分離 し 、各 サブ フィ ールド の 情報 を分 離す るファ

ク シ ミリ 情報 フィ ールド の デー タ中 には 現れな い 特定 の識 別コ ードを 挿 入し てフ ァク シミリ

情 報フィ ールド を作成し 、上記 制御信 号の受信 側端末 はファ クシミリ 情報で ある。  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 ０００ ９】  

【 図１】  本発 明の一実 施例の 方式説 明図であ る。   

【 図２】  従来 のＮＳＦ 拡張方 法の一 例を示す 説明図 である 。  

【 図３】  勧告 Ｔ３．０ に準拠 した説 明図であ る。  

【 図４】  ＣＣ ＩＴＴに おける 標準的 な説明図 である 。  

【 符号の 説明】  
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【 ００１ ０】  

1a  フ ラグ   

1b  ア ドレス フィール ド   

5  制 御フィ ールド  

7   信号エ リア   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図１】                                 【図 ２】   
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【 図４】  
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──────────────────────────────────────────────────── 

フロントページの続き 

 

(73)特許権者 390001444 

株式会社パテントコーポ 

東京都千代田区内幸町５丁目５番３号 

(74)代理人 122222222 

弁理士 代理 次郎 

(74)代理人 123333333 

弁理士 代理 三郎 

(72)発明者 発明  太郎 

神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

合議体 

審判長 審判 長一 

審判官 審判 太郎 

審判官 審判 次郎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-227-



例２０－２ 特許公報（審決登録、国際出願）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】特許公報(B2)  

(11)【特許番号】特許第2900001号(P2900001) 

(24)【登録日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

(45)【発行日】令和1年12月1日(2019.12.1) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【請求項の数】2 

【全頁数】5 

(21)【出願番号】特願2009-523456 

(86)(22)【出願日】平成19年12月23日(2007.12.23) 

(65)【公表番号】特表2010-523456(P2010-523456A) 

(43)【公表日】平成22年6月20日(2010.6.20)   

(86)【国際出願番号】PCT/CA2007/000151 

(87)【国際公開番号】WO2008/018606 

(87)【国際公開日】平成20年5月18日(2008.5.18) 

【審査請求日】平成22年1月10日(2010.1.10) 

【審判番号】不服2010-12345(P2010-12345/J1) 

【審判請求日】平成22年7月18日(2010.7.18)  

【権利譲渡・実施許諾】特許権者において、権利譲渡の用意がある。 

【前置審査】 

(73)【特許権者】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】特実株式会社 

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)【代理人】 

【識別番号】111111111 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

 (73)【特許権者】 

【識別番号】390001111 

【氏名又は名称】特許株式会社 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町４丁目５番６号 

(73)【特許権者】 

【識別番号】390001222 

【氏名又は名称】実用株式会社 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町１丁目２番３号 

(73)【特許権者】 

【識別番号】390001333 

【氏名又は名称】株式会社パテント 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町５丁目５番５号 

(73)【特許権者】 

【識別番号】390001444 

【氏名又は名称】株式会社パテントコーポ 

【住所又は居所】東京都千代田区内幸町５丁目５番３号 

(74)【代理人】 

【識別番号】122222222 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 次郎 
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 (74)【代理人】 

【識別番号】123333333 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 三郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【合議体】 

【審判長】審判 長一 

【審判官】審判 太郎 

【審判官】審判 次郎 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。 

【化１】 

0002900001.tif 000003 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００２】 

一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新し

い端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。 

【課題を解決するための手段】 

【０００３】 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々

の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連

続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用

する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

【０００４】 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

【０００５】 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か

「０」で拡張するか否かを判断させる。 

【０００６】 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。

図中３はレングスインディケーターである。 

【０００７】 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ2 

Ｈ2Ｏ 

【発明の効果】 

【０００８】 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の

端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端

末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離する

ファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成

し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【図面の簡単な説明】 

【０００９】 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。  

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 
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【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

【符号の説明】 

【００１０】 

1a  フラグ  

1b  アドレスフィールド 

5     制御フィールド 

7   信号エリア 

【図１】 

0002900001.tif 000004 

【図２】 

0002900001.tif 000005 

【図３】 

0002900001.tif 000006 

【図４】 

0002900001.tif 000007 
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例２０－３ 特許公報（審決登録、国際出願）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-b9.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PATENT/EXAMINED UTILITY MODEL REGISTRATION 1.0//EN" "../.

./../../../DTD/gat-b9.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="B9" kind-of-st16="B2" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2900001</doc-number> 

        <kind>特許公報(B2)</kind> 

        <date>20191006</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2009523456</doc-number> 

        <date>20071223</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>特実株式会社</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区霞が関４－２－１</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>111111111</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

        <jp:applicants-agents sequence="2"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>特許株式会社</name> 

              <registered-number>390001111</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸町４丁目５番６号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <applicant sequence="2"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>実用株式会社</name> 

              <registered-number>390001222</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸町１丁目２番３号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 
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          </applicant> 

          <applicant sequence="3"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>株式会社パテント</name> 

              <registered-number>390001333</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸町５丁目５番５号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <applicant sequence="4"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>株式会社パテントコーポ</name> 

              <registered-number>390001444</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区内幸町５丁目５番３号</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 次郎</name> 

              <registered-number>122222222</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

          <agent sequence="2" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 三郎</name> 

              <registered-number>123333333</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant> 

        <document-id> 

          <date>20191201</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 

    </dates-of-public-availability> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 
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      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <pct-or-regional-filing-data> 

      <document-id> 

        <doc-number>CA2007000151</doc-number> 

        <date>20071223</date> 

      </document-id> 

    </pct-or-regional-filing-data> 

    <pct-or-regional-publishing-data> 

      <document-id> 

        <doc-number>WO2008018606</doc-number> 

        <date>20080518</date> 

      </document-id> 

    </pct-or-regional-publishing-data> 

    <jp:previously-published-document kind="translation"> 

      <document-id> 

        <doc-number>2010523456</doc-number> 

        <date>20100620</date> 

      </document-id> 

    </jp:previously-published-document> 

    <jp:total-pages>5</jp:total-pages> 

    <jp:request-day-for-examination>20100110</jp:request-day-for-examination> 

    <jp:appeal-number kind-of-appeal="j1">2010012345</jp:appeal-number> 

    <jp:appeal-date>20100718</jp:appeal-date> 

    <jp:assign-or-license>特許権者において、権利譲渡の用意がある。</jp:assign-or-license> 

    <jp:reconsideration-before-appeal/> 

    <jp:appeal-examiner-group> 

      <jp:appeal-examiner-in-chief> 

        <name>審判 長一</name> 

      </jp:appeal-examiner-in-chief> 

      <jp:appeal-examiner> 

        <name>審判 太郎</name> 

      </jp:appeal-examiner> 

      <jp:appeal-examiner> 

        <name>審判 次郎</name> 

      </jp:appeal-examiner> 

    </jp:appeal-examiner-group> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <description> 

    <technical-field> 

      <p num="0001">本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方

式に関するものである。<br/> 

        <chemistry num="1"> 

          <img id="000003" he="150" wi="150" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

        </chemistry> 

      </p> 

    </technical-field> 

    <summary-of-invention> 

      <tech-problem> 

        <p num="0002">一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発される

ファクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相
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互通信も要求される。</p> 

      </tech-problem> 

      <tech-solution> 

        <p num="0003">その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮ

ＳＦ信号は開発された個々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単

一フレームで構成されかつ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第

２図に複数のＮＳＦ信号を利用する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。<

/p> 

        <p num="0004">ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。</p> 

        <p num="0005">方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当

ててそのビットの「１」か「０」で拡張するか否かを判断させる。</p> 

        <p num="0006">方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット

長をあらかじめ表示する。図中３はレングスインディケーターである。</p> 

        <p num="0007"> 

          <u>Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/>Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/>Ｈ<sub>2</sub>Ｏ 

        </p> 

      </tech-solution> 

      <advantageous-effects> 

        <p num="0008">以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等に

より、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメー

タを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サ

ブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファ

クシミリ情報フィールドを作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。</p> 

      </advantageous-effects> 

    </summary-of-invention> 

    <description-of-drawings> 

      <p num="0009"> 

        <figref num="1">本発明の一実施例の方式説明図である。</figref> 

        <figref num="2">従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。</figref> 

        <figref num="3">勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。</figref> 

        <figref num="4">ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。</figref> 

      </p> 

    </description-of-drawings> 

    <reference-signs-list>  

    <p num="0010">1a  フラグ<br/>1b  アドレスフィールド<br/>5     制御フィールド<br/>7   信号エリア 

</p> 

    </reference-signs-list> 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <drawings> 

    <figure num="1"> 

      <img id="000004" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="2"> 

      <img id="000005" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="3"> 

      <img id="000006" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="4"> 
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      <img id="000007" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings> 

  <jp:overflow> 

    <p num=""> 

(73)特許権者 390001444<br/> 

            株式会社パテントコーポ<br/> 

            東京都千代田区内幸町５丁目５番３号<br/> 

(74)代理人   122222222<br/> 

            弁理士 代理 次郎<br/> 

(74)代理人   123333333<br/> 

            弁理士 代理 三郎<br/> 

(72)発明者   発明  太郎<br/> 

            神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地<br/> 

<br/> 

合議体<br/> 

審判長 審判 長一<br/> 

審判官 審判 太郎<br/> 

審判官 審判 次郎<br/> 

</p> 

  </jp:overflow> 

</jp-official-gazette> 
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例２１－１ 特許公報（未公開特許公報）【標準レイアウト】 

 

JP  2900001  B1  2019.12.1 

 

(19)日本国特許庁(JP)         (12)特  許  公  報(B1)              (11)特許番号 

特許第2900001号 
(P2900001) 

(45)発行日 令和1年12月1日(2019.12.1)                  (24)登録日 令和1年10月6日(2019.10.6) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                  

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ   

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)         Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ    

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)           Ｇ０１Ｂ   34:56 

請求項の数 2  （全 4 頁）  最終頁に続く   

(21)出願番号    特願2018-123456 

(22)出願日     平成30年12月23日(2018.12.23) 

    審査請求日   平成30年12月23日(2018.12.23) 

 

特許権者において、権利譲渡または実施許諾の用意があ

る。 

(73)特許権者 390000011 

特実  花子 

東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)代理人 123456789 

弁理士 代理 太郎 

(72)発明者 発明  太郎 

神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

  審査官 審査 太郎 

 

 

 

 

 

 

 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パ

ラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを

含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフ

ィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデ

ータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特

定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末

の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方

式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ

識別方式に関するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 
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(2)                          JP  2900001  B1  2019.12.1 

 

【 化１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        ・ 

        ・ 

        ・ 

        ・ 

        ・ 

      （途中省略） 

【要約】 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張

を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号

の送信端末１ａ、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分

離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない

特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制御信号の受信端末７は

ファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールド

を複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パ

ラメータの内容を検出する。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して

可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既

に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメントされるので、ハードウ

ェア上の負担にはならない。 
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【 図１】                                 【図 ２】   
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(4)                         JP  2900001  B1  2019.12.1 

 

──────────────────────────────────────────────────── 

フロントページの続き 

 

(51)Int.Cl.                                ＦＩ                                     

   Ｃ０７Ｋ   5/06(2006.01)                Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 

   Ａ６１Ｋ  31/66(2006.01) 
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例２１－２ 特許公報（未公開特許公報）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】特許公報(B1) 

(11)【特許番号】特許第2900001号(P2900001) 

(24)【登録日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

(45)【発行日】令和1年12月1日(2019.12.1) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
   Ｃ０７Ｋ   5/06     (2006.01) 
   Ａ６１Ｋ  31/66     (2006.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

   Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 

【請求項の数】2 

【全頁数】4 

(21)【出願番号】特願2018-123456 

(22)【出願日】平成30年12月23日(2018.12.23) 

【審査請求日】平成30年12月23日(2018.12.23)  

【権利譲渡・実施許諾】特許権者において、権利譲渡または実施許諾の用意がある。 

(73)【特許権者】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】特実  花子 

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【審査官】審査 太郎 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【 請求項 ２】  

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。 

【化１】 

0002900001.tif 000002 

        ・ 

        ・ 

        ・ 

        ・ 

      （途中省略） 
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【要約】 

【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易にする。 

【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端末１ａ、１ｂは

制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファク

シミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成する。制

御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシミリ情報フィールドを

複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータを分離する。送信側のユニ

ークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専用メモリにインプリメント

されるので、ハードウェア上の負担にはならない。 

【図１】 

0002900001.tif 000004 

【図２】 
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【図３】 
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【図４】 
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例２１－３ 特許公報（未公開特許公報）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-b9.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PATENT/EXAMINED UTILITY MODEL REGISTRATION 1.0//EN" "../.

./../../../DTD/gat-b9.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="B9" kind-of-st16="B1" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2900001</doc-number> 

        <kind>特許公報(B1)</kind> 

        <date>20191006</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2018123456</doc-number> 

        <date>20181223</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>特実  花子</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区霞が関４－２－１</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

            <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

          </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant> 

        <document-id> 

          <date>20191201</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 
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    </dates-of-public-availability> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      <unlinked-indexing-code>C07K   5/06        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

      <unlinked-indexing-code>A61K  31/66        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      <unlinked-indexing-code jp:facet="ABJ">C07K5:06 E</unlinked-indexing-code> 

    </classification-national> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <jp:total-pages>4</jp:total-pages> 

    <jp:request-day-for-examination>20181223</jp:request-day-for-examination> 

    <jp:assign-or-license>特許権者において、権利譲渡または実施許諾の用意がある。</jp:assign-or-license> 

    <jp:examiner-group> 

      <jp:examiner> 

        <name>審査 太郎</name> 

      </jp:examiner> 

    </jp:examiner-group> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <description> 

    <technical-field> 

      <p num="0001">本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方

式に関するものである。<br/> 

        <chemistry num="1"> 

          <img id="000002" he="150" wi="150" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

        </chemistry> 

      </p> 

    </technical-field> 

        ・ 

        ・ 

      （途中省略） 

        ・ 

        ・ 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

    </claim> 
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  </claims> 

  <abstract> 

    <p num="">【課題】ファクシミリ端末パラメータ識別方法に関し、ファクシミリ装置機能のパラメータ拡張を容易

にする。<br/>【解決手段】通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信端

末１ａ、１ｂは制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報

を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィー

ルドを作成する。制御信号の受信端末７はファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、ファクシ

ミリ情報フィールドを複数のサブフィールドに分離して、各サブフィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラ

メータの内容を検出する。装置機能のパラメータを拡張する場合はユニークコードを挿入して可変長の端末パラメータ

を分離する。送信側のユニークコードは端末装置が製造された時点で既に装置固有の制御信号の一部として読み出し専

用メモリにインプリメントされるので、ハードウェア上の負担にはならない。</p> 

  </abstract> 

  <drawings> 

    <figure num="1"> 

      <img id="000004" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="2"> 

      <img id="000005" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="3"> 

      <img id="000006" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="4"> 

      <img id="000007" he="50" wi="100" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings> 

  <jp:overflow> 

    <p num=""> 

(51)Int.Cl.               ＦＩ<br/> 

<i>   Ｃ０７Ｋ   5/06(2006.01) </i>         Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ<br/> 

<i>   Ａ６１Ｋ  31/66(2006.01) </i> 

    </p> 

  </jp:overflow> 

</jp-official-gazette> 
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例２２－１ 特許公報（Ｘフォーマット）【標準レイアウト】 

 

JP  2900001  B2  2000.12.3 

 

(19)日本国特許庁(JP)        (12)特  許  公  報(B2)          (11)特許番号 

特許第2900001号 
(P2900001) 

(45)発行日 平成12年12月1日(2000.12.3)                         (24)登録日 平成12年10月1日(2000.10.1) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                  

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ   

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)         Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ    

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)           Ｇ０１Ｂ   34:56 

請求項の数 2  （全 4 頁） 

(21)出願番号    特願平10-123456 

(22)出願日      平成10年12月20日(1998.12.20) 

(65)公開番号    特開2000-123456(P2000-123456A) 

(43)公開日       平成12年6月18日(2000.6.18)   

    審査請求日   平成12年8月20日(2000.8.20) 

 

特許法第３０条第１項適用 平成１０年１０月２１日付

画像工学会研究専門委員会主催の１９９８年度画像符号

化シンポジウム（ＰＳＣＪ９８）において文書をもって

発表 

 

 

 

(73)特許権者  390000011 

特実  花子 

東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)代理人 123456789 

弁理士 代理 太郎 

(72)発明者 発明  太郎 

神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

審査官 審査 太郎 

 

 

 

 

 

 

 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パ

ラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを

含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフ

ィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデ

ータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特

定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末

の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方

式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【０００１】 

【技術分野】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ

識別方式に関するものである。 
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(2)                         JP  2900001  B2  2000.12.3 

 

【 化１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 ０００ ２】  

【 発明が 解決し ようとす る課題 】  

一 方 、 端 末 技 術 の 向 上 に よ り 、 フ ァ ク シ ミ リ の 高 機 能 化 、 多 機 能 化 が 行 わ れ 新 し く 開 発 さ

れ る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 新 し い 端 末 パ ラ メ ー タ を 付 加 す る こ と が 要 求 さ れ る 。 さ ら に 新

規 開発の 装置と 既存の装 置との 相互通 信も要求 される 。  

【 ０００ ３】  

【 課題を 解決す るための 手段】  

そ の 装 置 と し て は 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 連 続 さ せ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 グ ル ー プ を 作 成 し 、 か つ 個 々

の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 開 発 さ れ た 個 々 の 端 末 モ デ ル を 表 す よ う に す る こ と が 、 最 も 簡 単 で あ る が

、 国 際 標 準 で は 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 単 一 フ レ ー ム で 構 成 さ れ か つ 連 続 し て 伝 送 さ れ な い こ と と

さ れ て お り 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 使 用 す る こ と は で き な い 。 第 ２ 図 に 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を

利 用 す る 場 合 の 例 を 示 す 。 こ の た め 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 の Ｆ Ｉ Ｆ を 拡 張 さ せ る こ と が 考 え ら れ る

。  

【 ０００ ４】  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以下 の方法 がある。  

【 ０００ ５】  

方 法 １ ： 第 １ 図 １ ａ に 示 す 如 く Ｆ Ｉ Ｆ を 固 定 長 で 分 割 し 、 最 後 の ビ ッ ト を 拡 張 ビ ッ ト に 割

り 当てて そのビ ットの「 １」か 「０」 で拡張す る か否 かを判 断させる 。  

【 ０００ ６】  

方 法 ２ ： 第 １ 図 １ ｂ に 示 す 如 く 各 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 モ デ ル に 対 応 す る 端 末 パ ラ メ ー タ の ビ

ッ ト長を あらか じめ表示 する。 図中３ はレング スイン ディケ ーターで ある。  

【 ０００ ７】  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ 2 

Ｈ 2Ｏ  

【 ０００ ８】  

【 発明の 効果】  

以 上 説 明 し た よ う に 本 発 明 に よ れ ば 、 電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末

等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別

す る 装 置 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を 含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ

ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離

す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ

ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 作 成 し 、 上 記 制 御 信 号 の 受 信 側 端 末 は フ ァ ク シ ミ リ 情 報 で あ

る 。  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 図１】  本発 明の一実 施例の 方式説 明図であ る。   

【 図２】  従来 のＮＳＦ 拡張方 法の一 例を示す 説明図 である 。  

【 図３】  勧告 Ｔ３．０ に準拠 した説 明図であ る。  
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【 図４】  ＣＣ ＩＴＴに おける 標準的 な説明図 である 。  

【 符号の 説明】   

1a  フ ラグ   

1b  ア ドレス フィール ド   

5  制 御フィ ールド  

7   信号エ リア   
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【 図４】  
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例２２－２ 特許公報（Ｘフォーマット）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】特許公報(B2)  

(11)【特許番号】特許第2900001号(P2900001) 

(24)【登録日】平成12年10月1日(2000.10.1) 

(45)【発行日】平成12年12月3日(2000.12.3) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【請求項の数】2 

【全頁数】4 

(21)【出願番号】特願平10-123456 

(22)【出願日】平成10年12月20日(1998.12.20) 

(65)【公開番号】特開2000-123456(P2000-123456A) 

(43)【公開日】平成12年6月18日(2000.6.18)   

【審査請求日】平成12年8月20日(2000.8.20)  

【新規性喪失の例外の表示】特許法第３０条第１項適用 平成１０年１０月２１日付画像工学会研究専門委員会主催の１

９９８年度画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ９８）において文書をもって発表 

 (73)【特許権者】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】特実  花子 

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【審査官】審査 太郎 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを

通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側

端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィー

ルドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入

してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィール

ドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ

端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【０００１】 

【技術分野】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に

関するものである。 

【化１】 

0002900001.tif 000002 

【０００２】 

【発明が解決しようとする課題】 
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一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新し

い端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。 

【０００３】 

【課題を解決するための手段】 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々

の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連

続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用

する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

【０００４】 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

【０００５】 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か

「０」で拡張するか否かを判断させる。 

【０００６】 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。

図中３はレングスインディケーターである。 

【０００７】 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ2 

Ｈ2Ｏ 

【０００８】 

【発明の効果】 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の

端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端

末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離する

ファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成

し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【図面の簡単な説明】 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。  

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

【符号の説明】 

1a  フラグ 

1b  アドレスフィールド 

5     制御フィールド 

7   信号エリア  

【図１】 

0002900001.tif 000003 

【図２】 

0002900001.tif 000004 

【図３】 

0002900001.tif 000005 

【図４】 

0002900001.tif 000006 
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例２２－３ 特許公報（Ｘフォーマット）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-b9.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PATENT/EXAMINED UTILITY MODEL REGISTRATION 1.0//EN" "../.

./../../../DTD/gat-b9.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="B9" kind-of-st16="B2" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2900001</doc-number> 

        <kind>特許公報(B2)</kind> 

        <date>20001001</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>1998123456</doc-number> 

        <date>19981220</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>特実  花子</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区霞が関４－２－１</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

            <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

          </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant> 

        <document-id> 

          <date>20001201</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 
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    </dates-of-public-availability> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <jp:previously-published-document kind="unexamined"> 

      <document-id> 

        <doc-number>2000123456</doc-number> 

        <date>20000618</date> 

      </document-id> 

    </jp:previously-published-document> 

    <jp:total-pages>4</jp:total-pages> 

    <jp:request-day-for-examination>20000820</jp:request-day-for-examination> 

    <jp:article-of-lack-of-novelty> 

      <lack-of-novelty jp:sequence="1"> 

        <dtext>特許法第３０条第１項適用 平成１０年１０月２１日付画像工学会研究専門委員会主催の１９９８年度

画像符号化シンポジウム（ＰＳＣＪ９８）において文書をもって発表</dtext> 

      </lack-of-novelty> 

    </jp:article-of-lack-of-novelty> 

    <jp:examiner-group> 

      <jp:examiner> 

        <name>審査 太郎</name> 

      </jp:examiner> 

    </jp:examiner-group> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <description> 

    <p num="">【０００１】<br/>【技術分野】<br/>本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファ

クシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。<br/> 

【化１】<br/> 

        <img id="000002" he="150" wi="150" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

【０００２】<br/>【発明が解決しようとする課題】<br/>一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多

機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新

規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。<br/> 

【０００３】<br/>【課題を解決するための手段】<br/>その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グ

ループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、

国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号

を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを

拡張させることが考えられる。<br/> 

【０００４】<br/>ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。<br/> 

【０００５】<br/>方法１：第１図1ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそ

のビットの「１」か「０」で拡張するか否かを判断させる。<br/> 

【０００６】<br/>方法２：第１図1ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあ

らかじめ表示する。図中３はレングスインディケーターである。<br/> 

【０００７】<br/> 
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            <u style="single">Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/>Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/>Ｈ<sub>2</sub>Ｏ 

      <br/> 

【０００８】<br/>【発明の効果】<br/>以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファク

シミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において

、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールド

に分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コード

を挿入してファクシミリ情報フィールドを作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。<br/> 

【図面の簡単な説明】<br/> 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。<br/> 

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。<br/> 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。<br/> 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。<br/> 

【符号の説明】<br/>1a  フラグ<br/>1b  アドレスフィールド<br/>5     制御フィールド<br/>7   信号エリア 

</p> 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

  <drawings> 

    <figure num="1"> 

      <img id="000003" he="64" wi="85" file="0002900004.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="2"> 

      <img id="000004" he="70" wi="55" file="0002900004.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="3"> 

      <img id="000005" he="27" wi="75" file="0002900004.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="4"> 

      <img id="000006" he="70" wi="57" file="0002900004.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings> 

</jp-official-gazette> 
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例２３－１ 特許公報（実用新案登録に基づく特許出願が設定登録された場合の特許公報）【標準レイアウト】 

 

JP  3900001  B2  2019.12.1 

 

(19)日本国特許庁(JP)        (12)特  許  公  報(B2)          (11)特許番号 

特許第3900001号 
(P3900001) 

(45)発行日 令和1年12月1日(2019.12.1)                        (24)登録日 令和1年11月10日(2019.11.10) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                  

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ   

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)         Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ    

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)          Ｇ０１Ｂ   34:56 

請求項の数 2  （全 4 頁）  最終頁に続く   

(21)出願番号    特願2015-123456(P2015-123456) 

(22)出願日     平成27年5月30日(2015.5.30)  

  基礎とした実用新案登録 

        実用新案登録第3601231号 

  原出願日     平成27年4月5日(2015.4.5)  

(65)公開番号    特開2015-123456(P2015-123456A) 

(43)公開日       平成27年7月5日(2015.7.5)   

    審査請求日   平成27年5月30日(2015.5.30) 

 

 

(73)特許権者  390000011 

特実  花子 

東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)代理人 123456789 

弁理士 代理 太郎 

(72)発明者 発明  太郎 

神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

審査官 審査 太郎  

    

(56)参考文献 特開2010-27558（JP,A） 

「電子回路ハンドブック」52年3月25日

、XYZ出版（株）発行 第228頁～第281

頁 

 

                最終頁に続く 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パ

ラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを

含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフ

ィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデ

ータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特

定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末

の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方

式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ

識別方式に関するものである。 
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(2)                     JP  3900001  B2  2019.12.1 

 

【 化１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 発明の 概要】  

【 ０００ ２】  

一 方 、 端 末 技 術 の 向 上 に よ り 、 フ ァ ク シ ミ リ の 高 機 能 化 、 多 機 能 化 が 行 わ れ 新 し く 開 発 さ

れ る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 新 し い 端 末 パ ラ メ ー タ を 付 加 す る こ と が 要 求 さ れ る 。 さ ら に 新

規 開 発 の 装 置 と 既 存 の 装 置 と の 相 互 通 信 も 要 求 さ れ る 。 こ の た め 各 々 の フ ァ ク シ ミ リ サ ー

ビ ス 提 供 業 者 や 製 造 業 者 に は 、 前 記 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 用 い て 、 独 自 に 開 発 し た 付 加 機 能 を 端 末 パ

ラ メータ にイン プリメン トする ことを 行うこと が要求 される 。  

そ の 装 置 と し て は 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 連 続 さ せ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 グ ル ー プ を 作 成 し 、 か つ 個 々

の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 開 発 さ れ た 個 々 の 端 末 モ デ ル を 表 す よ う に す る こ と が 、 最 も 簡 単 で あ る が

、 国 際 標 準 で は 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 単 一 フ レ ー ム で 構 成 さ れ か つ 連 続 し て 伝 送 さ れ な い こ と と

さ れ て お り 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 使 用 す る こ と は で き な い 。 第 ２ 図 に 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を

利 用 す る 場 合 の 例 を 示 す 。 こ の た め 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 の Ｆ Ｉ Ｆ を 拡 張 さ せ る こ と が 考 え ら れ る

。  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以下 の方法 がある。  

方 法 １ ： 第 １ 図 １ ａ に 示 す 如 く Ｆ Ｉ Ｆ を 固 定 長 で 分 割 し 、 最 後 の ビ ッ ト を 拡 張 ビ ッ ト に 割

り 当てて そのビ ットの「 １」か 「０」 で拡張す るか否 かを判 断させる 。  

方 法 ２ ： 第 １ 図 １ ｂ に 示 す 如 く 各 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 モ デ ル に 対 応 す る 端 末 パ ラ メ ー タ の ビ

ッ ト長を あらか じめ表示 する。 図中３ はレング スイン ディケ ーターで ある。  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ ２  

Ｈ 2Ｏ  

以 上 説 明 し た よ う に 本 発 明 に よ れ ば 、 電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末

等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別

す る 装 置 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を 含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ

ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離

す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ

ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 作 成 し 、 上 記 制 御 信 号 の 受 信 側 端 末 は フ ァ ク シ ミ リ 情 報 で あ

る 。  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 ０００ ３】  

【 図１】 本発明 の一実施 例の方 式説明 図である 。   

【 図２】 従来の ＮＳＦ拡 張方法 の一例 を示す説 明図で ある。  

【 図３】 勧告Ｔ ３．０に 準拠し た説明 図である 。  

【 図４】 ＣＣＩ ＴＴにお ける標 準的な 説明図で ある。  

・   

・ 

・ 

・ 

（以下、通常の特許公報と同内容が続く） 
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例２３－２ 特許公報（実用新案登録に基づく特許出願が設定登録された場合の特許公報） 

【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】特許公報(B2)  

(11)【特許番号】特許第3900001号(P3900001) 

(24)【登録日】令和1年11月10日(2019.11.10) 

(45)【発行日】令和1年12月1日(2019.12.1) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
   Ｃ０７Ｋ   5/06     (2006.01) 
   Ａ６１Ｋ  31/66     (2006.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

   Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 

【請求項の数】2 

【全頁数】4 

(21)【出願番号】特願2015-123456(P2015-123456) 

(22)【出願日】平成27年5月30日(2015.5.30)  

【基礎とした実用新案登録】実用新案登録第3601231号 

【原出願日】平成27年4月5日(2015.4.5) 

(65)【公開番号】特開2015-123456(P2015-123456A) 

(43)【公開日】平成27年7月5日(2015.7.5)   

【審査請求日】平成27年5月30日(2015.5.30)  

(73)【特許権者】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】特実  花子 

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【審査官】審査 太郎 

(56)【参考文献】 

【文献】特開2010-27558（JP,A） 

【文献】「電子回路ハンドブック」52年3月25日、XYZ出版（株）発行 第228頁～第281頁 

(58)【調査した分野】(Int.Cl.，ＤＢ名) 

G01B  3/00 

G02C 23/00 - 26/00 

G08G  1/0999 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 
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【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。 

【化１】 

0002900001.tif 000003 

【発明の概要】 

【０００２】 

一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新し

い端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。このた

め各々のファクシミリサービス提供業者や製造業者には、前記ＮＳＦ信号用いて、独自に開発した付加機能を端末パラメ

ータにインプリメントすることを行うことが要求される。 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々

の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連

続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＦＳ信号を利用

する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か

「０」で拡張するか否かを判断させる。 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。

図中３はレングスインディケーターである。 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ２ 

Ｈ2Ｏ 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の

端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端

末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離する

ファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成

し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【図面の簡単な説明】 

【０００３】 

【図１】 本発明の一実施例の方式説明図である。  

【図２】 従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 

【図３】 勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】 ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

       ・ 

       ・ 

       ・ 

（以下、通常の特許公報と同内容が続く） 
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例２３－３ 特許公報（実用新案登録に基づく特許出願が設定登録された場合の特許公報）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-b9.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PATENT/EXAMINED UTILITY MODEL REGISTRATION 1.0//EN" "../.

./../../../DTD/gat-b9.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="B9" kind-of-st16="B2" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>3900001</doc-number> 

        <kind>特許公報(B2)</kind> 

        <date>20191110</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2015123456</doc-number> 

        <date>20150530</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>特実  花子</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区霞が関４－２－１</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant> 

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>発明 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant> 

        <document-id> 

          <date>20191201</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 
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    </dates-of-public-availability> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      <unlinked-indexing-code>C07K   5/06        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

      <unlinked-indexing-code>A61K  31/66        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      <unlinked-indexing-code jp:facet="ABJ">C07K5:06 E</unlinked-indexing-code> 

    </classification-national> 

    <field-of-search> 

      <jp:edition/> 

      <jp:search-field-info>G01B  3/00</jp:search-field-info> 

      <jp:search-field-info>G02C 23/00 - 26/00</jp:search-field-info> 

      <jp:search-field-info>G08G  1/0999</jp:search-field-info> 

    </field-of-search> 

    <references-cited> 

      <cited-patents> 

        <patcit num="1"> 

          <text>特開2010-27558（JP,A）</text> 

        </patcit> 

      </cited-patents> 

      <cited-others> 

        <nplcit num="1"> 

          <text>「電子回路ハンドブック」52年3月25日、XYZ出版（株）発行 第228頁～第281頁</text> 

        </nplcit> 

      </cited-others> 

    </references-cited> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

    <related-documents> 

      <jp:change-of-utility> 

        <relation> 

          <parent-doc> 

            <document-id> 

              <doc-number>3601231</doc-number> 

              <date>20150405</date> 

            </document-id> 

          </parent-doc> 

        </relation> 

     </jp:change-of-utility> 

    </related-documents> 

  <jp:previously-published-document kind="unexamined"> 

      <document-id> 

        <doc-number>2015123456</doc-number> 

        <date>20150705</date> 

      </document-id> 

    </jp:previously-published-document> 

    <jp:total-pages>4</jp:total-pages> 

    <jp:request-day-for-examination>20150530</jp:request-day-for-examination> 

    <jp:examiner-group> 
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      <jp:examiner> 

        <name>審査 太郎</name> 

      </jp:examiner> 

    </jp:examiner-group> 

  </bibliographic-data> 

  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <description> 

    <technical-field> 

      <p num="0001">本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方

式に関するものである。<br/> 

        <chemistry num="1"> 

          <img id="000003" he="150" wi="150" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

        </chemistry> 

      </p> 

    </technical-field> 

    <summary-of-invention> 

      <p num="0002">一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるフ

ァクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互

通信も要求される。このため各々のファクシミリサービス提供業者や製造業者には、前記ＮＳＦ信号用いて、独自に開

発した付加機能を端末パラメータにインプリメントすることを行うことが要求される。<br/> 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個

々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されか

つ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号

を利用する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。<br/> 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。<br/> 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」

か「０」で拡張するか否かを判断させる。<br/> 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する

。図中３はレングスインディケーターである。<br/> 

<u style="single">Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/> 

Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/> 

Ｈ<sub>2</sub>Ｏ<br/> 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末

の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信

側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分

離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド

を作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

      </p> 

    </summary-of-invention> 

    <description-of-drawings> 

      <p num="0003"> 

        <figref num="1">本発明の一実施例の方式説明図である。</figref> 

        <figref num="2">従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。</figref> 

        <figref num="3">勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。</figref> 

        <figref num="4">ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。</figref> 

      </p> 

    </description-of-drawings> 

              ・ 

              ・ 

              ・ 

          (以下、通常の特許公報と同内容が続く) 

              ・ 

              ・ 

              ・ 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ
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リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim> 

    <claim num="2"> 

      <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

    </claim> 

  </claims> 

</jp-official-gazette> 
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例２４－１ 特許公報関連の訂正公報（全文訂正）【標準レイアウト】 

 

JP  2900001  B6  2020.5.6 

 

【 公 報 種 別 】 特 許 公 報 の 訂 正  

【 部 門 区 分 】 第 ６ 部 門 第 ２ 区 分  

【 発 行 日 】 令 和 2年 5月 6日 (2020.5.6) 

 

【 特 許 番 号 】 特 許 第 2900001号 (P2900001) 

【 登 録 日 】 令 和 1年 10月 6日 (2019.10.6) 

【 特 許 公 報 発 行 日 】 令 和 1年 12月 1日 (2019.12.1) 

【 出 願 番 号 】 特 願 2009-123456 

【 訂 正 要 旨 】 発 明 の 詳 細 な 説 明 誤 戴 に よ り 下 記 の と お り 全 文 を 訂 正 す る 。   

【国際特許分類】 

 Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.01) 

 Ｇ０２Ｃ  9/87     (2006.01) 

  Ｇ０１Ｂ 67/89     (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 12/345    (2006.03) 

  Ｇ０１Ｂ 34/56     (2007.01) 

【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34        １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87        ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345          Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56 

【 記 】 別 紙 の と お り  
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(2)            JP  2900001  B6  2020.5.6 

 

 (19)日本国特許庁(JP)        (12)特  許  公  報(B2)          (11)特許番号 

特許第2900001号 
(P2900001) 

(45)発行日 令和1年12月1日(2019.12.1)                         (24)登録日 令和1年10月6日(2019.10.6) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                  

   Ｇ０１Ｂ  12/345(2006.01)               Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ   

   Ｇ０２Ｃ   9/87 (2006.01)             Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ    

 Ｇ０１Ｂ  67/89 (2006.03)               Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345(2006.03)               Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56 (2007.01)            Ｇ０１Ｂ   34:56 

請求項の数 2  （全 2 頁）  最終頁に続く   

(21)出願番号    特願2009-123456 

(22)出願日     平成21年12月20日(2009.12.20) 

(65)公開番号    特開2010-123456(P2010-123456A) 

(43)公開日       平成22年6月20日(2010.6.20)   

    審査請求日   平成22年8月22日(2010.8.22) 

(31)優先権主張番号  83304359.9 

(32)優先日      平成20年11月16日(2008.11.16) 

(33)優先権主張国・地域又は機関 

  フランス(FR) 

 

微生物の受託番号 FERM  BP-3235 

微生物の受託番号 NRRL  B-18292 

微生物の受託番号 NRRL  B-18222 

 

前置審査 

 

 

(73)特許権者  390000011 

特実  花子 

東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)代理人 123456789 

弁理士 代理 太郎 

(72)発明者 発明  太郎 

神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

審査官 審査 太郎  

 

 

      

 

 

 

                    

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パ

ラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを

含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフ

ィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデ

ータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特

定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末

の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方

式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ

識別方式に関するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 
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(3)                          JP  2900001  B6  2020.5.6 

 

【 化１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 発明の 概要】  

【 ０００ ２】  

一 方 、 端 末 技 術 の 向 上 に よ り 、 フ ァ ク シ ミ リ の 高 機 能 化 、 多 機 能 化 が 行 わ れ 新 し く 開 発 さ

れ る フ ァ ク シ ミ リ 装 置 に は 新 し い 端 末 パ ラ メ ー タ を 付 加 す る こ と が 要 求 さ れ る 。 さ ら に 新

規 開 発 の 装 置 と 既 存 の 装 置 と の 相 互 通 信 も 要 求 さ れ る 。 こ の た め 各 々 の フ ァ ク シ ミ リ サ ー

ビ ス 提 供 業 者 や 製 造 業 者 に は 、 前 記 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 用 い て 、 独 自 に 開 発 し た 付 加 機 能 を 端 末 パ

ラ メータ にイン プリメン トする ことを 行うこと が要求 される 。  

そ の 装 置 と し て は 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 連 続 さ せ Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 グ ル ー プ を 作 成 し 、 か つ 個 々

の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 開 発 さ れ た 個 々 の 端 末 モ デ ル を 表 す よ う に す る こ と が 、 最 も 簡 単 で あ る が

、 国 際 標 準 で は 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 は 単 一 フ レ ー ム で 構 成 さ れ か つ 連 続 し て 伝 送 さ れ な い こ と と

さ れ て お り 、 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を 使 用 す る こ と は で き な い 。 第 ２ 図 に 複 数 の Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 を

利 用 す る 場 合 の 例 を 示 す 。 こ の た め 、 Ｎ Ｓ Ｆ 信 号 の Ｆ Ｉ Ｆ を 拡 張 さ せ る こ と が 考 え ら れ る

。  

Ｆ ＩＦの 拡張方 法として 、以下 の方法 がある。  

方 法 １ ： 第 １ 図 １ ａ に 示 す 如 く Ｆ Ｉ Ｆ を 固 定 長 で 分 割 し 、 最 後 の ビ ッ ト を 拡 張 ビ ッ ト に 割

り 当てて そのビ ットの「 １」か 「０」 で拡張す るか否 かを判 断させる 。  

方 法 ２ ： 第 １ 図 １ ｂ に 示 す 如 く 各 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 モ デ ル に 対 応 す る 端 末 パ ラ メ ー タ の ビ

ッ ト長を あらか じめ表示 する。 図中３ はレング スイン ディケ ーターで ある。  

Ａ ＝Ｂ＋ Ｃ  

Ｂ ＝ａ ２  

Ｈ 2Ｏ  

以 上 説 明 し た よ う に 本 発 明 に よ れ ば 、 電 話 回 線 を 用 い て 相 互 通 信 を 行 う フ ァ ク シ ミ リ 端 末

等 に よ り 、 相 手 端 末 に 自 端 末 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 通 知 し 、 通 信 時 の 端 末 パ ラ メ ー タ を 識 別

す る 装 置 に お い て 、 端 末 パ ラ メ ー タ を 含 む 制 御 信 号 の 送 信 側 端 末 は 該 制 御 信 号 の フ ァ ク シ

ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 、 複 数 の サ ブ フ ィ ー ル ド に 分 離 し 、 各 サ ブ フ ィ ー ル ド の 情 報 を 分 離

す る フ ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド の デ ー タ 中 に は 現 れ な い 特 定 の 識 別 コ ー ド を 挿 入 し て フ

ァ ク シ ミ リ 情 報 フ ィ ー ル ド を 作 成 し 、 上 記 制 御 信 号 の 受 信 側 端 末 は フ ァ ク シ ミ リ 情 報 で あ

る 。  

【 図面の 簡単な 説明】  

【 ００３ 】  

【 図１】  本発 明の一実 施例の 方式説 明図であ る。   

【 図２】  従来 のＮＳＦ 拡張方 法の一 例を示す 説明図 である 。  

【 図３】  勧告 Ｔ３．０ に準拠 した説 明図であ る。  

【 図４】  ＣＣ ＩＴＴに おける 標準的 な説明図 である 。  

       ・  

       ・  

       ・  

       ・  

  (以下、特許公報と同様の全文訂正した公報が続く) 
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例２４－２ 特許公報関連の訂正公報（全文訂正）【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

【公報種別】特許公報の訂正 

【部門区分】第６部門第２区分 

【発行日】令和2年5月6日(2020.5.6) 

 

【特許番号】特許第2900001号(P2900001) 

【登録日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

【特許公報発行日】令和1年12月1日(2019.12.1)  

【出願番号】特願2009-123456 

【訂正要旨】発明の詳細な説明誤戴により下記のとおり全文を訂正する。 

【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

【記】別紙のとおり 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】特許公報(B2)       

(11)【特許番号】特許第2900001号(P2900001) 

(24)【登録日】令和1年10月6日(2019.10.6) 

(45)【発行日】令和1年12月1日(2019.12.1) 

(54)【発明の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ  12/34     １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87     ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ  67/89           Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ  12/345       Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ  34:56   

【請求項の数】2 

【全頁数】2 

(21)【出願番号】特願2009-123456 

(22)【出願日】平成21年12月20日(2009.12.20) 

(65)【公開番号】特開2010-123456(P2010-123456A) 

(43)【公開日】平成22年6月20日(2010.6.20)   

【審査請求日】平成22年8月22日(2010.8.22)  

(31)【優先権主張番号】83304359.9 

(32)【優先日】平成20年11月16日(2008.11.16) 

(33)【優先権主張国・地域又は機関】フランス(FR) 

【微生物の受託番号】FERM  BP-3235 

【微生物の受託番号】NRRL  B-18292 

【微生物の受託番号】NRRL  B-18222 

【前置審査】 

(73)【特許権者】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】特実  花子 

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 
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【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(72)【発明者】 

【氏名】発明 太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【審査官】審査 太郎 

(57)【特許請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【請求項２】 

請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。 

【発明の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。 

【化１】 

0002900001.tif 000002 

【発明の概要】 

【０００２】 

一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発されるファクシミリ装置には新し

い端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相互通信も要求される。このた

め各々のファクシミリサービス提供業者や製造業者には、前記ＮＳＦ信号用いて、独自に開発した付加機能を端末パラメ

ータにインプリメントすることを行うことが要求される。 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＳＦ信号は開発された個々

の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されかつ連

続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号を利用

する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」か

「０」で拡張するか否かを判断させる。 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する。

図中３はレングスインディケーターである。 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＝ａ2 

Ｈ2Ｏ 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の

端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端

末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離する

ファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールドを作成

し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

【図面の簡単な説明】 

【０００３】 

【図１】本発明の一実施例の方式説明図である。  

【図２】従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。 

【図３】勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。 

【図４】ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。 

          ・ 

     ・ 

     ・ 

 (以下、特許公報と同様の全文訂正した公報が続く) 
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例２４－３ 特許公報関連の訂正公報（全文訂正）【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-bc.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PATENT/EXAMINED UTILITY MODEL REGISTRATION CORRECTION 1.0

//EN" "../../../../../DTD/gat-bc.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="BC" kind-of-st16="B6" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <jp:header lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2900001</doc-number> 

        <kind>特許公報の訂正</kind> 

        <date>20191006</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>2009123456</doc-number> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <jp:corrected-publication-date>20200506</jp:corrected-publication-date> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant jp:kind="patent"> 

        <document-id> 

          <date>20191201</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 

    </dates-of-public-availability> 

    <jp:corrected-publication-category>第６部門第２区分</jp:corrected-publication-category> 

    <jp:gist-of-correction>発明の詳細な説明誤戴により下記のとおり全文を訂正する。</jp:gist-of-correction> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

    </classification-national> 

    <jp:article-of-correction>別紙のとおり</jp:article-of-correction> 

  </jp:header> 

  <jp:correct-official-gazette> 

    <bibliographic-data> 

      <publication-reference> 

        <document-id> 

          <country>JP</country> 

          <doc-number>2900001</doc-number> 

          <kind>特許公報(B2)</kind> 

          <date>20191006</date> 

        </document-id> 

      </publication-reference> 

      <application-reference> 
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        <document-id> 

          <doc-number>2009123456</doc-number> 

          <date>20091220</date> 

        </document-id> 

      </application-reference> 

      <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

      <parties> 

        <jp:applicants-agents-article> 

          <jp:applicants-agents sequence="1"> 

            <applicant sequence="1"> 

              <addressbook lang="ja"> 

                <name>特実  花子</name> 

                <registered-number>390000011</registered-number> 

                <address> 

                  <text>東京都千代田区霞が関４－２－１</text> 

                </address> 

              </addressbook> 

            </applicant> 

            <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

              <addressbook> 

                <name>代理 太郎</name> 

                <registered-number>123456789</registered-number> 

              </addressbook> 

              <jp:attorney/> 

            </agent> 

          </jp:applicants-agents> 

        </jp:applicants-agents-article> 

        <inventors> 

          <inventor sequence="1"> 

            <addressbook> 

              <name>発明 太郎</name> 

              <address> 

                <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

          </inventor> 

        </inventors> 

      </parties> 

      <priority-claims> 

        <priority-claim sequence="1" jp:kind="international"> 

          <country>FR</country> 

          <doc-number>83304359.9</doc-number> 

          <date>20081116</date> 

        </priority-claim> 

      </priority-claims> 

      <dates-of-public-availability> 

        <printed-with-grant> 

          <document-id> 

            <date>20191201</date> 

          </document-id> 

        </printed-with-grant> 

      </dates-of-public-availability> 

      <classification-ipc> 

        <edition/> 

        <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

        <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

        <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

          <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

          <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      </classification-ipc> 

      <classification-national> 

      <country>JP</country> 
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      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      </classification-national> 

      <number-of-claims jp:adopted-law="claim">2</number-of-claims> 

      <jp:bio-deposit-article> 

        <bio-deposit num="1"> 

          <depositary>FERM</depositary> 

          <bio-accno>BP-3235</bio-accno> 

        </bio-deposit> 

        <bio-deposit num="2"> 

          <depositary>NRRL</depositary> 

          <bio-accno>B-18292</bio-accno> 

        </bio-deposit> 

        <bio-deposit num="3"> 

          <depositary>NRRL</depositary> 

          <bio-accno>B-18222</bio-accno> 

        </bio-deposit> 

      </jp:bio-deposit-article> 

      <jp:previously-published-document kind="unexamined"> 

        <document-id> 

          <doc-number>2010123456</doc-number> 

          <date>20100620</date> 

        </document-id> 

      </jp:previously-published-document> 

      <jp:total-pages>2</jp:total-pages> 

      <jp:request-day-for-examination>20100822</jp:request-day-for-examination> 

      <jp:reconsideration-before-appeal/> 

      <jp:examiner-group> 

        <jp:examiner> 

          <name>審査 太郎</name> 

        </jp:examiner> 

      </jp:examiner-group> 

    </bibliographic-data> 

    <jp:image-of-bibliographic-data> 

      <img id="000001" he="140" wi="160" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </jp:image-of-bibliographic-data> 

    <description> 

      <technical-field> 

        <p num="0001">本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別

方式に関するものである。<br/> 

          <chemistry num="1"> 

            <img id="000002" he="150" wi="150" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"

/> 

          </chemistry> 

        </p> 

      </technical-field> 

      <summary-of-invention> 

        <p num="0002">一方、端末技術の向上により、ファクシミリの高機能化、多機能化が行われ新しく開発される

ファクシミリ装置には新しい端末パラメータを付加することが要求される。さらに新規開発の装置と既存の装置との相

互通信も要求される。このため各々のファクシミリサービス提供業者や製造業者には、前記ＮＳＦ信号用いて、独自に

開発した付加機能を端末パラメータにインプリメントすることを行うことが要求される。<br/> 

その装置としては、複数のＮＳＦ信号を連続させＮＳＦ信号グループを作成し、かつ個々のＮＦＳ信号は開発された個

々の端末モデルを表すようにすることが、最も簡単であるが、国際標準では、ＮＳＦ信号は単一フレームで構成されか

つ連続して伝送されないこととされており、複数のＮＳＦ信号を使用することはできない。第２図に複数のＮＳＦ信号

を利用する場合の例を示す。このため、ＮＳＦ信号のＦＩＦを拡張させることが考えられる。<br/> 

ＦＩＦの拡張方法として、以下の方法がある。<br/> 

方法１：第１図１ａに示す如くＦＩＦを固定長で分割し、最後のビットを拡張ビットに割り当ててそのビットの「１」
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か「０」で拡張するか否かを判断させる。<br/> 

方法２：第１図１ｂに示す如く各ファクシミリ端末モデルに対応する端末パラメータのビット長をあらかじめ表示する

。図中３はレングスインディケーターである。<br/> 

<u style="single">Ａ＝Ｂ＋Ｃ</u><br/> 

Ｂ＝ａ<sup>2</sup><br/> 

Ｈ<sub>2</sub>Ｏ<br/> 

以上説明したように本発明によれば、電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末

の端末パラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する装置において、端末パラメータを含む制御信号の送信

側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分

離するファクシミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド

を作成し、上記制御信号の受信側端末はファクシミリ情報である。 

        </p> 

      </summary-of-invention> 

      <description-of-drawings> 

        <p num="0003"> 

          <figref num="1">本発明の一実施例の方式説明図である。</figref> 

          <figref num="2">従来のＮＳＦ拡張方法の一例を示す説明図である。</figref> 

          <figref num="3">勧告Ｔ３．０に準拠した説明図である。</figref> 

          <figref num="4">ＣＣＩＴＴにおける標準的な説明図である。</figref> 

        </p> 

      </description-of-drawings> 

            ・ 

            ・ 

            ・ 

  （以下、特許公報と同様の全文訂正した公報が続く） 

            ・ 

            ・ 

    </description> 

    <claims> 

      <claim num="1"> 

        <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメー

タを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御

信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシ

ミリ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の

識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出す

ることを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

      </claim> 

      <claim num="2"> 

        <claim-text>請求項１の装置を用いる方法・・・・・・。</claim-text> 

      </claim> 

    </claims> 

  </jp:correct-official-gazette> 

</jp-official-gazette> 
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例２５－１ 実用新案登録公報【標準レイアウト】 

 

JP  2900001  Y2  2000.12.3 

 

(19)日本国特許庁(JP)        (12)実用新案登録公報(Y2)       (11)実用新案登録番号 

実用新案登録第2900001号 
(U2900001) 

(45)発行日 平成12年12月1日(2000.12.3)                         (24)登録日 平成12年10月1日(2000.10.1) 

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                  

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ   12/34     １０１Ｂ   

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)         Ｇ０２Ｃ    9/87     ＺＮＡ    

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   67/89           Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03)           Ｇ０１Ｂ   12/345       Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)          Ｇ０１Ｂ   34:56 

請求項の数 1  （全 4 頁）  最終頁に続く   

(21)出願番号    実願平11-123456 

(22)出願日     平成11年1月17日(1999.1.17) 

(62)分割の表示   実願平8-332299の分割 

  原出願日    平成8年8月10日(1996.8.10) 

(65)公開番号    実開2000-123456(U2000-123456A) 

(43)公開日       平成12年6月25日(2000.6.25)   

    審査請求日   平成11年8月22日(1999.8.22) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(73)実用新案権者  390000011 

特実  花子 

東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)代理人 123456789 

弁理士 代理 太郎 

(72)考案者 考案  太郎 

神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

 

  審査官 審査 太郎  

 

(56)参考文献 「電子回路ハンドブック」52年3月25日 

               、XYZ出版（株）発行 第228頁～第 

              281頁 

 

                 最終頁に続く 

(54)【考案の名称】ファクシミリ走査装置 

 

(57)【実用新案登録請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パ

ラメータを通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを

含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフ

ィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデ

ータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特

定の識別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末

の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方

式。 

【考案の詳細な説明】 

【技術分野】 

【０００１】 

本考案は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ

識別方式に関するものである。 
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(2)                         JP  2900001  Y2  2000.12.3 

 

【 化１】  
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(3)                         JP  2900001  Y2  2000.12.3 

 

【 図１】                                 【図 ２】   
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【 図４】  
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例２５－２ 実用新案登録公報【ＸＳＬファイルを用いた表示例】 

 

(19)【発行国】日本国特許庁(JP) 

(12)【公報種別】実用新案登録公報(Y2) 

(11)【登録番号】実用新案登録第2900001号(U2900001) 

(24)【登録日】平成12年10月1日(2000.10.1) 

(45)【発行日】平成12年12月3日(2000.12.3) 

(54)【考案の名称】ファクシミリ走査装置 

(51)【国際特許分類】 

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01) 
   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01) 
   Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.03) 
   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01) 
   Ｃ０７Ｋ   5/06     (2006.01) 
   Ａ６１Ｋ  31/66     (2006.01) 
【ＦＩ】 

   Ｇ０１Ｂ   12/34      １０１Ｂ 

   Ｇ０２Ｃ    9/87      ＺＮＡ 

   Ｇ０１Ｂ   67/89            Ｚ 

   Ｇ０１Ｂ   12/345        Ｕ 

   Ｇ０１Ｂ   34:56   

   Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ 

【請求項の数】1 

【全頁数】4 

(21)【出願番号】実願平11-123456 

(22)【出願日】平成11年1月17日(1999.1.17) 

(62)【分割の表示】実願平8-332299の分割 

【原出願日】平成8年8月10日(1996.8.10) 

(65)【公開番号】実開2000-123456(U2000-123456A) 

(43)【公開日】平成12年6月25日(2000.6.25) 

【審査請求日】平成11年8月22日(1999.8.22) 

(73)【実用新案権者】 

【識別番号】390000011 

【氏名又は名称】特実  花子 

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関４－２－１ 

(74)【代理人】 

【識別番号】123456789 

【弁理士】 

【氏名又は名称】代理 太郎 

(72)【考案者】 

【氏名】考案  太郎 

【住所又は居所】神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地 

【審査官】審査 太郎 

(56)【参考文献】 

【文献】「電子回路ハンドブック」52年3月25日、XYZ出版（株）発行 第228頁～第281頁 

(58)【調査した分野】(Int.Cl.，ＤＢ名) 

G01B  3/00 

G02C 23/00 - 26/00 

G08G  1/0999 

(57)【実用新案登録請求の範囲】 

【請求項１】 

電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータを通知し、通信時の端

末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信号のファクシミリ情報フ

ィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミリ情報フィールドのデータ

中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識別コードを検出し、該ファク

シミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出することを特徴とするファクシミ

リ端末パラメータ識別方式。 

【考案の詳細な説明】 

【０００１】 

【技術分野】 

本考案は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。 
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【 化１】  

0002900001.tif 000002 

    ・ 

    ・ 

    ・ 

    ・ 

  （途中省略） 

【図１】 

0002900001.tif 000003 

【図２】 

0002900001.tif 000004 

【図３】 

0002900001.tif 000005 

【図４】 

0002900001.tif 000006 
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例２５－３ 実用新案登録公報【ＸＭＬファイル】 

 

<?xml version="1.0" encoding="EUC-JP" ?> 

<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="../../../../../XSL/gat-b9.xsl" ?> 

<!DOCTYPE jp-official-gazette PUBLIC "-//JPO//DTD PATENT/EXAMINED UTILITY MODEL REGISTRATION 1.0//EN" "../.

./../../../DTD/gat-b9.dtd" > 

<jp-official-gazette kind-of-jp="Y9" kind-of-st16="Y2" lang="ja" dtd-version="1.0" country="JP" xmlns:jp="h

ttp://www.jpo.go.jp"> 

  <bibliographic-data lang="ja" country="JP"> 

    <publication-reference> 

      <document-id> 

        <country>JP</country> 

        <doc-number>2900001</doc-number> 

        <kind>実用新案登録公報(Y2)</kind> 

        <date>20001001</date> 

      </document-id> 

    </publication-reference> 

    <application-reference> 

      <document-id> 

        <doc-number>1999123456</doc-number> 

        <date>19990117</date> 

      </document-id> 

    </application-reference> 

    <invention-title>ファクシミリ走査装置</invention-title> 

    <parties> 

      <jp:applicants-agents-article> 

        <jp:applicants-agents sequence="1"> 

          <applicant sequence="1"> 

            <addressbook lang="ja"> 

              <name>特実  花子</name> 

              <registered-number>390000011</registered-number> 

              <address> 

                <text>東京都千代田区霞が関４－２－１</text> 

              </address> 

            </addressbook> 

          </applicant>  

          <agent sequence="1" jp:kind="representative"> 

            <addressbook> 

              <name>代理 太郎</name> 

              <registered-number>123456789</registered-number> 

            </addressbook> 

            <jp:attorney/> 

          </agent> 

        </jp:applicants-agents> 

      </jp:applicants-agents-article> 

      <inventors> 

        <inventor sequence="1"> 

          <addressbook> 

            <name>考案 太郎</name> 

            <address> 

              <text>神奈川県横須賀市壱１丁目２２００番地</text> 

            </address> 

          </addressbook> 

        </inventor> 

      </inventors> 

    </parties> 

    <dates-of-public-availability> 

      <printed-with-grant> 

        <document-id> 

          <date>20001203</date> 

        </document-id> 

      </printed-with-grant> 
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    </dates-of-public-availability> 

    <classification-ipc> 

      <edition/> 

      <main-clsf>G01B  12/345       20060120AFI20060120BHJP        </main-clsf> 

      <further-clsf>G02C   9/87        20060120ALI20060120BHJP        </further-clsf> 

      <additional-info>G01B  67/89        20060315ALN20060315BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  12/345       20060313ALN20060313BHJP        </additional-info> 

      <additional-info>G01B  34/56        20070128ALN20070128BHJP        </additional-info> 

      <unlinked-indexing-code>C07K   5/06        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

      <unlinked-indexing-code>A61K  31/66        20060120ALN20060120BHJP        </unlinked-indexing-code> 

    </classification-ipc> 

    <classification-national> 

      <country>JP</country> 

      <main-clsf>G01B12/34 101B</main-clsf> 

      <further-clsf jp:facet="ZNA">G02C9/87</further-clsf> 

      <additional-info>G01B67/89 Z</additional-info> 

      <linked-indexing-code-group> 

        <main-linked-indexing-code>G01B12/345 U</main-linked-indexing-code> 

        <sub-linked-indexing-code>G01B34:56</sub-linked-indexing-code> 

      </linked-indexing-code-group> 

      <unlinked-indexing-code jp:facet="ABJ">C07K5:06 E</unlinked-indexing-code> 

    </classification-national> 

    <field-of-search> 

      <jp:edition/> 

      <jp:search-field-info>G01B 3/00</jp:search-field-info> 

      <jp:search-field-info>G02C 23/00 - 26/00</jp:search-field-info> 

      <jp:search-field-info>G08G  1/0999</jp:search-field-info> 

    </field-of-search> 

    <references-cited> 

      <cited-others> 

        <nplcit num="1"> 

          <text>「電子回路ハンドブック」52年3月25日、XYZ出版（株）発行 第228頁～第281頁</text> 

        </nplcit > 

      </cited-others > 

    </references-cited> 

    <number-of-claims jp:adopted-law="claim">1</number-of-claims> 

    <related-documents> 

      <division jp:kind="utility"> 

        <relation> 

          <parent-doc> 

            <document-id> 

              <doc-number>1996332299</doc-number> 

              <date>19960810</date> 

            </document-id> 

          </parent-doc> 

        </relation> 

      </division> 

    </related-documents> 

    <jp:previously-published-document kind="unexamined"> 

      <document-id> 

        <doc-number>2000123456</doc-number> 

        <date>20000625</date> 

      </document-id> 

    </jp:previously-published-document> 

    <jp:total-pages>4</jp:total-pages> 

    <jp:request-day-for-examination>19990822</jp:request-day-for-examination> 

    <jp:examiner-group> 

      <jp:examiner> 

        <name>審査 太郎</name> 

      </jp:examiner> 

    </jp:examiner-group> 

  </bibliographic-data> 
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  <jp:image-of-bibliographic-data> 

    <img id="000001" he="140" wi="160" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

  </jp:image-of-bibliographic-data> 

  <description> 

      <p num="">【０００１】<br/>【産業上の利用分野】<br/>本発明は簡単にして、装置機能のパラメータの拡張が

容易なファクシミリ端末パラメータ識別方式に関するものである。<br/> 

【化１】<br/> 

          <img id="000002" he="150" wi="150" file="0002900001.tif" img-format="tif" img-content="drawing""/

> 

        ・ 

        ・ 

      （途中省略） 

        ・ 

        ・ 

      </p> 

  </description> 

  <claims> 

    <claim num="1"> 

      <claim-text>電話回線を用いて相互通信を行うファクシミリ端末等により、相手端末に自端末の端末パラメータ

を通知し、通信時の端末パラメータを識別する方法において、端末パラメータを含む制御信号の送信側端末は該制御信

号のファクシミリ情報フィールドを、複数のサブフィールドに分離し、各サブフィールドの情報を分離するファクシミ

リ情報フィールドのデータ中には現れない特定の識別コードを挿入してファクシミリ情報フィールド内の上記特定の識

別コードを検出し、該ファクシミリ情報フィールドの情報の内容を解析し相手端末の端末パラメータの内容を検出する

ことを特徴とするファクシミリ端末パラメータ識別方式。</claim-text> 

    </claim>  </claims> 

  <drawings> 

    <figure num="1"> 

      <img id="000003" he="64" wi="85" file="0002900006.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="2"> 

      <img id="000004" he="70" wi="55" file="0002900006.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="3"> 

      <img id="000005" he="27" wi="75" file="0002900006.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

    <figure num="4"> 

      <img id="000006" he="70" wi="57" file="0002900006.tif" img-format="tif" img-content="drawing"/> 

    </figure> 

  </drawings>  <jp:overflow> 

    <p num=""> 

(51)Int.Cl.               ＦＩ<br/> 

<i>   Ｃ０７Ｋ   5/06(2006.01) </i>         Ｃ０７Ｋ    5:06      ＡＢＪＥ<br/> 

<i>   Ａ６１Ｋ  31/66(2006.01) </i> 

<br/> 

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)<br/> 

              G01B  3/00<br/> 

              G02C 23/00 - 26/00<br/> 

              G08G  1/0999 

    </p> 

  </jp:overflow> 

</jp-official-gazette> 
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２ ０ １ ９ 年 ７ 月 発 行                        

日 本 国 特 許 庁                   
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       三 丁 目 ４ 番 ３ 号               

   電話 （03）3581-1101（代） 
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